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特 集 Ⅰ

第26回厚生政策セミナー

【趣旨説明】

是 川 夕＊

・司会： 本日のテーマの趣旨につきまして，当研究所，国際関係部部長の是川夕より説

明申し上げます．

・是川氏： ただいまご紹介に預かりました，国立社会保障・人口問題研究所で国際関係

部長を務めております是川と申します．本日のセミナーの趣旨説明をさせていただきます．

本日のテーマは「国境を越える労働市場と日本」ということで，主にアジアの国際労働

移動と日本の位置づけについてご講演いただきます．まず私の方から，本日の前提といた

しまして以下の3点について簡単にご説明したいと思います．

1点目はグローバルな国際移住の潮流と日本ということで，日本はもう「目指されない

国」なのかという点について，お話したいと思います．2点目といたしましては，日本に

おいては長らく移民政策の不在ということが言われておりましたが，移民政策とは何かに

ついて，また，その観点から日本の現在の政策がどのように位置づけられるかという点に

ついて，ご紹介したいと思います．3点目といたしまして，本日ご講演いただく内容に，

こうした内容がどのように繋がっているのかという点についてお話したいと思います．

まず1点目，グローバルな国際移住の潮流と日本という点についてお話したいと思いま

す．グローバルな国際移住については我々も様々なところで見聞きしているわけですが，

大きく分けて4つの時期に分けられると言われております．

まず第1期として，第二次世界大戦の終わりから第一次オイルショックまでの時期がご

ざいます．戦後すぐに，ヨーロッパ諸国で，ドイツを中心にガストアルバイター，すなわ

ちゲストワーカープログラムが実施され，たくさんの外国人労働者が受け入れられたとい

う時期に相当します．よく知られているように，この後，第一次オイルショックの不景気

によって受け入れが停止することになります．そしてその後，帰ってほしいと思っていた

ゲストワーカーは帰らずに，それぞれの受け入れ国にとどまり，その後の移民社会の基礎

をなしたことが知られています．

日本でよく知られているのは実はこの第1期までの経験で，第2期以降の経験は参照さ
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れることがほとんどありません．実際はこの後の3つの時期を経て現代に至っています．

第2期はオイルショックから冷戦の崩壊までの時期となります．この時期は大規模なゲス

トワーカーの受け入れなどは行われてきませんでしたが，家族移民の呼び寄せ，あるいは

東西冷戦を背景にした難民や亡命者の発生といった形で国際移動が起きていました．ただ，

概してこの時期，国際移動は比較的低調であったと言えます．

その後，第3期，冷戦の崩壊からリーマンショックまでの時期は，世界経済が一挙にグ

ローバル化した時代に相当します．この時期，たくさんの人が国境を越えて移動すること

になりました．それまで移民送り出し国であった，南欧諸国が受け入れ国に転じたのもこ

の時期です．また，アジアの新興経済国や日本といった国も，この時期に外国人人口の急

増を経験しています．

そして，第4期がリーマンショック後コロナ新型コロナのパンデミック直前までとなり

ます．この時期は，第3期に起きたグローバル化と社会の多様化への反動が起きた時期と

も言えます．ブレグジットやトランプ政権の成立など，多くの国で排外主義的な政権が成

立し移民排斥の動きが強まった時期となります．そして2019年末に確認された新型コロナ

以降，世界的な国際移動が急速に縮小していると，今そういった状況にあります．

こうした流れを，地域別の大きな国際移民の流れから見たのがこちらの図です．主に大

陸間の大きな人の移動を，移民研究の世界では，回廊あるいはコリドーと呼んでいます．

これを見ますと，北アメリカに南米から2,554万人の人が移動して，現在住んでいること

がわかります．また，ヨーロッパにはアフリカから1,102万人の人が永住して現在住んで

いることもわかります．このように，ヨーロッパとアメリカには，それぞれの南側に位置

する地域からたくさんの人を受け入れているという特徴があります．
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一方，日本でよく言われているように，世界中の人がアメリカを目指すといったような

状況は，この図からは確認されません．アジアから北米に行く移動は1,755万人と，中南

米からアメリカに行く移動よりも少ない規模にとどまっています．

また，域内移動の大きさも注目されます．アジアでは6,971万人の人が自らの生まれた

国を離れて現在アジア域内の別の国に住んでいます．これはヨーロッパ域内の4,425万人

という数よりも大きく，アジアが国際移動の世界的な中心地であることがわかります．ア

ジア域内の移動に目を転じますと，例えば湾岸諸国に対して西アジア，南アジア，東南ア

ジアから実に多くの人が移動しています．特に南アジアからは，1,844万人と，実はアジ

ア全域から北米に行く移動よりも，たくさんの人が湾岸諸国へ移動しています．つまり，

アジアは湾岸諸国を中心としつつ，世界的な国際移動の中心であることがわかります．

こうしたコリドー間の移動の規模の推移を見たのがこちらとなります．一番上がヨーロッ

パ域内の移動，そのすぐ下が湾岸諸国への移動を除くアジア域内の移動となります．90年

からの推移でいいますと，この2つの域内移動が世界の他の様々な移動のコリドーよりも

大きく，また急速に伸びていることがわかります．一方で，その下にありますラテンアメ

リカから北アメリカへの移動は，私達が日本で移民と聞くと，このアメリカに向かう移動

がイメージされるわけですが，2000年代以降，その勢いを衰えさせているところです．ト

ランプ政権がアメリカ・メキシコ国境に壁を作ると言ったとき，実はメキシコからアメリ

カへの移動は，すでに減少に転じていたという事実がわかります．また南アジアから湾岸

諸国への移動は，2000年代以降，原油価格の上昇を背景に，急速に伸びています．こうし

た大きな変化があります．

さらにこうした動きについて，アジア域内に目を転じたものがこちらの図となります．

こちらはさきほどと違って，年間実際に移動するフローの数から見たものです．アジア諸

国からは1年間に約686万人の国際移民が出発していますが，そのうち約247万人は湾岸諸

国へ移動しているということがわかります．これは単独の動きとしては最も大きな流れと

なります．その次にOECD諸国とはじめとした先進国に約200万人，197万人が移動して

います．さらにその内訳を見ますと，日本へ約40万人，韓国へ約38万人，アメリカへ30万

人と，実はアジアから先進国へ向かう流れの中で，日本が最も多くの移民を受け入れてい

る国ということになります．そして残り3分の1程度がアジア域内の移動ということで，

ASEAN諸国をはじめとした国に移動している状況が見られます．このように，アジアは

世界的に見て，国際移住の中心地であると同時に，日本はその主要な目的地として位置づ

けられるということになります．
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こうした動きを，実態面からだけではなく，潜在的な移住意向の観点から見たのがこち

らのグラフです．左側のグラフは，Gallup社というアメリカの著名な調査会社が毎年180

カ国以上，1,000名以上に対して継続的に行っているアンケート調査の結果に基づいたも

のです．その中で，仮に他の国に永住移動するとしたらどの国に行きたいですか，という

質問をしています．ここでは，永住移住を希望する人のうち，それぞれの目的地を選んだ

人の割合を示したものです．このグラフは上位10カ国について示したものですが，日本は

2008年以降，一貫して上位10位以内に入っていると同時に，むしろ近年その人気を上昇さ

せていることがわかります．一番上の線はアメリカですが，トランプ政権の成立以降，そ

の人気を急速に低下させ，現在はオーストラリアとほぼ同順位の2位となっています．一

方，日本は近年その順位を上昇させ，現在カナダとほぼ同じ水準の第4位となっています．

地域別に見ますと，東南アジアからの移住希望先として日本は第2位を占めていると同

時に，東アジアでは第7位となっています．東アジアの場合中国が大半を占めますので，

このような結果になっていると思われます．学歴別に見ますと，日本への移住を希望する

者は概して学歴の低い者が多いと言われていますが，実際には，日本への移住を希望する

者は高卒大卒といった中-高学歴層で多いことがわかります．中卒以下の層になると日本

は順位を落としますが，そこで初めてランキング内に，しばしば日本のライバルとされる

韓国が登場することになります．その他に，中卒以下ですと順位の上位にサウジアラビア
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やアラブ首長国連邦，アラブ諸国など湾岸諸国が入ってくるという点が特徴的です．この

ように，日本は，移住先としての人気が高く，それは中-高学歴層を中心に見られること

がわかります．

この点をさらに統計的な手法を使って分析したのがこちらです．こちらはそれぞれの国

を目指す人について，1人当たり年間所得がどれくらいの層で多いかということを学歴別

に推定したものです．これを見ますと，日本を希望する者は高学歴，高所得者層であるほ

ど多いことがわかります．アメリカを希望する者は全般的に多いのですが，中高学歴層で

はなく低学歴層で所得感応的であることがわかります．また，高学歴層の間では，アメリ

カ行きを希望する者が多いもののあまり所得感応的ではないことを考えると，あまり真剣

に考えた結果ではない可能性も高いと言えます．近年日本としばしば比較される韓国は，

全般的に希望する確率が低く，また所得が高くなってもあまり希望者が増える傾向が見ら

れません．そうした意味において，日本と潜在的な競合となりうるのは，カナダかオース

トラリアということになります．湾岸諸国に関しては，所得が上がるほど希望する者が急

激に減るということから，先ほど見た実態と，潜在的な希望とが重なっていることがわか

ります．

こうした点について，もう一度実態に戻ってみます．こちらはそれぞれの目的地につい

て，それぞれの国から出発した人に占める割合を縦軸に，1人当たりGDPを横軸に示し

たものですが，経済水準が上昇するにつれ，日本に来る者の占める割合が増える傾向にあ

ることがわかります．こうした傾向はアメリカを目指す者でも一緒ですが，日本を目指す

者の割合の上昇はアメリカに行く人の割合の上昇よりも急激となっています．つまり所得

が高いほど，日本に来る割合が増えるという関係が強く見られます．一方韓国について見
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ますと，ある程度までは上昇するのですが，その後は低下する傾向が見られます．そして

湾岸諸国はやはりここでも右肩下がりの結果となっています．すなわち経済水準の上昇が

日本への移動者を増加させる傾向が，潜在的にも実態面からも確認されたといえます．

これは経済格差が国際移動を発生させるという直観に反する結果と言えますが，それは

なぜでしょうか．その点について，最新の理論的研究をご紹介したいと思います．

最新の国際移動に関する理論では，経済水準の上昇は，むしろ移住意向の上昇と移住能

力の上昇を通じて，ある程度までは国際移動圧力を高めるという結果が得られています．

ケイパビリティ・アスピレーションモデルと言われていますが，経済水準が上昇するにつ

れ，移住能力が高まり，また移住意欲も高まると考える理論です．そして移住意欲のうち，

この能力によって可能な部分というのがそのまま現実の移動となるという関係が見られる

と言われています．これは実証面でも検証されており，例えば2020年春にIMFが出した

WorldEconomicOutlookは，所得水準の上昇がある程度になるまでは，高所得国への

移動が増え続けるという結果を示しています．すなわち，日本が現在経験していることは，
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こうした理論と整合的と言えます．その結果として，アジアの経済成長は当面の間，日本

への国際移動を増やすという結果が導き出されます．つまり，日本はむしろ目指される国

となっているという，直観に反する状況が事実として確認されるということになります．

ではそうした中，日本における移民政策の不在とは何かということについて考えていき

たいと思います．

日本においては，移民政策が不在と言われていました．その背景にはまず，国際移動に

関して，財や資本といったものに比べて国際的なガバナンス体制やルール作りが非常に遅

れていたという事実があります．その結果として移民政策は，国際比較の視点から論じら

れることが少なかったと言えます．

国際移民の定義としては，よく国連の定義が引かれますが，「国境を越えた居住地の変

更を伴う移動をする人」となります．また，これをさらに細かく分けたOECDの定義に

よると，永住型移民と一時滞在型移民という2種類に分けられます．これは，滞在期間の

更新回数に上限があるかないかで分けたものであって，実際に永住するかどうかを基準に

分けたものではありません．この基準でいきますと，日本に滞在する外国人の大半が永住

型移民に分類されることになります．

そうした分類を前提に，政策の実態について国際比較をしたものが以下です．こちらは

OECDのデータに基づくものですが，永住型移民の年間受け入れ数として，日本は

OECD諸国の中で第10位となっています．第1位がアメリカの100万人，第2位がドイツ

の60万人となっていて，日本は13万人という形で記録されています．

日本では移民の大半は労働をベースとしたものであって，その大半がアメリカに行くと

思われていますが，実は永住型移民の内訳を見ると，その多くを家族移民や，人道的移民

つまり難民，あるいはヨーロッパ域内のシェンゲン協定内の自由移動が占めるという事実

があります．また，労働の占める割合は，この10年ちょっとの間，増える傾向は特になく，

一旦減少した後やや上昇というような推移です．むしろ家族移民や人道移民の増加が著し

いことがわかります．

こうした受け入れの類型ごとに見ていきますと，アメリカはその大半を家族移民が占め

ている国であるということがわかります．こちらは労働，家族，人道，自由移動その他で

割合をレーダーチャートにしたものですが，それによるとアメリカは家族移民中心の受け

入れであることがわかります．一方日本を見ますと，カナダと非常に似て労働が占める割

合が60％程度と非常に高いことがわかります．また，最近よく引き合いに出されるドイツ

ですが，実は移民の大半をヨーロッパ域内のシェンゲン圏内から受け入れていますので，

実は純粋な意味での移民は非常に少ないということがわかります．すなわち，日本は，労

働移民中心の受け入れ政策をとる移民国家として，国際的には位置づけられることになり

ます．

また，本日の議論とも関連しますが，永住型移民とは別に，一時滞在型移民が労働移民

の受け入れルートとして近年急速に拡大しています．これは，かつてゲストワーカープロ

グラムと呼ばれたものに等しいものですが，現在その再発見と再復権が見られます．特に
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近年倍以上に増えているのですが，多いのがポーランドで年間100万人以上，アメリカが

70万人，そして日本はこの分野では26万6,000人程度を受け入れているということになり

ます．その受け入れかたは国によって様々ですが，概して労働移民が大半で，期限付きの

労働移民プログラムがその多くを占めるということがわかっています．

労働移民という切り口から，受け入れ数について整理したのがこちらの表です．労働移

民の年間受け入れ数という観点から言うと，日本は第5位と，先ほどの第10位より順位を

大きく上昇させます．年間33万人程度の労働移民を受け入れているということになります．

また，受け入れ型を永住型と一時滞在型に分けてみますと，実は日本は，我々が直観的に

感じていることとは逆に，永住型で受け入れている割合が高い国であることがわかります．

C列は労働移民のうち，一時滞在型で受け入れている割合を示したものですが，日本はそ

の割合が80％と，カナダに次いで低い値となっています．アメリカやドイツは90％近い労

働移民を一時滞在型で受け入れている事実があり，使い捨て労働として受け入れている割

合でいうと，日本は最も低い国の一つに分類されます．これは直観に反することですが，

データの面からは事実と言えます．

さらに，国際的な移民政策を評価する枠組みとして，SDGindicatorの10.7.2というも

のがあります．こちらは移民政策を6つの領域から評価しているものですが，日本はその

評価で言いますと，partiallymeetsというイタリアやドイツと同様の分類基準となりま

す．また，その評価を下げている主な理由は，移民の権利やその政策の不在といった点で

はありません．むしろ，社会経済的厚生，すなわち海外で習得したスキル及び資格の評価

の促進や，国際送金の促進といった点で，不適合あるいは評価不能という扱いを受けてい

ることが評価を大きく下げていることがわかります．
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つまり，こうした点から言いますと，日本は永住型労働移民を中心とした移民受け入れ

政策をとる国としての特徴を示していることがわかります．また，こうした評価基準から

言うと，日本は部分的に適合という状況であり，かつその不適合の理由は，我々が通常認

識しているようなものとはちょっと違う，より労働市場に特化した部分，あるいは国際送

金のような経済的な制度に焦点を当てた部分が足りないということがわかります．

最後に，本日の各講演との関係について，整理したいと思います．

本日は「国境を越える労働市場と日本」ということで，5人の有識者の方からご報告を

いただきます．本日私が趣旨説明としてお話ししたことは，日本は移民政策をとる国であ

り，かつ労働移民を中心とした受け入れをとる国であるという点でした．また，日本はア

ジアの国際労働市場の中でその地位を上昇させているという実態があります．こうした点

について，一時滞在型の労働移民プログラムの存在が重視されてきていますが，そのお手

本の一つと言われているカナダの事例についてご報告をいただきます．2点目といたしま

して，そうした中，移住者の権利ということが日本でも議論されていますが，それがどの

ような形で理論化されるのかということをお話いただきます．またこうした状況を踏まえ，

アジア全体の国際労働市場の現状，主に送り出し国側の視点から見た状況がどうかという

ことについてご報告いただきます．さらに，globalracefortalentと言われるように国

際人材獲得競争が激化する中，アジアのハイスキル人材の移動の特徴を，ビジネスの現場

の経験を踏まえてお話いただきます．そして最後に当研究所で行った調査をベースに，ア

ジアの労働者送り出し政策を全体的に俯瞰することを考えております．

以上が本セミナーの趣旨説明となります．ありがとうございました．

・司会： 是川部長ありがとうございました．
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特集Ⅰ：第26回厚生政策セミナー

【報告１】

カナダ農業と外国人労働者
―国境を越える労働市場の事例―

佐 藤 忍＊

・司会： それでは報告に移らせていただきます．最初の報告は，「カナダ農業と外国人

労働者：国境を越える労働市場の事例」と題しまして，香川大学教授佐藤忍先生よりご発

表いただきます．佐藤先生にはオンラインでご参加いただいております．

佐藤先生のご略歴をご紹介いたします．佐藤先生は経済学をご専門とされており，主要

著書である「国際労働力移動研究序説：ガストアルバイター時代の動態」（信山社）にて

第1回社会政策学会奨励賞を受賞されているほか，「グローバル化で変わる国際労働市場：

ドイツ、日本、フィリピン」（明石書店），「日本の外国人労働者受け入れ政策：人材育成

指向型」（ナカニシヤ出版）など多数の業績をお持ちです．また，東北大学大学院にて経

済学を研究され，博士経済学を取得されております．

それでは佐藤先生，画面共有をお願いいたします．

・佐藤氏： ご紹介いただきました佐藤です．「カナダ農業と外国人労働者：国境を越え

る労働市場の事例」ということで，20分の中で話をさせていただきます．前半で国境を越

える労働市場という概念について，そして後半でカナダの農業を事例としてお話いたしま

す．

図をご覧ください．国境を越える労働者（TW），そして彼らを期間限定で受け入れる

一時的な移住政策（TMP），この両者が相互に作用し合うことによって，国境を越える労

働市場（TLM）が，国境を越える労働力取引の場として形成されているのではないかと

いうのが作業仮説です．このTW，TMP，TLMを三位一体で取らえることが非常に大事

です．そしてこの理論的で実証的な解明が，私達の前に課題として残されているというこ

とです．
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この国境を越える労働市場というのは，非常に新しい概念です．問題を考察する新しい

レンズです．これまでは，同じような現象を国境に囲まれたナショナルな労働市場の枠組

みの中で，考察することが一般的でした．国境を越える労働市場というのは，実態として

は，ブラックボックスの中にあったと言って良いと思います．

私たちはこれまで労働問題への対処にあたって，国民国家の国家権力を活用してまいり

ました．工場法にはじまる労働者保護立法，公教育職業教育による品質保証，さらには賃

金生活者のニーズ，ライフスタイルに対して理解を深めてまいりました．当事者による話

し合いや対立といったプロセスも，労働者を理解する，共通理解を深める上で役に立ちま

した．その結果，網の目のルールの中で，労働が行われているわけです．労働力のタイプ

によって，種類の異なる労働市場が形成され，その複合体として，ナショナルな労働市場

が出来上がっています．私達はそれを雇用システムと呼んでいます．100年200年の経験を

積み重ねて，こうしたノウハウと，枠組みがナショナルに出来上がっています．それらの

ノウハウや枠組みによって私たちはいろんな労働問題，現実に何とか対処ができていると

いうわけです．

これに対して，一時的受け入れ政策に基づいて外国人労働者が働いておるわけですが，

彼らが働くということは，国境を越える労働力の取引が行われているということです．そ

こに発生する労働問題への対処は，今申し上げたような100年200年かけて私たちが築き上

げたナショナルな枠組みだけではなく，それに加えて新たな労働市場，国境を越えた労働

市場に独自の固有の仕組みやノウハウという経験を通して，年月をかけ，模索しなければ

ならない．私たちは今その入り口にいるのだと考えております．国境を越える労働市場と

いうレンズを用いて考察することが，この問題を的確に把握することを助けてくれると思

います．

ナショナルな枠組みで，私達は考察することに慣れているけれども，そういう思考習慣
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の中で，国境を越える労働者を，気の毒な犠牲者として捉えてしまう傾向があります．そ

れは日本に限らず世界的にも観察されているようです．メッザードラというイタリアの移

民研究者は，大変面白い研究をやっている人ですが，国境を越えた労働者こそが，実はこ

のグローバル化の時代の主人公なのだと，その彼らを中心にすえる考察が私達に今求めら

れるのだと述べています．今我々がこのセミナーでテーマにしている，国境を越える労働

市場（TLM）というレンズは，そうした考察を可能にする，そうした考察に資すると考

えることができます．

以上が，この国境を越える労働市場という概念についての，抽象的ではございますが，

私からの前口上です．

これに続いて，本題でありますカナダの国境を越える労働市場（TLM）について話を

移させていただきます．まずは，農業労働力の規模です．先ほど是川先生からも話があり

ましたけれども，カナダは何よりも永住移民の受け入れ国です．模範的な受け入れ国です．

他方で，労働者の一時的受け入れにおいても大変注目に値します．その代表が農業です．

まずその規模を確認いたします．パーマネント，すなわち，常雇いの労働者の10万のうち

の1万が外国人です．シーズナルな，すなわち季節労働者のおおよそ10万のうちの3万

5,000，すなわち3割が外国人です．この季節労働者の中の3割を占めるSAWP（Sea-

sonalAgriculturalWorkersProgram）がこれからのメインの話です．

ちなみに日本の技能実習生は，パーマネントかシーズナルかといえばパーマネントです．

常雇いの労働者が日本の技能実習生です．彼らは，日本の農業労働力の中の20万人の中の

4万人，約2割を占めているという状況です．

カナダの農業で，外国人を雇用するには四つのルートがございます．最大がSAWPで

す．他に三つございまして，通年雇用も可能となっていますが，それにもかかわらず，季

節雇用のみのSAWPが8割近くを占めているという状況です．
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SAWPで雇用を利用するためにはいくつか条件がありまして，一つは，カナダがその

関係国と結んだ政府間協定に従って，具体的にはカリブ海諸国からの労働者だけを利用す

ることができます．もう一つは，カナダの農水産省が出している農産物リストの中に含ま

れている農産物の生産にのみ，SAWPを利用することができます．そういう意味では制

約が課せられているということになります．

いま申しましたように，SAWPは政府間協定に基づいています．そして，ジャマイカ

との1967年の協定が最初ですのでもう半世紀以上の歴史がございます．

この特徴は3点ございます．1点目は，労働者の保護を徹底しているということです．

農業労働者は一般的に，労働基準法適用除外です．日本もそうですが，SAWPについて

は，雇用協定が労働基準法を代行するという形で，労働者を保護することをはっきりと打

ち出しています．2点目は，送り出し国の政府エージェントがあらゆる労働問題に関与で

きるような仕組みになっています．労使間のトラブルから住宅問題，それから解雇，途中

帰国に至るまで，あらゆる問題に関与できます．3点目は，農繁期の季節限定の雇用だと

いうことです．年末には帰国が義務付けられています．短いサイクルでのローテーション

です．言い換えると，justintimeです．必要なときに必要な量，必要なタイミングで調

達する，その仕組みとして活用されているということになります．

SAWPで生産に従事できる農産物リストがここにございます．例えばここにはトウモ

ロコシとか穀物といった代表的な農産物は含まれていません．

Justintimeの効率的な労働力の調達は，カリブ海諸国との毎年の労働者の往復に加

えて，それ以外のイレギュラーな事態にも柔軟に対応することで，可能になっています．

そのイレギュラーな対応というのは，配置換えを認め，交換を認め，再配置等々の形の柔

軟な対応も可能になっています．
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定期的にやってくる毎年の往復を新規（DirectArrival）と表現していますが，これは

リピートも可能で，40年以上も同じ雇い主の元で働いているベテランも多くいると言われ

ています．ただし，リピートのためには，能力評価で可と判断される必要がございます．

この能力評価は雇い主が行い，封筒に厳密な封をして送り出し国に返すというもので，毎

年行われています．

下図はカナダの農業で働く外国人労働者の出身を世界地図上に示したものです．

SAWPはカリブ海諸国です．それ以外のウクライナとアジア諸国は，その他の三つのルー

トに該当するところとなっております．

とりわけ興味のあるのが，2020年からの新型コロナの影響です．新型コロナは人の流れ

を寸断しました．国境を越える労働市場にとっては大きな試練でした．

カナダも農業労働者についてエッセンシャルワーカーに指定し，渡航制限を緩和しまし

たが，総人口の20倍にあたる感染者が農業労働者に認められるということで，危険な職場

でございました．事実，メキシコ人の季節労働者の死亡が発生したことを受けて，両国政

府で感染対策の徹底のほか所得保障，生活支援等の強化をもって対応をしたところです．

コロナが猛威を振るった2020年の農業労働者の推移を，1月から10月まで示したのがこ

の図です．この時期日本もそうですが，新規入国をストップせざるを得なかったというの

が一般的な状況でした．ところが，カナダはむしろこのショックに対して，若干前年度に

比べると減ってはおりますけれども，ストップすることなく柔軟に対処しえたように見え

ます．国境を越える労働市場から言えば，新型コロナの猛威の中でも強いレジリエンスを

発揮したと言えるだろうと思います．

―352―



先ほどの農産物リストの品目別に，どれぐらいの数が働いているのかを示しますと，タ

バコの比重が元々は高かったけれどもそれが減少し，代わって果物，野菜といった園芸が

増加をしていることがわかります．SAWPを利用する農場数は，タバコが減少するのに

対して，それ以外は増加しています．1農場あたりの人数は，缶詰が例外的に多いですが，

10人程度という傾向が読み取れます．それから，SAWPを受け入れている農場は全体の

中でおよそ1割程度です．ここでもやはりタバコは例外で，6割ぐらいの農場で優先的に

受け入れていたことがわかります．

そして，次の表は，雇用協定によって，借金返済や諸経費を差し引いて労働者の手取り

がどれぐらいになるかというスケジュールです．政府エージェントによる介入の成果だろ

うと思います．とりわけ最初の4週間は手取りで控除額が大きいですけれども，その後は

減っていくという計画が明確になっているというのも，SAWPの特徴です．
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最後の結びとさせていただきます．

カナダの農業にとってSAWP，そして国境を越える労働市場というのは，文字通りの

生命線でございまして，とりわけ送り出し国政府エージェントが，連結の環として，公平

性と効率性のバランスに配慮しながら，国境を越える労働市場を巧みに運営することに大

いに役に立っているということです．

私からの駆け足な話は，以上でございます．ありがとうございました．

・司会： 佐藤先生，ありがとうございました．
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【報告２】

移民出稼ぎをめぐる規範的論争
―移住者の人生計画を尊重する受け入れへ―

宮 井 健 志＊

・司会： 続きまして，報告2に移らせていただきます．「移民出稼ぎをめぐる規範的論

争」と題しまして，成蹊大学法学部客員准教授宮井健志先生にご発表いただきます．

宮井先生のご略歴をご紹介いたします．宮井先生は，イタリアにある欧州大学院（EUI），

政治社会科学研究科博士課程にて博士（政治社会科学）を取得されており，政治理論，国

際政治学，市民権・移民研究をご専門とされております．

主要業績として，DemocratisingMigrationGovernance（欧州大学院博士論文），「移

民出稼ぎの政治理論」（『移民政策研究』所収），『在外国民と代表民主主義』（『年報政治学』

所収）などがございます．それでは宮井先生，よろしくお願いいたします．

・宮井氏： ありがとうございます．成蹊大学の宮井でございます．本日はこのような報

告の機会を与えていただき，誠にありがとうございます．大変光栄に感じております．時

間に限りもございますので，早速報告の方に参りたいと思います．本日の報告は移民出稼

ぎをめぐる規範的論争ということをテーマとしております．

私の専門は政治理論と呼ばれるジャンルでございまして，政治学の中でも「べき論」，

規範的な問題を対象とする分野となります．そこで本日は移民出稼ぎをめぐる近年の規範

的な論争をテーマとして報告を行う，そういう形で進めさせていただきます．

報告の構成としましては，まず移民出稼ぎとは何かを定義し，そして移民出稼ぎの近年

の動向について簡単に説明をした後，規範的研究の動向を概観いたします．またそれを踏

まえ，新しいアプローチと政策デザインの説明を通じて政策的含意を示すという流れを想

定しております．

趣旨説明および佐藤先生のご報告でも出てきましたけれども，日本で移民出稼ぎを考え

るという切り口自体はたくさんあります．日系人であるとか技能実習生であるとか様々な

切り口があり得ますけれども，ここでは2018年の入管法改正および在留資格「特定技能」

の新設というところから，話を始めてみたいと思います．これは外国人労働者のフロント

ドアでの受け入れ範囲を広げただけでなく，永住や帰化とは切り離されたという意味での
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一時的または出稼ぎ型の受け入れを追求するものだったところに特徴がございます．

問題はこの政策の転換をどういう文脈に位置づけるかということにあります．ここでは，

一時的労働の世界的な再活性化という文脈に位置付けた上で，それがどういった含意を持っ

ているのかを規範的に検討してみたいと思います．もちろんコロナによる移動の寸断もご

ざいまして，特に出稼ぎというのはこの影響を著しくこうむっています．それでも，2010

年代まで，移民出稼ぎが著しく活性化していたことを前提に，その意味で古くて新しい移

動の様式としての移民出稼ぎの含意を検討するというのが，この報告の趣旨となります．

まず，移民出稼ぎとは「居住する国家の国籍・永住資格を持たず，特定の生活目標を達

成する手段として，一時的に労働に従事した後に帰国を計画する移住形態」として定義さ

れます．外国籍者が行うものであるということ，そして特定の生活の必要を達成するため

に自発的に行うものだということ，そして帰国を計画するものであること，この三つがポ

イントとなります．

このような移動形態に従事する者を「出稼ぎ移民」と呼称します．また，特定技能であ

るとか，あるいは技能実習制度のように，一時的な滞在を前提としてそれを政策的に枠付

ける，制度を通じて強制するといった試みを各国が行っています．これを「移民出稼ぎ政

策」と呼びます．欧米ではこうした政策を，一時的労働移民プログラムという形で呼ぶ場

合もございますが，基本的には同じことです．

出稼ぎというのは様々なレベルで発生します．日本でも馴染みが深い，例えば農村部か

らの出稼ぎといった地方出稼ぎと移民出稼ぎを比較すると，地方出稼ぎの場合は国内での

移動ですから，就労元と就労先の場所が違ったとしても，そこにおける国籍であるとか，

あるいは国籍に付随する権利というのは変わらないということになります．しかしながら，

移民出稼ぎの場合は国家間の移動ですから，受け入れられた国家においては外国籍者とし

て様々な権利が制約されることになります．また，送り出す国との関係でも様々な権利が，

国外にいるわけですから行使しづらくなります．ということで，出稼ぎ移民は，受け入れ

国と送り出し国のどちらとの関係でも，ある意味で「二級の市民」という立場に陥りやす

いと言えます．移民出稼ぎの場合には，比較的移住者が脆弱な立場に陥りやすいわけです．

移民出稼ぎのこれまでの動向，これについてもすでに是川先生の方からご説明がござい

ましたけれども，特に移民出稼ぎ政策というのは戦後の西欧諸国において，人手不足を解

消するための政策として大規模に行われたという経緯がございます．しかしながら，これ

も説明がございました通り，オイルショック後の不景気を受けまして，一律受け入れを停

止するということがヨーロッパ諸国などで見られました．実際，スティーブン・キャッス

ルズという研究者は1986年に移民出稼ぎというものは終わったとして，その「死亡告知」

というのも出したほどです．しかし，その後，やはり2000年代に入ってから，移民出稼ぎ

の「再興」，こういう文脈が出てきました．世界的にもこの移民出稼ぎというのが，ヨー

ロッパや北米だけでなく，東アジアや湾岸アラブ諸国などでも積極的に活用されていくこ

とになった．

直近に目を移しますと，例えば先進諸国の受け入れ枠，こちらも先ほどファクトと共に
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説明されましたが，だいたい90％ぐらいが実際には一時的滞在を前提としたものとなって

います．短期ビザの発行数も伸び続けておりまして，コロナ以前ではOECD諸国の短期

ビザ発行数と長期ビザ発行数はおよそ肉薄するようなところまで至っています．ある調査

によりますと，一時的移住の希望者の比率は，実際には永住の希望者よりも多いといった

結果も出ています．これらからは，各国家が移民出稼ぎを奨励しているというだけでなく，

移住者側としてもグローバル化の中で主体的に出稼ぎを選び取るという傾向が見てとれま

す．

そういった中で永住をベースとした移動ではなく，一時的な滞在を前提とした出稼ぎ型

の方が，便益が大きいのではないか，という主張も見られるようになってきました．これ

がトリプル・ウィンという考え方です．これによりますと，受け入れ国は出稼ぎによって

労働力を柔軟に補填することができる．移住者は，出稼ぎを通じて貯蓄を得て，生活機会

を向上することができる．送り出し国は，出稼ぎ移民からの送金や，その帰国による頭脳

還流を通じて開発発展に生かすことができる．つまり，いいとこ取りの政策なのではない

か，といった主張も見られるようになりました．

ただし，こういったトリプル・ウィンというのは，よく練られた政策において確認され

うるものであって，実際の短期移住，一時的な移住のプログラムがこうした便益をしっか

りと発揮しているかというと，かなり疑わしいところがあります．これは一時的な移住プ

ログラムに関しては，国家間の協調がかなり停滞しているというところもあり，特に移住

者が脆弱な立場に陥りやすいといった問題は多々指摘されるところでございます．

ただこういった文脈の中で，特に一時的滞在と永住の境界線の間への注目が高まってい

ます．どういった方々を永住者として受け入れるのか，あるいは一時的滞住者としておく

ことを強制するのか，つまりは一時的滞在・永住の境界線をどういうふうにガバナンスす

るのかが，規範的な問題として主張されるようになっています．まさしく政治議論という

のはこういった問題に対して一つの方針を示そうとする学問ですから，ここからは，この

方向からお話をさせていただければと思います．

移民出稼ぎをめぐる政治理論の研究においては，核となる一つの問いがございます．そ

れは，自由民主主義国家は，永住・帰化機会と十全な権利を与えることなく，一時的にの

み外国人労働者を受け入れることは正当なのか．正当であるとすれば，どんな条件のもと

であるか．そういう問いでございます．要は出稼ぎの方の受け入れは，正当化しうるのか，

ということが問われているわけです．

ここに書いております通り，批判的な見方が主流ですが，もちろん擁護論というのもご

ざいます．ポイントとなりますのは，リベラルな論者の中には，基本的には共通する理想・

理念というのがあるという点です．何が実現できるかという実現可能性を抜きにすれば，

最も理想的な体制とは，人々が自由に動くことができて，またはどこに行ったとしても平

等な権利を受け取ることができることです．こういう開放的な国境と平等な市民権，これ

が同時に両立するような体制が，最も理想的な体制であると考えられています．

移民出稼ぎという問題の難しさ，あるいは面白さは，まさしくこの理想が実現困難なと
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ころにあります．ある政治学者は権利と数のトレードオフという表現をしましたけれども，

要はたくさんの移民を受け入れると，その受け入れた人々に対して，みんなに平等な権利

を与えるというのは，ますます難しくなってしまう．もし平等な権利を認めようとするの

ならば，受け入れる数は絞らなければならない．そういう現実があるというふうに主張さ

れるわけです．だったらどちらが望ましいのかと．市民権を約束せずに，一時的に多数を

受け入れるのか，それとも定住型で市民権を前提として数を絞るのか．どちらがいいのか

ということが論じられることになります．

まずは批判論の方から見ていきたいと思います．こちらが通説的な立場です．すなわち，

少数を定住型で受け入れる方が望ましいと考える立場です．この立場では，出稼ぎ型の受

け入れは許容されないと考えられます．なぜか．先ほどの構図で言えば，平等な市民権，

自由で平等な市民という地位の平等が義務論的な前提，すなわち従うべき規範として定義

されているからです．ある政治哲学者は，移民出稼ぎ政策は市民による専制に他ならない

と手厳しく批判したことがございました．要は，いかなる移住者も将来的な市民として取

り扱うべきであり，二級の市民として永遠に外国人扱いするといったことは，自由民主主

義国家では認められてはならないと，そういう主張があるわけです．すなわち，滞在時間

に応じて，移住者を市民として徐々に包摂していくことが必要だと，長く住めば住むほど，

権利や市民資格への要求は強くなるから，基本的に全ての外国人労働者を，定住や帰化を

前提として受け入れるべきだと考えられる．そのため，現状の出稼ぎ移民政策は正当化で

きない，というふうに論じられるわけです．これが批判論の主張の骨子となります．

もちろん永住や帰化を求める移住者に対してその選択肢を開いておくというのは非常に

大切なことですし，また，外国人を市民として認めないということが，自由民主主義に反

するということも全く同意できます．ただ，この批判論の内容に関しては，補足すべき論

点が数点ございます．

まず一つは，先ほどの移住希望の人の比率を見てもわかる通り，移住者がみな永住や帰
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化を求めているとも限らないという点です．帰国志向が強い移住者に対しては，永住や帰

化を重視するよりも，むしろ別の保護やサポート体制というのがあり得るのではないか．

帰化や定住を強調するのは，逆に帰国志向の強い移住者の主体性，そういったものも尊重

しているとは言えないのではないか，というのが一つ目の問題です．

次に，滞在期間が長くなればなるほど，権利の要求が強くなるという考え方は，裏を返

せば，滞在期間が短ければ短いほど権利は制約されうるという規範と裏表の関係を持って

います．特に批判論においては，短期の滞在しか求めていない，あるいは短期しか滞在し

てない人々の権利の基盤というものが不明確になっており，その時期に送り出し国がどう

いう役割を果たすのかといったことも，あまり明確に論じられることがございません．

最後に，このことは，批判論がもっぱら国内での地位の平等を重視する一方，人が移動・

移住を求める要因でもある国家間の不平等という問題について，十分な方針を示せていな

い，という批判にも繋がっていきます．批判論は，国内での地位の平等を基本的には目的

として考え，移住者をいずれ包摂される対象として理解することによって，彼・彼女らが

主体として何を求めているのか，出稼ぎという選択を尊重しつつ脆弱性を縮減する，そう

いう視角を備えていないのではないか，というふうに思われるわけです．

そこで批判論の後に擁護論を見ていきたいと思います．ここで擁護論とは言いましても，

手放しに出稼ぎを擁護しているというわけではございません．この議論では，出稼ぎ移民

政策は，政策担当者の手を汚すような次善策にすぎないと論じられることが多い．ただ次

善策であっても善策ではあるというのがポイントで，推進すべきだと，そう論じられるわ

けです．基本的に擁護論もリベラルな立場ですから，理想とするのは，開放的な国境と平

等な市民権，この二つの要請を両立することです．ただし，擁護論は，それが理想であっ

たとしても，実現不可能であるということを重く捉えます．もし多数を定住型で受け入れ

るということが国民の支持を得られず，また社会的なコストも高く実現が不可能だとする

と，実行可能なのは，少数を定住型で受け入れるか，あるいは多数を出稼ぎ型で受け入れ

るか，この二択になります．

この二択で比較をすると，少数・定住型は現状維持に近く，国家間の不平等といった問

題を放置することに繋がります．もし我々がグローバルな不平等を是正し，移住者の生活

機会の向上を目指そうとするならば，実行可能で良い帰結をもたらす政策をとるべきです．

そうであるならば，実行可能な範囲で権利を最大限見つめつつ，移民出稼ぎを拡張すべき

だとして，擁護論の主張に繋がっていくわけです．

擁護論にもやはり補足すべき問題点があります．一つは，この議論では実行可能かとい

うことが非常に重要になっていますが，この実行可能性は誰が一体判断するのか，という

問題です．擁護論が前提とするトレードオフという考え方は，実際にはいろいろな再検証

が進められています．ある研究に基づきますと，このトレードオフがとりわけ当てはまる

のは，湾岸アラブ諸国や東アジアの権威主義国家であり，むしろヨーロッパなどの自由民

主主義国家の前提とすべき認識としては弱いといった検証結果も出ています．もしそうだ

とすると，トレードオフに基づいて実行可能性を判断するということは，実際の範囲より
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も広く実行不可能な範囲を設定しているということにもなりかねません．

もう一つは，どのぐらい権利を認めるのか，という話になったときに，基本的に国民感

情，国民意識やコスト計算をその基軸に据えるという点です．つまり，移住者がどんな権

利が必要なのかということを考えるのではなく，この権利はどれぐらいのコストがかかる

か，国民の支持が得られるか，という観点から権利の幅を設定しようと考える傾向がある．

しかし，そうなりますと，移住者の権利の核というものがますます危うくなってしまいま

す．つまり，擁護論では，権利をある意味で道具として扱うことによって，移住者は政策

の受動的な対象にとどまり，自律的な行為主体としては扱われなくなってしまう，という

点が問題として挙げられます．

ここまで見てきた通り，批判論と擁護論には，実はある共通する問題点がございます．

それは出稼ぎ移民を政策の対象として捉え，人生計画を持つ主体として尊重できていない

という点です．ある研究者は，政治理論はどういうプログラムを作るか，ということに焦

点を合わせる一方，移住者がどんな計画，どんなプロジェクトに従って生きているか，と

いうことを尊重できていないと批判していますが，ここがポイントとなります．すなわち，

それぞれの人生計画，プロジェクトに基づいて，移住者がどんな選択をしているのか，こ

れを尊重する，という視点が欠けているのではないかと思うわけです．

ここで申し上げたいのは2点ございます．まず一点目は，出稼ぎという選択は，必ずし

も定住や永住より劣った次善の選択ではないということです．それは，人生計画と結びつ

いた主体的な選択であり，その選択を尊重すべきです．出稼ぎが劣っているという考えか

ら脱却すること，どうやって帰国させるか，あるいはどうやって定住させるかを問うので

はなく，移住者の選択を尊重するということから出発する必要があるということです．

2点目は，そのためにも受け入れ国や送り出し国は，移住者がその選択を追求できるよ

うに制度体系を編成すべきであるということです．要は，定住型とは異なり，一時的な滞

在というのは，前提となる保護と支援のあり方を両国家の間で作り出すということが大変
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必要となっています．このことは，佐藤先生の先ほどの報告でも出ておりましたが，まさ

しく受け入れ国と送り出し国の間の協力というのが，一時滞在であればこそ重要となると

いう点に繋がります．

これを人生計画を中心に据える新しいアプローチとして捉えると，まずは移民出稼ぎを

出国―在留―定住あるいは帰国からなる一連のプロセスとして理解することが重要となっ

てきます．ここで，各段階において，受け入れ国と送り出し国にはそれぞれ固有の役割が

あると考えます．それにより，受け入れ国が何をすべきか，ということを中心に論じてき

たこれまでの定住包摂モデルを修正し，受け入れ国と送り出し国が協力して移住者の自由

を保障する，そういう仕組みを創出することを目指します．つまり，ナショナルに一国家

で閉じられた保護と支援を超えて，トランスナショナルな保護と支援を模索するといった

ことが必要となってきます．

この仕組みを考える上では，ひとまず政策のレベルを三つに分ける，ということが有効

だと考えております．つまり移住者の権利を，法制度を通じて保護する「法的保護」，移

住者の社会的ニーズを満たすよう援助する「社会的支援」，そして移住者の意見を政治過

程に反映する「政治的代表」です．こちらが，それぞれのレベルについて，受け入れ国，

送り出し国，国家間でなしうる政策を便宜的に列挙したものがこの表となるわけですけれ

ども，当然，これは簡単なスケッチにすぎません．しかしながら，ポイントとなるのは，

受け入れ国と送り出し国との間でどんな取り組みが移住者の人生計画に沿った保護と支援

となりうるのかです．特に重要となるのが政治的代表，すなわち保護と支援の枠組みを，

代表過程を通じて不断にチェックしていく，ということが必要です．こうやって移住者の

意見を汲み取りながら，公共的に両国家の間で制度を組み上げていく．もちろんそれぞれ

の項目がどんな内実を伴うのか，単純な解というのはございませんが，これが少なくとも

良い政策に向けた第一歩になりうるのではないか，というふうに考えております．
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まとめとなりますけれども，まず一つは，長期的な包摂策を準備するというのはもちろ

ん大切なことではございますけれども，やはり移住者が人生計画に従った選択を行えるよ

うに，帰国を含めた支援体制をまず拡充する必要があるということです．また，しばしば

出稼ぎといったテーマにおいては，出稼ぎ移民の意図せざる定着をどのように阻止するか，

といったことが捉えられがちですけれども，出発点とすべきは，やはり移住者の人生計画

にのった保護と支援のあり方とは何かという問いであろうかと思われます．そして，そう

した保護と支援のあり方を考える上では，まさしく国際機関や送り出し国との協力と並行

して移住者の意向や目的をくみ取り，政策決定過程に反映していくこと，すなわち政治的

な代表が大切であるというふうに私は考えております．

駆け足となりましたが，私からの報告は以上となります．ご清聴ありがとうございまし

た．

・司会： 宮井先生，ありがとうございました．
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【報告３】

アジア諸国における新型コロナウイルス感染症蔓延化の
労働移動の課題と政策的対応

ニリム・バルア＊

・司会： 続きまして報告3に移らせていただきます．「アジア諸国における新型コロナ

ウイルス感染症蔓延化の労働移動の課題と政策的対応」と題して，ILOアジア太平洋地

域事務所シニアエコノミスト，ニリム・バルア様よりご発表いただきます．

ニリム様のご略歴をご紹介いたします．ニリム様は，1986年カナダ，カールトン大国際

関係学修士を修了された後，2002年から2007年，ジュネーブの国際移住機関において，労

働移動部門に勤務．その後，東南アジア東欧，中欧で実施されたILOの労働移動技術協

力プロジェクトにおけるILOの技術アドバイザー責任者を務められ，2011年より現職に

就いておられます．また，国際労働移動，雇用，送金に関する多数の著書をお持ちです．

なお，ニリム様には，オンラインでご参加いただきます．それではニリム様，よろしくお

願いいたします．

・ニリム氏： ご紹介いただきありがとうございました．主催者の方々に御礼申し上げま

す．本日お招きいただき，このようにお話をする機会をいただき光栄です．

ご存知のように，新型コロナは国境を越えるあらゆる動きに影響を及ぼしており，移動

労働者への動きにも影響を及ぼしています．したがって，アジア諸国における労働移動の

課題と政策的対応を，コロナ感染症蔓延下で見ることは重要です．

これから出版を予定しておりますADBI-OECDの，そしてILOのアジアにおける労働

移動についての報告書の章立てに則ったプレゼンテーションとなっています．枚数が多い

ため，早く進めていきたいと思います．

まずイントロダクション：仕事の減少についてです．アジア太平洋地域での仕事の減少，

医療へのアクセス，リスクの高い労働環境と労働安全衛生の欠如，その対応，それから住

宅に関連する問題は，あまりこれまで取り上げられていませんでしたが，新型コロナ蔓延

下で取り上げられるようになった問題です．それから，失業給付，そしてその他の所得補

助などパンデミックで重要になった対策についてです．さらに，労働力移動が再開するの

か，あるいはいつ再開するのか，という問題を取り上げたいと思います．
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仕事の減少についてですが，ILOによりますと，アジア太平洋地域では，2020年には

パンデミック以前に比べ，労働時間が7.9％失われたとしています．そしてこれは何百万

ものフルタイム雇用が失われたことに相当します．中でも女性の雇用が失われています．

女性の雇用は2020年に3.8％減少し，対して男性は2.9％の減少でした．2020年に少し回復

が見られ始めましたけれども，2021年に労働時間の回復がまた失速して，2019年との対比

でまだ3.2％のギャップが残っています．

移住労働者における仕事の減少は，全ての国で包括的に測定されているわけではありま

せんが，一部データがあります．韓国では外国人失業率が2.1％上昇し，日本では2020年

末に技能実習生制度が中断され，5万1,000人の外国人労働者が影響を受けています．ILO

の調査の速報ベースによるとASEANでは，石油，ガス，海運業，建設業が最も打撃を

受けており，契約の中途終了で打撃を受けた移動労働者が多くなっています．

医療へのアクセスについては，先ほどのカナダのお話に，季節労働者の感染率が高いと

いう内容がありました．アジアでも同じようなことが見られています．全般的にアジア地

域は，2021年のパンデミックの世界的な震源地になりました．あらゆるグループが影響を

受けており，特に一部の国では移動労働者が大きな影響を受けています．韓国では2021年

のデータによりますと，外国人の感染率は自国民の全体の感染率と同じでしたけれども，

それ以外の国々では，移住労働者の感染率は高くなっています．いろいろな要因がありま

す．過密な密集状態にある住宅，それから距離をとること，フィジカル・ディスタンスを

取ることが難しい仕事に就いていることなどによってです．シンガポールでは，2021年2

月中旬まで，新型コロナ感染者のうち90％以上が寮に住む外国人労働者でした．タイでは

2021年半ば，カンボジア，ラオス，ミャンマーからの移住者の新型コロナ感染率は自国の

タイ人に比べて3倍以上でした．11月には2倍ぐらいまで下がりましたが，2倍高かった

ということです．同じようにサウジアラビアやクウェートでも，移住労働者の感染率の方

が，かなり高くなっています．

全体的には，移住労働者は自国民と同様に検査や治療にアクセスできましたが，多くの

障害がありました．例えば，移住労働者の言語への翻訳の不足または遅れ，あるいは，ピー

ク時の病院のキャパシティの不足，非正規滞在の場合には，抑留や国外退去の懸念がある，

といったことです．しかし是正措置も講じられており，シンガポールでは全ての外国人労

働者が無料で検査治療を受ける権利が付与されており，医療提供者は主な外国人労働者の

言語でコミュニケーションが可能である，ということが義務づけられています．サウジア

ラビアとカタール在住の外国人は，滞在資格に関わらず治療を受けることができました．

マレーシアでは，当初は非正規滞在を含む外国人労働者に無料の検査治療が提供されてい

ましたが，政策転換があり，非正規外国人労働者は排除されています．タイでは外国人労

働者に対する医療は，感染ピーク時の病院のキャパシティ不足があったために困難でした．

アジア全域では，政府は医療部門の支出を拡大させており，送り出し国を含めて医療部門

の支出が拡大しており，医療へのアクセスは改善しています．送り出し国においても，検

査，それから治療を，帰国した移住労働者に対して無料で提供しています．
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ワクチンへのアクセスもパンデミックを克服する上で重要です．2021年初頭，WHOが

世界的に104カ国のワクチン接種計画を調査しました．これはCOVAXに提出されたワク

チン接種計画です．ほとんどの国では，外国人を明確に対象としているものではありませ

んでした．非正規滞在の外国人を対象とするものも一部にはありましたが，パンデミック

を克服するためには，その国にいる全ての人が平等に検査，治療，そしてワクチンへのア

クセスができなければならないと考えています．

成功例もあり，シンガポールでは2021年11月中旬までに寮に住む外国人労働者の98％が

ワクチン接種を完了しました．韓国は，政府は全ての外国人にワクチンを提供し，またワ

クチンを希望するなら，国外退去を非正規滞在であっても強制しないという通達を出しま

した．マレーシアでは，一部イニシアチブが取られ，非正規滞在の外国人労働者に対する

アウトリーチによるワクチン接種の奨励もありましたが，捜索や逮捕を警察が行っており，

ワクチン接種をためらう外国人労働者が多くなっています．タイでは特に女性がそうです

が，家庭内労働者がワクチン接種で障害に直面しています．社会保障で登録をする，ある

いは雇用主が登録をしなければワクチン接種を受けることができませんが，家庭内労働者

はそういった登録がされていないことが多く，ワクチンにおいて大きなギャップが生じて

います．

次に，労働安全衛生は，大変重要な問題ですが欠如が見られています．これはパンデミッ

ク前から移住労働者にとって欠如が見られていましたが，それがより強くパンデミックの

際に現れました．移住労働者には，エッセンシャル・セクターやフロントライン・セクター

で働く人々が数多くあります．農業やケア，清掃業を含むセクターです．したがって，条

件によっては，ソーシャル・ディスタンスを取ることができない場合でも仕事を続けなけ

ればなりませんでした．

雇用主がそのような環境を整えない場合にも，仕事を続けなければなりませんでした．

ロックダウン下においても，です．メンタルヘルスが悪化する，またジェンダーに基づく

暴力のリスクが増加する，PPE（個人防護具）が十分に雇用主によって提供されていな

いといった問題が見られました．これは，移住労働者の調査をASEAN諸国で行ってわ

かったことです．
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職場における新型コロナの感染予防のための政策において，雇用主がどれだけ義務，負

担を負っているのか，また，そのような条件が労働者にとってはどれだけ制約になってい

るのかについてまとめました．タイではバブル＆シール方式が採用されました．移住労働

者に依存している多くのセクター，例えば建設業，魚介類処理工場，製造業などにおいて

です．バブル＆シール方式というのは，労働者は職場，宿泊施設，交通機関などバブル内

にとどまるというものです．主要産業はそのために稼働を続けることができ，輸出型産業

の稼働も続けることができましたが，労働者もまたコロナ禍で所得を得ることを継続する

ことができました．

しかし，バブル＆シールが十分に実行されていないことがあり，労働者に影響を及ぼし

ているところが見られました．労働者の報告によると，適切に食料や水，医療にアクセス

ができないことがありました．また，長きにわたって閉じ込められた状態で宿泊施設など

に留まらなければなければならないことが，メンタルヘルスに影響します．例えば，シン

ガポールの移住労働者の寮や，タイの建設業における移住労働者のための宿泊施設では，

宿泊施設が建設現場に近いところに設けられており，労働者がその場所だけに閉じ込めら

れてしまっていて，メンタルヘルスに影響があるということが報告されています．

また基準に満たない住宅や密集した住宅の問題も，コロナ禍で明らかになりました．多

くの移住労働者が不適切で不十分な生活環境の宿舎で暮らしており，ソーシャル・ディス

タンスを取ることもできません．シンガポールでは，こういった密な生活環境が寮での感

染拡大の原因となりましたし，マレーシアでは保健省事務次官が，密集した住宅環境がコ

ロナの蔓延を招き，移住労働者の間でクラスターが発生した原因になった可能性を認めて

います．また，タイでは，2016年のILOの調査結果で，建設業労働者は標準以下の生活

環境に置かれているということが確認されました．

家庭内労働者は多くが女性ですが，一部の国では法律で雇用主の住宅に住むことが義務

づけられています．ただし，雇用主の住宅条件にもよるところがあり，シンガポールなど

では住宅条件として最低基準が法律で定められています．

住宅問題では，マレーシアが規制を改定し，労働者の住宅の基準を改善しています．ま

た検査を拡大しています．22,189件の検査を2021年の2月から7月にかけて行いましたが，

その結果，雇用主の63.5％が改定された基準に従っていなかったことがわかりました．シ

ンガポールも新築の寮については，基準を2021年に改定しています．こういった改善が見

られていますが，国レベルの基準は，アジア諸国，ILOの調査対象となった国々ではま

だ低い水準にとどまっています．

こちらが労働者1人あたりの，最低床面積，パーソナルスペースについての基準で，マ

レーシアでは寮の場合，1人当たり3㎡で，寮以外の場合は少しだけ広くなっています．

シンガポールでは，パンデミック前の基準で寮が1人当たり3.5㎡以上となっていました．

タイでは1人当たり3㎡，韓国では，私はこれを見て驚きましたけれども，1人当たり

2.5㎡で，大変狭い面積です．SphereAssociationが，人間が人道的に暮らす際の最低限

の条件を示しています．ここでは人道的な施設，例えば難民キャンプなどにおける1人当
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たりの居住スペースが3.5㎡以上とされています．

こういった基準に比べて，ニュージーランドの場合は，面積は1人当たり6㎡と，より

広くなっています．カナダの場合，労働者の宿所，季節労働者の宿所としてどのくらいの

面積になっているのか興味が持たれるところです．オーストラリア，ニュージーランドの

季節労働者の調査を最近私達は行っています．カナダ，ニュージーランド，オーストラリ

アなどの国々はより良い条件を提供しており，少なくとも賃金はより良く，最低賃金水準

は他の国より高くなっています．

しかし生活条件も見なければなりませんし，移住コストや採用コストも見なければなり

ません．航空運賃を労働者が負担しているのか雇用主が負担をしているのか，なども考え

なければなりません．大きな違いに繋がるからです．ILOのガイドラインでは，雇用主

が負担すべきとなっています．

社会的保護施策へのアクセス，それから所得保障もパンデミック下で極めて重要なもの

でした．残念ながら，多くの国々では，移住労働者は社会的な保護，社会保障に平等にア

クセスできたわけではありません．一時的な移住労働者は，多くの国々で不利な状況に置

かれていました．というのも，契約の期間が一定期間であり，一時的に入国をしているた

め，毎年入国をしているにもかかわらず，社会的な保障，給付を受けることができないの

です．例えば年金の対象にならない，あるいは失業保険や家族手当の対象になっていない

という問題があります．

多くの国々は，自国民に対するのと同じ形で移住労働者に所得保護や社会保護を提供し

ているわけではありません．こちらでは失業保険について取り上げており，日本について

はよくわかりませんが，東南アジアのほとんどの国では提供されていません．韓国とタイ

は例外で，フォーマル・セクターで雇用される外国人労働者には，失業給付が提供されて

います．これは良いことです．しかしそうは言っても，韓国やタイ，日本でも，パンデミッ

ク下で自国民に対してはコロナ関連の給付が提供されていましたが，外国人労働者には提
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供されていませんでした．外国人労働者は期間限定の労働者であっても，そうではなかっ

たとしても，労働を通じて税収に貢献をしているわけで，パンデミック下では所得保護を，

自国民と同じように受けるべきです．

日本の場合には2020年4月に，全国民に一律の現金の給付金が支給されました．当初，

移住労働者は含まれていませんでしたが，批判を受けて日本に3ヶ月以上暮らしている人

が国籍，在留資格に関わらず対象となりました．シンガポールでは政府が雇用主に対して，

隔離措置を受けた労働者に対する補助金や，外国人雇用税を免除する措置を取り，労働者

には隔離期間中も賃金が支払われました．

労働力移動がいつ再開するのか，現時点はどういう段階にあるのかですが，2021年の下

期には，2020年に比べると労働力の移動が増えています．そして2022年にはさらに移動が

拡大することが見込まれています．感染拡大予防措置は維持されると予想されますが，

2019年パンデミック前の水準まで戻ることはないと見られています．2022年には，コロナ

前の水準までは戻らないという予想です．移住労働者の移動が以前の水準まで回復するの

かどうかは，感染拡大の失速の見通しが立っておらず，まだ不透明です．しかし主要産業

部門は移住労働者への依存が強い状態が続いています．

流入数を見ると，韓国の場合には雇用許可制によりますと，2019年に比べると2021年は

はるかに少ない数の入国に留まっています．日本については入国者数，これは外国人の全

ての入国者ですので，労働者だけではありませんが，2019年と2021年を比べると非常に大

きな違いがあります．湾岸協力会議諸国の政策では，外国人労働者へのワクチン接種を義

務化しており，その結果，長期の隔離が免除されます．タイでは近隣諸国との協力覚書に

基づいた労働者の受け入れを再開しています．また，すでに国内にいる非正規外国人労働

者に対する規制が決定されています．マレーシアでは，低スキルのカテゴリーの職業での

受け入れが停止されており，労働許可証の発行が大幅に減少しましたが，2022年には外国

人労働者の需要が拡大すると人的資源省は予想しています．
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そして労働力移動の再開については，グッドプラクティスと教訓もあります．移住労働

者とその他の入国者との取り扱いに，健康管理の規定について差異を設けるべきではあり

ません．差異が認められた国もありましたが，差異を設けるべきではない，というのが私

達の提言です．また移住に伴う追加的なコスト，検査，隔離，健康保険は移住労働者自身

に課せられるべきではありません．しかし実際には，日本やマレーシア，タイでは労働者

が負担していますので，実効性のある措置を取る必要があります．労働者が負担をしなく

て済むように，です．また，パンデミックがいつ終息するのか，どのように進展していく

のかにもよりますが，ワクチンの接種を完了した移住労働者については，1日以上の隔離

を強制するべきではありません．隔離措置は，この期間のコストを雇用主が支払ったとし

ても，移住のコストを大幅に増加させるからです．隔離の免除，あるいは自主隔離措置に

ついて，ワクチン接種を完了した労働者に対して行うということを，湾岸協力会議諸国な

どで行っております．これはグッドプラクティスといえます．

まとめです．移住労働者が経済や介護の分野で重要な役割を担っている一方で，コロナ

禍において，より脆弱で弱い立場のグループになっています．いくつかの国において感染

検査や医療措置へのアクセスが移住労働者にも提供されましたが，感染拡大下において，

こうしたアクセスを実現する上で大きな障害がありました．移住労働者のワクチン接種に

ついては成功例もありましたが，非正規外国人労働者の接種については課題が残っており，

特に家事労働者へのワクチン接種には障害がみられています．労働衛生安全運営について

は，より重要になっていますが，たとえばマレーシアで大変目立った問題が出ており，医

療用グローブの輸入に対して，アメリカが制裁を行う，といったようなことも見られてい

ます．バブル＆シール対策によって生産の継続は維持されていますが，その対策が十分な

ものでない場合に，労働者への影響が出ています．移住労働者の居住環境に関する最低基

準には改善が見られていますが，依然として低い水準になっています．労働者の移動，あ

るいは流入は，感染拡大前と比較して大幅に低い水準ですが，若干回復が見られます．

ご清聴ありがとうございました．
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【報告４】

アジアにおけるハイスキル人材の移動と日本
―新卒市場を中心とした展望―

柴 崎 洋 平＊

・司会： 続きまして，報告4に移らせていただきます．「アジアにおけるハイスキル人

材の移動と日本―新卒市場を中心とした展望―」と題しまして，フォースバレー・コンシェ

ルジュ代表取締役社長柴崎洋平様よりご発表いただきます．

柴崎様のご略歴をご紹介いたします．柴崎様は上智大学を卒業後，ソニー株式会社に入

社．その後，2007年，フォースバレー・コンシェルジュ株式会社を設立され，世界中での

グローバル採用支援事業を展開されています．また，母校である上智大学で非常勤講師を

務めるほか，2013年には世界経済フォーラムダボス会議，ヤンググローバルリーダーズ

2013に選出．2018年にスイスで開催されたダボス会議では，移民問題に関するパネル・ディ

スカッションに登壇されています．2017年および2019年には，厚生労働省の外国人材雇用

対策に関する研究会委員に，2019年には一般社団法人外国人雇用協議会理事に就任される

など，多方面にて活躍されておいでです．それでは柴崎様，よろしくお願いいたします．

・柴崎氏： ありがとうございます．フォースバレー・コンシェルジュの柴崎です．本日

はこのような場にお招きいただきましてありがとうございます．「アジアにおけるハイス

キル人材の移動と日本：新卒市場を中心とした展望」というかたちでお話させていただき

ます．

簡単におさらいすると，2017年のデータではございますが，世界に移民と呼ばれる人が

2億6,000万人，その60％，1億6,000万人の方が外国人労働者です．受け入れ国は基本的

には欧米，中東など，1人当たりGDPの高い先進国であったり，富裕層の多い国という

ことになると思います．つまり人の流れというのは，基本的には経済水準の低い国から高

い国，1人当たりGDPの低い国から高い国に向かいます．

外国人労働者受け入れ数が多い国をみると，先進国が主な受け入れ国になっていて，こ

うした国・地域に途上国や新興国と呼ばれる地域から人材が受け入れられるという基本構

造があると思われます．

各国の総労働者数に対する外国人労働者の割合をみると，日本では，全労働者の中で外
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国籍の方々が占める割合が2.5％，6,600万人のうちの約170万人となっています．2021年・

2022年では，さらにその割合が上昇しますが，全体における比率はまだまだ低い．欧米だ

とだいたい10％から20％前後，中東だと30％から90％，シンガポールはだいたい30～40％

です．それに比べると，圧倒的に少ないです．ただし，実は日本では，この割合が1％か

ら今ではほぼ3％に近づいていて，世界で最も伸びている，最も増えている国です．

どの国からどの国に行っている人が多いのかということについて，上から順にランキン

グすると，10位までメキシコからアメリカとか，インドからUAEとか，中国からアメリ

カとかで，1人当たりGDPでみると5,000ドル以下の国からだいたい4万ドル越えの国に

向かっている．1人当たりGDPと所得というのは基本的には比例しますから，その低い

国から高い国というのが世界の労働者の流れ，移民の流れというふうに我々は捉えていて，

だいたい4,000ドル以下が日本にとっての狙い目だと考えています．

日本はこの2010年から19年で比べると，外国人労働者の数は56万人から166万人，ちょ

うど3倍に増加しました．累積されたトータルの人数は圧倒的に日本より多い国が多いで

すが，一番伸びているのは日本だということがはっきりわかると思います．今日は，高度

人材に特化したお話をしますので，いわゆる技能実習生，特定技能の方々，高等人材では

ない非高度人材の領域の方々のお話はあまりしませんが，この中でも特に高度人材の人数

の伸びに関しては，世界ダントツになります．

2018年にダボス会議に登壇させていただいたとき，この話をしました．移民や難民に関

するパネル・ディスカッションだったのですが，そこでは難民の受け入れをする国々が，
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経済的負担が大変だ，それを誰が本来負担すべきか，というような議論が非常に多かった

のですが，私がそこで話した内容というのは，ヨーロッパ中の人がいる中で，いま世界で

最も外国人労働者を増やしている国どこだと思いますか，と．

みんな，USA，UK，GERMANY．いやジャパンだと，でポンとデータを見せたので

すね．その時，この5年で62万人から130何万，倍増以上だと，そんな国ほかにあります

か，と．みんなびっくりして，日本は外国人労働者や難民をほとんど受け入れてないので

はないのかと．確かに難民の認定率は非常に低いですよね．ただ，この外国人労働者で特

にホワイトカラーというか高度人材の方の受け入れに関しては，今はもうトップクラス．

絶対数でも伸び率でも，世界でトップクラスです．これは，ほとんど日本でも知られてい

ないことです．

国籍別でみると，2013年は半分が中国でしたが，その割合は2020年には20％余りにまで

低下しています．その分増えている国はどこか―ベトナム，フィリピン，ネパールなどで

す．先ほどお伝えしたとおり，私たちの基本的な設定では，1人当たりGDPが3,000ドル

台以下，最高でも4,000ドル程度というのが，日本を目指している国，くれる国というこ

とになります．中国は，10年前は1人当たりGDPが約3,000ドル台でしたが，今では1万

ドルを超えました．年10％の成長率が続くと7年で所得が倍増しますが，ベトナムも10年

後は実は現在の中国と同じような状況になるということが考えられます．したがって，10

年後のこの国籍比率が今と同じかというと，全く異なります．それでは次にどこが増える

のか．シンプルですね．今1人当たりGDPが1,000ドルのネパールや2,000ドルのインド，

さらに下のエリアからどんどん増えるということになります．
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ここまでの先生方の様々な発表では，経済成長をした方が日本には外国人が呼び込める

というお話もありましたが，我々が取り組んでいる高度人材の日本への採用という点にお

いて，実際に現場でどういうことを体感しているかということをこの場でデータとともに

お見せしたいと思います．

最初にアメリカの高度人材のビザH1B，この青のところをご覧ください．オバマ大統

領の時代に大分この青色の部分が下がり，年間10万件を大きく切り始めた．2019年に13万

件までポンと増えましたが，この2018年ぐらいのときに，私は日本が3年以内にアメリカ

を抜きますっていう宣言をしていました．ちょっと19年で離されて，コロナでちょっと今

お互いよくわからなくなってきた．コロナ前の日本で，新規の高度人材のビザ獲得人数は，

海外から新規で入国する人44,000で，国内で留学生が高度人材ビザを獲得するケースが約

30,000強，さらに日本語学校生の3,000人ぐらいがデータに反映されていないことを考慮

すると，44,000＋35,000でちょうど8万人．なので，実はアメリカにもうすぐ追いつくぐ

らいでした．おそらく，これからまた追いつきます．

なお，アメリカの高度人材のビザ発行件数は，2019年に大幅に増えています．この時の

大統領は誰だったかということを考えると，移民の受け入れについて報道されていること

とだいぶ違う感じがします．報道をそのまま受け止めると，やはり認識を誤ることがあり

ます．これは，日本における外国人労働者のところも同じです．実は，外国人労働者を世

界で最も増やしている国が日本です．

他の国，いわゆる移民大国と言われる国を見てみます．2019年までのデータですが，イ

ギリスでは，この5～6年で大幅に増えています．ただ，イギリスのこのTier2も，トー
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タルで3万人台です．先ほどお伝えしましたように，コロナ前の日本では8万人ぐらいが

新規にこの高度人材のビザを取っていました．イギリスの数倍の規模です．ただ，今日も

お話にありましたように，イギリスの場合はブレグジットの影響が出ています．

もう一つの移民大国，世界中の人材が行きたいと思う国として，オーストラリアは非常

に人気があります．オーストラリアでは，高度人材のビザいわゆる457ビザが厳格化され

て，482ビザになりましたが，2013年の5万人ぐらいが2019年には，2万人台になってい

ます．日本の三分の一から四分の一の規模です．すなわち，高度人材に関しては，日本は

実はもうアメリカに匹敵するぐらいの年間の新規発行数になっています．

私の会社は，世界中から国を越えて人材を日本にリクルーティングするという事業を行っ

ており，最初の10年は高度人材に特化，でこの3，4年は特定技能の人材や留学生を日本

にリクルーティングすることもやっております．今日も韓国のお話が結構出て，日本に匹

敵するぐらいの年間の新規の外国人の流入数だということでしたが，韓国は年間で新規に

入国する高度人材でも1万で，日本の8分の1の規模です．

我々の事業のメインのターゲットとしては，世界の大学生をだいたい30～40カ国から日

本にリクルーティングしています．韓国からも，まだギリギリ日本に来てくれますが，逆

に韓国の会社に世界から人材をリクルーティングしないかということを，10年前結構営業

しました．しかし，誰も興味を示しません．やっているのもサムソンだけで，しかも

MBAを中心としたトップ人材だけです．新卒はまず無理ということですが，なぜかと言

うと，韓国人学生でさえ，現地で就職するのが極めて困難で，就職率が約50％前後と言わ

れています．つまり，地場の自国の学生が就職できないのに他国から来た人に大量に就労

ビザを出していたらこれはもうどうなるか明白です．したがって，日本は世界で一番人口

が減っているがゆえに，海外から人材をリクルーティングするチャンスが世界で一番ある

ということです．

海外から新規で入国する高度人材に加えて，国内の留学生の就職人数についても，日本

は世界でトップクラスです．外国人労働者の流れと，留学生の流れは同じで，一人あたり

GDPの低い国から高い国，教育水準の低い国から高い国へと流れる点は共通しています．

留学先で就職がこれほどできる国は日本だけです．アメリカには100万人以上の留学生が

いますが，その後H1Bビザを取れる人はほとんどいません．留学生は多額の授業料払っ

てくれる，生活費を落としてくれる，すごい経済効果があるので歓迎されますが，卒業し

たら出て行って，という状況が世界共通です．外国籍の方も外国人留学生の方も，これほ

ど就労ビザが取りやすいのは，日本だけです．さらに特定技能も加わったので，日本はと

にかく入国したら，どのビザでも残ることができるよ，という国になってきました．

ブルーカラー・ワーカーについては，あまり細かく触れません．我々の事業では，海外

の送り出し機関と連携しています．パートナー企業をもっていて，各国向けに送り出して

いるのですが，その人材向けの条件を比べてみました．要約すると，日本に行くというの

は，労働者視点からすると，いわゆるブルーカラー・ワーカーだとだいぶ不利．日本は別

に選びたくなくなる．例えば，徴収されるお金も多く，出発前のトレーニング期間も長く，
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現地に行ってからも食費は自分で負担するという条件です．また，滞在期間も最長で3年，

技能実習でも5年，他の国と比べると明らかに条件が悪いということがあります．つまり

結論は，ブルーカラー・ワーカーについては，日本はリクルーティング力，国際競争力が

ないけれども，ホワイトカラーについては非常に競争力があります．

高度人材については，なぜアメリカや，オーストラリア，イギリスに行かないのか．英

語圏で，一人当たりGDPが高い国の方が，人気があるように思われるかもしれません．

答えはシンプルで，これらの国では，高度人材のビザが，その能力を持った人がいない場

合にのみ出されるビザです．新卒で仕事経験がなく，専門性も低い学生に出るビザは，世

界中でほとんどありません．アメリカにいる日本人留学生も，残って現地でH1-Bビザが

取れる人は，非常に少ないです．したがって，日本は新卒採用大国という点で，世界中で

ものすごい強みがあります．

私がずっと提唱しているのは，一人あたりGDPが日本の10分の1の国はまだまだ来て

くれるということです．10分の1のインドネシア，13分の1ぐらいのところにベトナム，

20分の1にインド，一番我々が力を入れているネパールが40分の1の水準です．ネパール

の最高学府トリブバン大学を出たコンピューターサイエンスの学生の初任給が100ドル前

後です．したがって，日本で20万円っていうだけでも，非常に強いインセンティブが発生

する．東南アジア・南アジアには23億人の人口がいますが，そのうちの22億人が，1人あ

たりGDPが日本の10分の1以下の地域に住んでいます．住んでいるエリアや専門性によっ

て現地で得る所得が違うので，日本との所得の差が，やはり強いソーシングパワーになる

と考えられます．

今日の皆様のお話の中で，途上国の経済レベルが上がっていく方が日本としてはメリッ
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トが多いというお話もありましたが，これは我々が現地で体感していることとは異なりま

す．中国の一人あたりGDPも1万ドルを超えてきましたが，10年前の我々のビジネスは，

いかに中国の方を日本の会社とマッチングさせるかということと同義で，事業の約8割が

中国をターゲットとしていました．しかし，今，中国の方はほぼ日本を受けてくれません．

特にITエンジニアは，全く日本を目指してくれません．現地の方が給料が高いからです．

現地の沿岸部の中国系のIT企業の方が，日本の東京のIT企業よりも平均給与が高い．つ

まり，なぜわざわざ日本に行くの，ということになっている．まだ，ネパールやインドネ

シアなどでは，日本を目指してくれる人がたくさんいます．これは非常に大きなチャンス

です．

日本は特に新卒採用で，この国際的な人材争奪戦に競争力があります．これが，30後半

～40代のミッドキャリア，マネジメント人材になってくると，給与水準でもう追いつかれ

るので，日本にはリクルーティングできません．

例えば，我々は，インド工科大で単独の就職フェアや，日本での就職に関する様々なセ

ミナーを実施してきました．一度のセミナーで，5,000人以上が応募してきます．そこか

ら非常に良い人材を日本にリクルートすることになります．インド工科大からの最大の海

外就職先は，日本になりました．なぜかアメリカ，イギリス，オーストラリアからは，企

業は来ません．これらの国の企業は，インドでの現地採用だけはします．つまり，国を越

えた人材争奪戦というのは，若手の高度人材市場では全く起きていません．我々は世界中

の大学で，インドで実施しているのと同様の就職フェアやセミナーを開催していますが，

インド工科大学のトップ3からトップ4のキャンパス以外で欧米の会社と激突することは

ありません．
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先ほど，まだまだ日本を目指してくれる方々が，特に東南アジア・南アジアは10年後で

もいますという話をしました．ただ一つ問題があります．やはり今までの10年，20年とい

うのは，この中国・韓国・台湾・香港から日本に留学や就職で来る層がメインでした．今

後のボリュームゾーンとなりうる国々は，漢字圏からどんどん離れていくので，日本語が

話せる方がどんどん減ります．日本で働くためには日本語を話す必要があるということで，

日本就職希望者に，内定を出した後，もしくは日本就職希望者だけ集めて徹底した日本語

トレーニングを行うということが，これは国としても，もしくは民間の努力としても非常

に大事になってきます．日本語をもともと学んでというジャパニーズ・カルチャー・リレー

テッドの人たちも貴重ですが，むしろITなどの専門性の高い人材に，しかも日本で足り

ない領域の人材に，日本語トレーニングをして，日本就職をコミットした上で呼び込むと

いうのが，これから非常に大事なアプローチになってくると思います．

長くなりましたが，ラグビーの日本代表チームのように，我々は，やはり日本を，この

世界中の人が憧れる世界中の国々からリスペクトされる多文化共生社会に何とか導きたい

なと思っています．今日はありがとうございました．

・司会： 柴崎様ありがとうございました．
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特集Ⅰ：第26回厚生政策セミナー

【報告５】

アジアにおける労働力送り出し国
―調査から得られた示唆―

加 藤 真＊

・司会： 続きまして報告5に移らせていただきます．「アジアにおける労働力送り出し

国：調査から得られた示唆」と題しまして，三菱UFJリサーチ＆コンサルティング経済

政策部副主任研究員，加藤真様よりご発表いただきます．

加藤様のご略歴をご紹介いたします．加藤様は，東京大学大学院教育学研究科修士課程

を修了後，三菱UFJリサーチ＆コンサルティングに入社され，これまで外国人・移民政

策，雇用労働政策に関する調査研究に多数従事されております．今回のセミナーに関連し，

令和元年度および2年度に国立社会保障・人口問題研究所が実施した「アジア諸国からの

労働力、送り出し圧力に関する総合的研究」の実査を担当されております．

それでは加藤様，よろしくお願いいたします．

・加藤氏： ただ今ご紹介いただきました私、三菱UFJリサーチ＆コンサルティングの

加藤と申します．本日はこのような機会をいただきまして誠にありがとうございます．

私からは，アジアにおける労働力送り出し国調査から得られた示唆という題目で説明い

たします．まず初めに，この題目にあるアジアにおける労働力送り出し国調査とは何かと

いうことについて，簡単に調査概要をご紹介いたします．

こちらの調査は，本セミナーを主催されている国立社会保障・人口問題研究所から，昨

年度と一昨年度の2年間，研究事業を受託させていただき，冒頭に登壇された是川夕先生

と一緒に調査を進めてまいりました．調査にあたって，送り出し国側について報道等では

見聞きする事例はございますけれども，その実態を十分に把握できていないのではないか

という問題意識を，是川先生とも共有しながら進めてきました．

調査対象国は，記載の通り，2019年度は中国，ベトナム，ネパール，2020年度はインド

ネシア，フィリピン，ミャンマーの6カ国で，弊社では中国を除く5カ国を担当いたしま

した．調査方法については，文献調査，統計の整理，国内外のヒアリング調査等を中心に

実施いたしまた．各国20から30程度の関係者のお話を伺いまして，それらを先行研究とも

突き合わせながら結果をまとめたものでございます．今回は，以下の5つの点に絞って簡
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単にご紹介できればと思います．

I. 「送り出し機関」には複数のバリエーションが存在

II.人材の募集・斡旋にはSNS，サブエージェント（個人エージェント，仲介者）を

活用

III.目的地が同じでも，送り出し国によって借金の発生等が異なる

IV.来日している実習生，留学生は母国では高学歴層

V.「留学」における移住費用の内訳の大部分は実費

なお，これから紹介する結果については，基本的にはコロナ禍以前の実態ということ，

またミャンマーにおいては軍によるクーデターが起きる以前の状況という点をふまえてお

聞きいただければ幸いです．

まず1点目は，送り出し機関には複数のバリエーションが存在するという点でございま

す．こちらについてはベトナムの例をご紹介いたします．弊社が調査対象とした5カ国に

ついては，移住者の教育歴や出身地域等を踏まえて，どのような属性の人がどのような機

関のエージェント，語学学校等々を経由して日本はじめ海外に送り出されている例が多い

のか，ということについて説明いたします．一言で送り出し機関といっても，ベトナムで

は大きく四つに分類されます．一つ目が国営の送り出し機関になり，軍や鉄道会社がやっ

ているというようなことがありました．また二つ目が民間の送り出し機関の中で，自力で
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人材募集や訓練が可能な大規模な送り出し機関です．三つ目が民間の送り出し機関の中で

自力では人材募集や訓練ができずに，サブエージェントと呼ばれる仲介者や外部の語学学

校等と連携している小規模な送り出し機関です．そして最後が，違法状態にある送り出し

機関です．ベトナムでは，送り出し事業を行うためには政府のライセンスを取得する必要

があり，そのためには1,000万円ほどの費用がかかるようですが，そのライセンスが得ら

れないために，すでにライセンスを持っている別の送り出し機関に人材を紹介することで

その仲介斡旋費用を得る，といったパターンがあります．同じ日本に行くと言っても，ど

の機関，どのルートをたどるかによって，最終的にかかる費用も変わってくるということ

が言えるかと思います．

そもそもベトナム人の技能実習生の派遣期間は3年の前提ですが，送り出し機関の手数

料サービス料の上限が3,600ドルと規定されています．国営企業であったり，自社で人材

募集訓練が可能な大規模な送り出し機関は3,600ドル，プラスアルファが発生しても50～

60万円程度が総額になってくるというのに対して，民間の小規模な送り出し機関では，ラ

イセンス料であったり仲介手数料が上乗せされ，結果的に100万円近い費用が発生するケー

スがあるということが見えてきました．

続いて2点目です．人材の募集・斡旋にはSNS，サブエージェント，個人のエージェ

ント，仲介者，さらにはブローカーを活用しているという点です．例えばインドネシアで

は，海外移住労働の行き先の大部分が中東であったり，マレーシア，香港等で占められて

いますが，都市部の送り出し機関に人材を繋げる役割を果たしている存在として，現地語

でチャロと呼んだりスポンサーと呼ばれるような，個人のエージェントが介在している実
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態があるということがわかりました．また，インドネシアから日本行きの移住労働者に関

しては，高卒以上の人材が主な対象になっていて，その人材の募集に関してはSNSを活

用している送り出し機関や語学学校が一定数あるということが見えてきました．

ミャンマーから日本への人材募集に関しては，フェイスブック等のSNSが活用されて

いるという点に加えて，比較的技能レベルが低い人材層では，個人のエージェントによる

仲介の割合が高まるという点が特徴として指摘できます．また，ネパールから海外への仲

介斡旋経路をみると，留学という形態での移動が大きな割合を示しています．ただし，労

働であれ留学であれ，いずれの形態においても，特に地方部では，サブエージェントと呼

ばれる個人の仲介者が首都のカトマンズにある送り出し機関と繋がっていて，人材募集斡

旋の上で非常に大きな役割を果たしているということがわかりました．

ネパールに限らずに，インドネシアやフィリピンの調査でも聞いた話では，例えばある

村の大半の人が日本へ出稼ぎに行っている，違う村では大部分の人が中東に行っている，

また違う村ではマレーシアにみんな行っているというような事例がありました．こうした

ケースが発生する背景の一つとして，各村々で活動しているサブエージェントと呼ばれる

個人の仲介者が，特定の送り出し機関と繋がりをもち，その送り出し機関がどの国への送

り出しを得意としているかということによって，ある一つの村から特定の目的国への移動

が連鎖的に発生するということが起きてくるのではないかなということが考えられます．

求職者が直接送り出し機関と繋がることができれば，必要最低限の仲介手数料を払えば

終わるわけですけれども，サブエージェントが複数関われば関わるほど不透明さが増して，

労働者本人の負担が増えます．こうしたサブエージェントの管理や排除については，各国

でも一つのポイントになっています．フィリピンの例では，海外雇用庁 POEAの
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Facebookページで，サブエージェントの利用について注意喚起をしています．

続いて3点目です．目的地が同じでも，送り出し国によって借金の発生等が異なるとい

う点です．世界銀行が主催する国際的な移住労働者モニタリングのネットワークである

KNOMADの移住コスト研究によると，例えば，サウジアラビア，カタール，マレーシ

アの3カ国の目的国への移動移住について，借金を背負った労働者の割合や，その借金が

無利子の借金なのか，有利子の借金なのか，という点について，送り出し国によって異な

ることが明らかになっています．もちろん，航空チケットや燃料代といった実費による違

いもあると考えられますが，送り出し国側の法規制や移住産業の状況によっても，こうし

た違いが生じてくるのではないかということが示唆されます．

フィリピンからサウジアラビアへの移住コストの内訳をみると，仲介斡旋費用が移住コ

ストの34％を占めているということがわかりますが，さらに着目したいのが仲介斡旋費用

の標準偏差です．この標準偏差が大きいほど個別のケースによるばらつきが大きいという

ことになります．仲介斡旋費用を支払った人のうち，最小11ドルで済んだ人から最大

1,266ドルまで払った人まで幅があります．これについては，前半1点目と2点目で説明

してきた内容と関連するかと思われますが，個人の属性や利用しているネットワーク，ま

たそこにサブエージェントがどれほど介在しているのか，利用した送り出し機関はどのよ

うな機関なのかということが，結果的に移住コストの差に反映されるのではないかと考え

られます．

次に，日本への移住に関連する調査結果を紹介します．こちらの結果は，我々が昨年度

に日本で介護職として働いている外国人労働者約2,500名を対象にした調査によるもので，

来日費用の主な工面方法を尋ねた結果です．来日の費用を工面した主な方法として「借金」
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と回答した人の割合をみると，ベトナムやミャンマーに関してはこの割合が高く，3割台

から4割台に達しているというのに対して，例えばフィリピンでは1割台にとどまってい

ます．フィリピンに関しては，国の規定上，日本に向かう労働者や実習生本人から送り出

し機関が仲介斡旋費用を徴収することが原則禁止されていることなどが背景にあると考え

られます．

こうした結果から，送り出し国側の事情も最終的な移住コストに影響してくる点があら

ためて確認できます．また，例えば技能実習生については，どの国出身であろうと一様に

借金を背負ってきているかのようなイメージは，必ずしも正しくないのではないかという

ことが見えてきました．

4点目は，来日している実習生・留学生は母国では高学歴層という点です．フィリピン

から海外への仲介斡旋経路を例に説明します．フィリピンでは，コロナ禍前の直近年は年

間200万人程度の移住労働者の送り出しがあり，送り出し大国として位置づけられてきま

した．主な目的地は中東の湾岸諸国，香港，シンガポールで，これらの国への送り出しに

おいては，人材募集斡旋のサブエージェントが非常に大きな役割を果たしているというの

が実態です．このフィリピンの例で特に着目したい点は，移住者の最終学歴です．フィリ

ピンでは5年に一度行う国勢調査において，移住労働者の最終学歴を尋ねています．全体

と海外移住労働者を比べると，男女共に海外移住労働者の方が学歴が高く，高卒・大卒の

割合が多くなります．技能実習生は主に企業の学歴要件として高卒以上というリクエスト

が出されるケースが多いとされていますが，高卒以上が要件とされる技能実習生でさえも

フィリピンにおいては，比較的学歴が高い層であると言えます．同様の指摘はインドネシ

アやミャンマーで実施した調査でも聞かれました．
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右側の表は，日本で実施した調査に協力いただいた日本語学校におけるフィリピン人留

学生の属性情報をまとめたものでございます．最終学歴に着目いただきたいのですが，フィ

リピン人留学生については，フィリピン現地の大学を卒業した後に，日本の日本語学校に

留学しているケースが多く，かつ日本語学校卒業後は日本国内の大学には進学せずに，す

でに大卒の資格を持っているので，そのまま英語講師となったり，在留資格でいうと技術・

人文知識・国際業務として働けるような仕事を得て，日本国内で就労しているというよう

なケースが比較的多い実態があるということがわかりました．日本語学校卒業後にそのま

ま日本で就職をするルートを見据えて，フィリピン現地の大卒者を優先的に斡旋している

留学斡旋事業者も存在していました．

最後の5点目は，留学における移住費用の内訳の大部分は実費という点です．留学生が

支払う費用の内訳を，ネパール人の留学生とフィリピン人留学生の例から示しますと，以

下のようになります．ネパール人留学生は，来日時1人当たりおよそ100万円から120万円

程度，フィリピン人留学生は50万円程度を支払って入国している例が一般的だということ

になりますが，費用の内訳を見ますと，大部分は日本国内の日本語学校の入学金であった

りテキスト代であったり，航空チケット代といった実費で占められているということがわ

かりました．技能実習生の事例と比較しても，技能実習生が支払っている100万円と留学

生が支払っている100万円というのは，少し意味合いが異なってくるのではないかと考え

られます．ネパール，フィリピン，それから他の調査対象国もおおむね同様でしたけれど

も，海外現地の留学斡旋機関，仲介事業者，日本語学校に対して支払っている仲介費用は

10万円程度となっています．非常に高額な留学斡旋手数料を取られているわけではないと

いうことが確認できたのも，一つの成果でした．

また，コミッションやキックバックとも言われる日本語学校からの紹介料についてです
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が，これもだいたい10万円ぐらいということも，今回の我々の調査対象とした国では共通

して確認されました．日本国内の別の日本語学校から聞いた話では，このコミッションが，

例えば中国人留学生の場合だと現地の中国の語学学校から30～40万円請求されるケースが

増えてきたということでした．今回調査対象にした国々では，10万円ぐらいで共通してい

たという結果でした．

以上簡単でございますが，私からの報告を終了といたします．どうもありがとうござい

ました．

・司会： 加藤様，ありがとうございました．
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特集Ⅰ：第26回厚生政策セミナー

【パネル討論】

・司会： これより次のプログラム，パネル討論を始めさせていただきます．パネリスト

は，香川大学教授・佐藤忍様，成蹊大学准教授・宮井健志様，ILO-APエコノミスト・ニ

リム・バルア様，フォースバレー・コンシェルジュ代表取締役社長・柴崎洋平様，三菱

UFJリサーチ＆コンサルティング副主任研究員・加藤真様，当研究所から国際関係部部

長の是川夕の6名の方々です．モデレーターは，国立社会保障・人口問題研究所副所長の

林玲子が務めます．それではここからの進行は，モデレーターの林副所長にお願いしたい

と存じます．林副所長，どうぞよろしくお願いいたします．

・林氏： ご紹介ありがとうございました．皆さん，こんにちは．本日のパネル・ディス

カションのモデレーターを務める国立社会保障・人口問題研究所で副所長しております林

と申します．本日は，「国境を越える労働市場と日本」というテーマについて5人の有識

者の方からご講演をいただきました．

国境を越える労働移動は，19世紀に移民とひとくくりにされていたことから，もう今は

一回り二回り三回りもしているということが，今日の話でもいろいろなことがわかってき

たということだと思います．日本は，高度人材受け入れでは競争力があるということ，そ

れから，よく批判されることもある出稼ぎ型の移民というものも，近年は見直されている

ということがあるということ，それから，例えばアジアから日本に来られる方々は高学歴

であり，ある程度の資金調達能力がある方であるとか，いろいろなことがありました．

ここでは，時間も押していることから，ディスカションの時間は短くなってしまうと思

うのですが，最初に私の方から各先生方に質問をしてお答えいただいて，それからパネリ

ストの方同士でちょっと質疑をしていただきます．そして今のところ，三つ，四つほどフ

ロアの参加者の皆様から質問が来ているのですが，それらの質問をまた振っていければと

いうふうに思っております．

最初に，佐藤先生の方からカナダについて，送り出しエージェントがカナダの中にいる

という話を聞いて，これはかなり面白く，新しい先進的な仕組みだと思いました．このこ

とについて，その他の国も同様に進んでいるのか，これはカナダ特有なのか，日本で同様

な制度は可能であろうか，ということをお伺いしたいと思います．

特にこれは最後に加藤さんの方から説明がございました，いかに日本に来る移動者につ

いての送り出し機関が非常に複雑怪奇になっているか，ということも併せて，しかしなが

ら，例えばミャンマー，インドネシア，ネパールでは，村単位でそれぞれ異なった形で送

り出しているという状況がある中で，金型形のMOUなど協定に基づいた形のこうした

送り出し国エージェントが，カナダ，日本の場合は日本にちゃんといて移民を管理してい
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くというようなことというのは，今後どの程度可能性があるのか，ということをまず佐藤

先生の方から，お答えいただければと思います．

・佐藤氏： 大変貴重なご質問ありがとうございます．まずはカナダの農業の場合，農業

限定です．農業の場合，職種的にいっても二つ三つです．日本の技能実習生でいくと職種

は85を超えます．あるいは，日本の技能実習生の管理方式からいうと，作業単位でいきま

すと180くらい，つまり日本の場合は非常に細分化されています．カナダよりずっと手広

く，対象が非常に広いです．それと比べると，カナダは農業限定です．農業限定で，ある

意味送り出し国の，本来は加藤先生の方からもお話があった，送り出し国の仲介機関がい

ろいろな斡旋をやりながら送り出すわけですけれども，カナダの場合にはそういう仲介機

関ではなくて，そういう役割をメキシコ政府が，送り出し国の政府が，ある種ブローカー

機能を，労働者の選抜，送り出すという，そしてまた送り出した先での自国民の管理とい

うものについても，関与をしていくということを政府間でそれをきちっと了解をしていま

す．

こういう枠組みは，私は，まさにご指摘の通りで，カナダ独自のものであるというふう

に思っておりますし，それが他の国では，例えば日本で可能だろうかというと，それは非

常に難しい．というのは，そもそもやっている対象が非常に多様になっている中では，一

つの政府エージェントという形で処理するというのは，非常に日本の場合，困難なのでは

ないのか，というふうに思っております．だから，どこかにいいモデルがあって，そのモ

デルを入れれば色々な問題が同時に一挙に解決できる，というようなことはおそらくない

のだろうと思います．

我々は社会の中に出来上がってきているものをうまくアレンジしながら，この社会，あ

るいはこの関係国の間で，新たなシステムを構築していく以外にないのだろうと思ってい

ます．やはり，カナダはカナダの特殊な環境の中で，ああいうものを見事に，カナダにつ

いて取りわけ言いたかったのは，カナダは何よりも永住移民をモデルとしているのです．

それに対して，それにまったく対極にあるような一時的な移民を，それも一時的な移民の

中でも季節限定，そして季節が終わったら確実に帰させてという，全く永住移民とは対極

にあるシステムを，カナダという国は見事に両立させながらやっている．そこのバランス

という，その対極にあるものを，カナダの社会が許容する前提として，送り出し国の政府

をきちんと自分たちの管理システムの中に包摂する形でカナダ社会はこれを受け入れてい

るのだろうと理解しています．そういう特殊なケースを，簡単にこれを他の方に，あるい

は日本に持ってこられる，というほど単純でもなかろうと思っております．

・林氏： ありがとうございました．それでは加藤さんの方から，日本への送り出しの色々

な機関を見た感想から，特定技能などは全て2国間協定をもとに行っているということも

あるので，ある程度制度をより良くするには，というご提案，カナダ型に近づくか，など，

もしご提案など，ご意見がありましたら教えていただければと思います．
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・加藤氏： 今回5カ国対象に調査をして，送り出し機関，仲介斡旋機関の管理という点

で，比較的国際的評価が高いのは，やはりフィリピンの取り組みだったと考えています．

フィリピンは，もちろん送り出し機関をライセンス制にして，更新を5年に一度とかにし

てやっているわけですけれども，仲介斡旋機関に自国民労働者の保護を義務づけています．

何かあった場合は，必ずそのリクルート・エージェンシーが責任を取るようにするという

ことにしているので，フィリピンから出た先で，主権が及ばない海外の国に行った際でも，

何かあった場合は，リクルート・エージェンシーに自国民保護の機能，あるいはアウトソー

シングしているといいますか，そういった形で制度を建てつけているというのがありまし

た．

あと，フィリピンは多く送り出す先の国には，日本にもありますけれども，海外雇用庁

の出先機関ということで「ポロ」と言われるフィリピンの大使館の中に移住労働者を専門

に扱うような機関を設置していて，必ずフィリピン人労働者を雇用する際には，「ポロ」

の面接を受けなければいけないとか，受ける企業の社長が面接を受けなければいけない，

というような規定にしていることで，かなり自国民保護，労働者の保護を手厚くしている

かな，というところがございました．

もう一つだけお伝えすると，ベトナムに関して，ちょっと少しお話がずれるかもしれな

いのですけれども，コロナ禍以降，送り出しができなくなってしまったということで，ビ

ジネスの源泉が途絶えてしまったということで，今，どんなことが起きているのか，とい

うことに関して少しヒアリングをした時には，日本にいる自分たちが送り出した実習生な

どに対して直接自分たちが連絡を取って，自分たちはベトナム国内にいるのだけれども，

日本国内での転職斡旋をしているような，それで受け入れる企業から費用を得る，という

ようなビジネスが，この1年ぐらいで起きているというような話もございました．

・林氏： それはいいビジネスということではなく，新たな？

・加藤氏： 新たなビジネスということで．いいか悪いかがちょっとわからないですけれ

ど．

・林氏： そうですか．ありがとうございます．例えばフィリピンで，自国民の労働者保

護をエージェンシーに求めるとか，あとはフィリピン大使館，世界にあるフィリピン大使

館がいろいろな機能を果たしているし，例えば，ちゃんとフィリピン人で結婚したり出生

したり死亡したときに，きちんとそれを登録しましょう，というのを大使館経由でプロモー

トしているという話もこれまで聞いていたりするわけですけれども，そうした正規化に資

する取り組みを送り出し国も受け入れ国もやっていかなければいけない，という話になっ

たところで，ここでニリムさんの方に少々お伺いしたいと思います．と申しますのは，や

はり今回コロナの感染率が移民の人が多かった．そして，やはり普段脆弱な立場にいると

―388―



いうようなことが，この感染率ということで非常に多く出てしまったということを，デー

タを用いて説明していただいたわけですけれども，ここで移民でもきちんと感染予防だと

か，ワクチンだとか，それからソーシャル・プロテクションといったものを確保しなけれ

ばいけないということが一つありながら，一番問題になるのはアンドキュメンテッド，非

正規の移民が特に脆弱であるときに，これをどのような形で保護していくのか，というこ

とと同時に，やはりアンドキュメンテッドな人がいないようにするような取り組み，例え

ば送り出し国がいろいろなフィリピン的にやるということもあるでしょうし，国際機関と

して，この非正規移民を減らすような取り組みといったものは，どのように，どのぐらい

今進んでいるのか，そうしたことについてちょっと知見をお伺いできればと思います．

・ニリム氏： ありがとうございます．ご質問ありがとうございます．他に，コジマ・ヒ

ロシさんから，コロナの感染率は，移動労働者の宗教によって違うのか，また，受け入れ

国の宗教によっても違うのか，というご質問をいただいています．これについて私たちは

調べてはいませんけれども，違いは無いと思っています．

プレゼンテーションをお聞きいただいたときに申し上げたのですが，シンガポールでは

2021年の2月のコロナ感染者の90％以上が外国人労働者，寮に暮らしている外国人労働者

でありました．また，タイでは移住労働者の感染率はタイ国民よりも3倍高い水準でした．

スライドで2倍と申し上げましたが，数字が少し違っていましたけれども，いずれにして

も自国民よりも高い水準です．また，サウジアラビア，そしてクウェートでも，移住労働

者の感染率が高くなっています．移住労働者の感染率はシンガポールでもタイでもサウジ

アラビアでもクウェートでも高いのです．そして宗教はそれぞれの国で違います．シンガ

ポールは大半がキリスト教，タイは大半が仏教徒，サウジアラビア，そしてクウェートは

大半がイスラム教徒です．したがって宗教との関連はないと思います．

関連しているとすれば居住環境が基準を満たしていない，生活環境が標準を満たしてい

ないといったこと，これは受け入れ国の政策に関係するもので，受入国において基準がな

かったり，あるいは規制が低かったりする，あるいは雇用主の態度によるかもしれません．

また移住労働者は低賃金であり，独自に自分で健全な住宅を手配することができない，と

いうことなどが理由だと思います．

それから非正規，アンドキュメンテッドの労働者を減らすために，どのような措置，ど

のようなステップが取られたのか，というご質問についてですが，アンドキュメンテッド，

非正規の労働者は，自国に適切な仕事がないこと，そして海外にチャンスを求めるという

ことが原因でもありますし，また受け入れ国の労働力不足も原因です．自国民は難しい低

賃金の仕事につきたがりません．建設業や家庭内労働者，漁業，魚介類加工，農業などは

人手不足に陥っています．このような労働力不足を補っているのが，移住労働者です．ま

た，同時に多くの国で，合法的な経路による入国はより時間やコストがかかり煩雑です．

移住労働者にとっては，国境を越えるのは，例えばタイなどに行くのに，正規の方法でな

い方が簡単にできてしまいます．そして正規の法律で認められた形での仕事に就くのは採
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用コストも高くなり，より時間もかかるということがあります．私たちの調査では，合法

的な仕事は移住コストが高いかもしれません．しかし，合法的な仕事の方がより良い保護

が提供される，そして賃金もより高いので，正規の法的に認められた仕事の方がより良い

仕事です．ご質問に対する回答としては，この合法な経路をもっと効率よくする，煩雑な

プロセスを少なくする，負担を下げる，コストもかからないようにする，という方法が考

えられると思います．

どのように国々が非正規の移住労働者を少なくできるのか，についてですけれども，一

つとれるアプローチとしてはタイの例を挙げたいと思います．定期的にタイでは非正規労

働者を正規の労働者にするということをしています．仕事に就いているという条件，そし

てまた雇用主が仕事を提供するという契約を出している場合には，労働者は正規労働者と

して扱われるようになります．これは近隣諸国からの場合です．これにより，非正規労働

者の数がコロナ禍でも減っています．

・林氏： ありがとうございます．いくつか対策がとられたと思います．合法的な形で行っ

ていくということと，また定期的に合法的にしていくということです．ILOや他の国際

機関において，何かこの制度と比較をした上での評価制度などあるのでしょうか．

・ニリム氏： 移民労働者の管理ということでおっしゃっているのでしょうか．これは非

正規の移民労働者を減らすということでおっしゃっているのでしょうか．

・林氏： はい．その通りです．

・ニリム氏： 初めにこれはいくつかの国で起こっていますけれども，まず良質の労働市

場に関する情報が必要です．スキルや，また労働力不足に関してです．その後に政府とし

て判断をしなくてはなりません．これは判断です．雇用主が移民労働者を労働力不足の時

に採用できるのかどうか．また，どのように判断をするのか．純粋に労働力不足があるか

どうか，ということに関して，それぞれの国においては異なるメカニズムがあります．

例えば，シンガポールにおいては価格メカニズムがあります．彼らの場合は課税をする

ということになります．そうすることによって，労働力を採用するのか，それも海外から

採用するのか，それとも国内で誰かにやってもらうことができるのかどうか，ということ

です．そこで，まず不足があるかどうかということと，あともう一つは，政府がしなくて

はいけないというのがあります．

ILOは権利のスタンダードに関してフォーカスをしています．これは労働者の権利の

保護に関してです．従って，我々の方から受け入れに関して何か処方箋があるというわけ

ではありません．受け入れは国に任されています．良好な労働の情報があるかどうか，と

いうことに基づいています．しかし，労働基準に関しては，移民労働者と自国民に関して

は，同等な扱いを受けるべきであると思っています．労働条件に関しては．この雇用とま
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た労働条件に関しては同等でなければいけないと思っています．

・林氏： ありがとうございました．国内と国外の労働者は平等に扱われるというところ

で，ここで宮井先生の話として質問をしたいところだと思います．やはりそこに同等の扱

いというのが難しいという意見もあるという中で，宮井先生の方からは新しいアプローチ

として，人生計画，キャリアプランを考えた上で，その動く本人にとって一番良い形で移

動ができるように，ということが非常に新しい点だと思います．けれども，一方で，例え

ばアジア健康構想のように介護労働者が，今は日本に来るけれども，その後，自国の高齢

化の波に対応するような人材になるとか，そういう還流移動を使った人材の開発というも

のが今後必要になっていくという，そういったことだと思うんですが，その点について，

さらにこの点はこうした方がいいとかいうことがありましたら，ということと，それから

政治的対応が必要という点，これも非常に重要だと思います．日本でもすでに，例えばオー

ルドカマーと言いますか，朝鮮総連なりいろいろなそれから日伯協会などそうした協会団

体がある中で，今後はどのような形で発展していけば，もっとみんながいいような形で制

度が改革できていくのかなど，もしご意見などありましたら，もう少しお話しいただけれ

ばと思います．

・宮井氏： ありがとうございます．二点とも大変重要なご質問かと思います．

まず1点目ですけれども，おっしゃる通り例えば介護の還流移動でありますとか，ケア

ドレインと言われるような問題ですね．それにどういうふうに対処していくかという問題

においても，移民出稼ぎというのはやはり注目されていることは確かであります．問題は，

やはり短期で移動する，技能を学ぶ，となった時にどういった形で自国に戻って，ある種

自国の人材として活躍していただくか，その一つのキャリアのステップとして出稼ぎをど

ういうふうに活用していただくか，という話になるわけなのですが，まさしくこの点にお

いてこそ，どういったキャリアを彼女ら・彼らが望むものであるのか，というのをしっか

りと酌み取ることが大切だと思います．

実際に，帰国意思が強い移住者の場合には，なぜ定住や永住を目指すようになるのかと

いうと，やはりライフキャリア上で転機がある，ということもそうなんですけれども，む

しろ，目的とした期間で目的を達成することができず，結果的に滞在が長引いてしまって

永住を選ぶ，こういったケースも非常に多いわけです．ですから，しっかりと技術を学び

たいのであれば，その技術をしっかりと学ぶことができる，貯蓄目標があるのであれば，

それを達成することができる．そういった形で制度を作っていく，いうことが，いかにし

て戻らせるか，よりも生産的な考え方なのではないかなと思います．それをする上で政治

的代表というお話なのですけれども，おっしゃる通り，様々な民族団体であるとかディア

スポラ共同体がこういった取り組みを行っております．ただポイントは，こうしたディア

スポラ共同体と政府，政治との繋がりというのが必ずしも明確ではない場合が多いという

ことです．
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私が外国人代表というふうに考えているのは，地方参政権などもちろん大切ではあるん

ですけども，それ以上に，外国人をある種公共的な場を通して意見を汲み上げる，そのビ

ジビリティを上げるという取り組みです．

一つの例として在外国民を対象にしたものですけれども，在外国民を中心に議会を作る

といった事例があります．この議会には決定権はないのですけれども，在外国民を中心に

意見を集約し，在外国民に関する政策について答申を述べる権利がある．そういった在外

国民評議会と言われるような例はヨーロッパを中心にたくさん見られます．こうした形で

の特別代表を通じて，より納得し得る公正な制度を組み上げていくというのが，政治的代

表では大切なのではないかというふうに考えております．

・林氏： ありがとうございました．いろいろな事例があるということも学びました．

それでは柴崎さんの方にお伺いしたいと思います．こんなに日本は高度人材が多くて，

ということなどびっくりしたこともあったのですけれども，またインドにかなり行かれて

いて，写真もすごくパワフルな写真だったのですが，これは結局，IT分野なのでしょう

か．日本に来てくれる方にはいろいろな分野があると思いますけれども，どの分野が一番

柴崎さんとして有望だと思われているかということと，それからコロナによって，今，我々

もオンラインでやっていますけれども，インドにいても出来るよねという仕事もかなり広

がっている中で，今後実際に動いて行くことの新たな必要性が出てきたり，ちょっと職種

なんかの業態が変わってくるのかな，とも考えられたりするわけですけれども，そのあた

り見聞きされていることで思ってらっしゃることを教えていただければと思います．

・柴崎氏： ありがとうございます．最初の質問のどの分野というところなのですけれど

も，これはシンプルで，特定技能で定められた14業種以外に高度人材領域でいいますと，

IT，もしくはエンジニアリングの超高度人材という形になります．

弊社も10数年前こういう事業を始めたときは，実は半分はエンジニア，IT中心でした

が，半分は日本語人材の日本へのリクルーティングをやっておりました．要は海外の日本

語学科とかアジア・スタディみたいな研究室等で日本語が話せる，ということを一番の武

器に日本にリクルーティング，むしろ日本からオファーをもらっていました．ただ，今，

その需要ほとんど無くなりました．なぜ私が専門性のある人材に日本語を教えるべきだ，

そして日本に呼び込むのが一番得策だと言ったかといいますと，海外では，やはり高度人

材，要はビジネスで活躍したいという人は，言語の世界に，そういうところにあまり行き

ません．やはり外国語学部，私も外国語学部卒ですけれども，外国語学部日本語学科とい

うところに行く人は，どちらかというと，ビジネスの世界よりはアカデミックなところだっ

たり，もしくは翻訳者・通訳者という世界だったり，日本のビジネス界でそのままという

タイプではありません．

一方，日本で最も人が足りていないブルーカラー・ワーカー領域だと，特定技能でほぼ

網羅されました．高度人材領域では，やはりIT，圧倒的に人が足りていないです．この
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40年で，私は1975年生まれ，出生数が209万人近くいた時代です．去年70万人台に出生数

がほぼ三分の一，で，これだけ若者が減っているのに大学生の数が増えています．大学生

の数は人口半減どころか三分の一に，18歳人口が減っていく時代に，大学生が増えました．

つまり企業は，新卒採用でまだまだ潤沢に人材を採用できるわけです．実は，特に大手企

業だったり．そこに一番足りなくて一番需要が今，増えているのがITなのです．

つまり大学の学部，大学院等でエンジニアの人材は潤沢に今でもプロデュースされるの

ですけども，IT屋が，ITエンジニアがいません．これはもう世界から採用するしかない

です．一方，日本企業におけるいわゆる文系事務系の仕事，ここに海外からっていうのは

やはりかなり難易度高いです．日本語がパーフェクトに喋れて，日本語でレポートを上げ

て，行間読めて，ということが必要になってきますので．エンジニアのメインはITとい

うのは，高度人材領域を最もこれから需要がある，もちろんバイオだDNAだ，そういう

世界もこれからは非常にニーズが高まっていくと思います．

もう一つ，リモートのところです．リモートで働くということが当たり前になった中で，

ピープル・トランスファーが本当に必要なのかと，本当に鋭い点で，必要なくなるかもし

れません．ただ，日本の若年層の人口が減っているということがあって，やはり一定数は

日本の本社でちゃんと人材を確保したいというニーズ，あとは先ほどお見せしたように，

日本は世界的に人材争奪戦で有利だと言いたいのではなくて，若手領域，特に新卒から20

代中盤，この領域の越境採用では圧倒的に優位性がありますとお伝えしたので，やはり日

本に呼び込むということが日本企業の強みであることは間違いありません．インドのイン

ド工科大学の学生たちも，現地採用で日本企業を目指してくれる人は1人もいないと言っ

ても過言ではないぐらいです．なので，日本という魅力のある国に呼び込むというのが，

ソーシングパワーであることは間違いないのですが，企業は呼び込むレベルが上の人たち

がいいです．ヘッドクォーターでも活躍してほしい人．あとはオフショア的に海外でリモー

トで働いてもらう，これ契約的には業務委託の中の準委任契約というのがメインになるの

ですけども，このリモート・ハイヤリング，海外現地採用を遠隔で，この両方をうまく使

い分けていくということが，今後の日本企業の採用の非常に大事な部分になってきます．

・林氏： ありがとうございました．企業の海外展開という意味でも最初はちょっと日本

に来てもらおうということは，非常に重要なのだろうなというふうに理解いたしました．

それでは，次にパネリストの先生方からお互いに質問ということで，何かあれば言って

いただきたいのですが．

・宮井氏： 佐藤先生に一点お聞きしたいんですけれども．カナダの事例をすごく説明し

ていただいて，やはりカナダの制度は，よく練られている制度と思います．それと同時に，

やはり日本への含意というのが，もう少し聞きたいと思うところです．実際にカナダの事

例から日本に適用するのは難しいというお話だったのですけれども，だとすると，どこか

学ぶことはできないのか，攻めどころとしてはどこなのか，というのを，もう少し教えて
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いただければと思います．

・佐藤氏： なるほど．私は，カナダから学ぶべきだと常々こう思ってカナダを紹介する

ことが多いのですけれども，日本はやりつつ，カナダを対象国として比較の国として紹介

しながら，でもカナダのものを単純に持ってくればいいという，そんなもんじゃないです

よ，という意味で紹介をしています．その時に，さっき言ったように，カナダは両極をう

まくやって，永住移民と季節移民といったらいいのか，それをうまくバランスを取りなが

らやる一つのクッション材として，潤滑油として，送り出し国政府エージェントをうまく

絡めて，それなりの問題がまたありますけれども，絡めたりしています．

他方で，これは是川先生の方から私に聞きたいということの中にあったのは，SAWP

と技能実習のどこが違うのか，そういう対比をちゃんとしてくれとおっしゃっていたと思

います．それとも関係するのですけれども，日本の技能実習生というのは，カナダのよう

に両極端に対応するとどこに位置するのかといいますと，間に位置します．まさに間，と

思います．間というのは，ちょうど是川先生が労働移民中心の受け入れだ，とおっしゃっ

ていました．是川先生が発見された事実だと思いますけれど，統計から，日本は永住移民

が多い，ただそれは労働移民を中心に受け入れている，こうおっしゃった．この労働移民

中心の受け入れを日本でいうとき，労働移民はこれまではどちらかというと技能，専門技

能職の中で，在留にはっきりした条件がなくて更新ができる，その結果として永住になっ

ていく．つまり，専門技術職については，日本で働いて，うまくいかなければ帰れる，で

もうまくいくと自分も自信ができると，日本の社会も企業もこの人にいて欲しいと思えば，

彼らは実力を発揮してこの社会で認められて，どんどん永住の方向にいくと．つまり日本

は，これまで専門技術職に関して言えば，働く世界で実力を出す人はウェルカムですよと

言う仕組みが，この社会にはあったんだ，ということをきちんと是川さんが言ったのだと

思います．今，僕は，日本の社会がさらに一歩踏み出しているのは，専門技術職ではなく

て，むしろ，今まで日本のことだから単純労働力なんて言いますけれども，現場技能職と

いった方がいい，現場技能職のレベルで，むしろ技能実習で第三号ができる，そして特定

技能ができる，特定人材ができるという形で，現場技能職の方に，能力を発揮していただ

いて，自分もこの社会でやっていこうという自信もでき，日本の社会もこの人とやってい

きたいという，お互いがうまくマッチングすれば，日本にこれからずっといていただくと

いう，これまで専門技術職において認められた，キャリアのパターンというのを更に現場

の技能職についても適用させていく，というスタイルがこの日本の社会に根付き始めよう

としていると．そういう意味で，私が今，日本の社会も向かっている方向性，そういう意

味で私は日本の現場の中にも，人材育成思考というのが登場しているというふうに言って

いるわけです．

・宮井氏： ありがとうございます．短いリアクションとしては，まさしく中間にある，

というのは，良い意味でもあり悪い意味でもある，というのを一つお伝えしておきたい，

―394―



というのがポイントです．やはり，カナダの二極化しているからこそ，お互いわかりやす

く帰るというのが前提化される，ただ逆に5年間にわたってしまうと，やはり5年間って

パーマネントに属してしまうカテゴリーに入ってしまうからこそ，ある種の中途半端さと

いうのは，どういうふうに解釈していくべきなのか，というのは，引き続き議論していき

たい，と思うところです．

・林氏： いろいろな形があるということで，カナダ型，日本型もどうなっていくのか楽

しみですけれども，ここでニリムさんから手が挙がっていますので，どうぞお話ください．

・ニリム氏： ありがとうございます．パネリスト同士でもお話をしてもいいという機会

であるというふうにおっしゃいましたので，佐藤先生にお聞きしたいと思います．カナダ

のスキームにおきましては，労働者は雇用主を変えることはできるのでしょうか．といい

ますのは，最近私達は似たような季節労働者のプログラムをニュージーランドとオースト

ラリアでレビューをしたところ，非常に多くのパラメーターでの評価は良かったのですが，

労働者は雇用主を変えることができない，またワーク・パーミットというのは雇用主に結

び付けられています．そういった意味では脆弱な立場にあり，不服の申し立てや苦情など

を申し立てることができないということでした．また，労働組合員にも参加をすることが

できないということで，カナダのスキームの場合は，労働組合の役割はどういうものなの

でしょうか．

またもう一つコメントがあるのですが，加藤さんのこれはアジアの送り出し国からなの

ですが日本に対してということですけど，日本は181の条約に関して批准をされていると

思います．この中で重要な条項のうちの一つというのは，採用費用またそれに関連する費

用に関しては労働者に対して請求をしてはいけない，また例外はあるけれども，その例外

を作るためには手順があるということでした．そこで日本は送り出し国から採用費用，ま

た関連費用などに関しては労働者に請求されるべきではなく，雇用主が負担するべきだと

いうことに関してお聞きしたいと思います．

・林氏： それでは佐藤先生の方から，カナダの制度についてお願いします．雇用主を変

えられるのか，労働組合はあるのか，という点だと思いますが．

・佐藤氏： まず転職に関して言うと，季節限定で来ています．季節限定で来ている，と

いうことはそれだけTIMEISMONEYでして無駄な時間というか，そういうのは極力

少なくするということが原則です．そういう意味で，原則は来たところで働くと，で帰る

ということですけれども，私の説明の中にちゃんと入れました通り，そうでないミスマッ

チのケース，ミスマッチだけではない季節が短いケースもあるわけで，農繁期が短いケー

ス，せっかく来たにもかかわらず，終わったらそれで帰る，というのはあまりにも無駄な

わけで，季節は農産物によって違うわけで，他の農地で必要であればそちらに移る，とい
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う形の有効利用という仕組みは，かなりきちんと作っているということであります．ただ，

それ以外の理由で勝手に利用するというのは，あまり認められないのだろうと思います．

いずれにしても，エージェントの許可等々がやっぱり必要です．

それから労組については，とりわけ面白いことがあるのですけれども，労働組合関係の

労使関係については，カナダの場合には各州レベルで全然違います．とりわけ，ブリティッ

シュコロンビアの事例が研究者で紹介されているのですけれども，季節SAWPの場合に

は，毎年季節が終わったら帰ります．翌年呼びます．呼ぶ時には，経営者が，こいつは能

力がある，こいつは有能だと，で呼びたいという条件で，それがはっきり証明されて呼ぶ

ことができるわけです．呼ぶっていうのはリコールといいますけれども，リコールされる

のは経営者が能力を証明した人です．今，私はそういうふうに能力がある人がリコールさ

れるって言いました．裏の言い方をすると，経営者が，こいつは組合の活動をしてちょっ

と困ると思ったら，こいつは来てもらいたくない，と能力評価でネガティブな評価をしま

す．その結果として，リピートで来る，ということができないというトラブルがあるので

す．そのときに，経営者にとっては絶対的な支配力です．お前が僕の言うことを聞かなけ

れば，リコールせんぞ，言うことを聞けばリコールするぞと．と言う意味では，リコール

をする・しない，というのは，経営者にとっての絶対的な支配権です．そういう意味で，

都合のいい労働者をリコールする，ということが事実上可能なところがあります．

これに対して，労働組合が歯止めをかける事例がブリティッシュコロンビアであって，

リコールする・しないはカナダの社会も先任権というのがあって，何年も長いこと働いた

労働者にはリコールされる権利が，もう一度リコールされて勤続年数の長い順から，リコー

ルする，というある意味ルールがあるわけです．それを外国人にSAWPにも適用せよと

いうことを，ブリティッシュコロンビアの労働組合は，SAWPの組合員を入れて，合意

で妥結したのです，経営者との間で．万々歳かと思いきや，今度はメキシコ政府が，メキ

シコの主権国家として，それはまかりならんと．最終的に誰を送り出すかは，メキシコ政

府が判断すると．メキシコ政府としては，先ほどのエージェントは何もいいことばかりす

るわけではなくて，国家権力ですから，国家主権を発揮しますから，しかもほかのジャマ

イカ等との競争関係もありますから，あまり農場主に都合の悪いことをエージェントが言っ

てますと，みんなメキシコから離れていくわけです．そういうことのないように，エージェ

ントは農場主の理解も代表しながら，労働者，あるいは主権，送り出し国の利害，そこら

辺のバランスをとる，あるいは農場主の顔色をうかがいながら，農場主に嫌われているよ

うな組合活動を積極的にやるようなのを，強引に押し込んでいると，その農場主からもメ

キシコ人はとらないようにしよう，という形になりかねず，やっぱりおそれていると．そ

こで最終的に，カナダの国内では労使で合意したにもかかわらず，先任権に従ってリコー

ルをするということで，農場主も同意したにもかかわらず，メキシコ政府がそれはまかり

ならん．最終的に誰を送り出すかは，送り出し国の権利だということで，最終的にはメキ

シコ政府，メキシコ国家の主権によって農場主もある意味，絶対的支配権が補強されたと

いう形で今，推移をしています．
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そのあたりは，カナダの中のダイナミックな動き，あるいは国境を越える労働市場には，

ナショナルな労働市場に無い，そういう力関係というのが働いているという事例として，

僕は大変面白い事例だというふうに思っております．決して働く側にいいように，全てが

作用するわけでは決してありません．それは国境を越える労働市場の本当の姿です．

・林氏： ありがとうございます．複雑なステークホルダーがあるということで，それで

は加藤さんの方から，例えば日本はもっと強く言える立場にあるのではないか，という点

について，お答えいただけますか．

・加藤氏： はっきり良い答えができる感じは，していないのですけれども，おっしゃっ

ていただいた通りILOの181号条約で，民間の仲介斡旋に関する条約で規定されていて日

本も批准している，というのは理解しています．けれども，今回調査対象にした国の中で

はご紹介した通り，フィリピンぐらいが労働者本人に仲介斡旋手数料を負担してはいけな

い，ということを比較的厳格に運用しているかなというところで，他の国はそうではない

実態があったかなというふうに思っています．これから先は，私が見聞きしている範囲で

しかないのですけれども，日本の外国人の支援団体などが，まさに181号条約批准してい

るからこそ，もっともっと政府として強く動いていいのではないか，というような意見を

述べているというのは把握していますけれども，その方とどう厚労省なり外務省さんなり

で動いているのかというのが私の方では把握してない状況です．

・林氏： ありがとうございました．

・柴崎氏： せっかくこのメンバーなので，一つ世で言われていないけれど，私が提言し

たいことを皆さんと共有できたらと思うのですけども，我々，今日お見せしたように，も

うアジア全域，ほぼ本当に全ての国で日本への就職イベントを行っています．でも700大

学近くを網羅しているのですけども，こうやって訪問しながら日本に人材リクルーティン

グしてみえたことっていうのは，いわゆる，今日，私は，ブルーカラー・ワーカーという

言い方をしてしまっていますけれども，特定技能と技能実習の領域，介護でも建設でも農

業でも漁業でも，どの領域でもその各国の高等教育機関以上，専門学校だったり，大学以

上でその領域を学んでいる人たちがたくさんいて，東南アジア・南アジアだけで大学生っ

て5,000万人以上いるので，その方々っていうのは，いわゆる技能実習でも特定技能でも

喜んで大卒でも日本を目指してくれます．そんなわけないでしょ，ってよく言われるんで

すけれども自民党本部に行ってこういう提言をしても．どういうことかっていうと，今日

給与の各国の差を見せましたけれども，先ほどお伝えしたようにネパールの最高学府を出

ても，初任給でやっぱり100ドルいくかいかないか，そもそもほとんど就職口がない，そ

ういう国がたくさんあります．もしくはエリアがあります．なので，日本のこれはどちら

かというとメリット，失踪者を減らす，犯罪率を減らすみたいなところにもすごく関わる
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のですけれども，もっと各国の18歳以上であればいい，高卒だったらいい，ではなくて，

大学等で専門的に学んだ人たちを日本の地方にもっと呼び込むってことはできます．なの

で，それをもっとやればいいな，というふうに思います．何年その方々が残ってくれるか，

というのは，私は制度の問題じゃなくて，どの国から来ているか，ということが一番大き

いと思います．つまり中国の方々が10年前，圧倒的に日本で技能実習でも留学でも働くで

も多かった．なぜ今はあまり来なくなっているか，技能実習もほとんど来なくなりました．

つまり所得水準がもう日本に近づいた，それはイコール，10年前に来た人たちも戻ったら

もう日本に近い所得を得られる，ということになります．つまり，10年後，この国は現地

の所得がどれぐらいになるか，ということをちゃんと科学的に最初からチェックができる

ので，類推ができるので，そうすると10年後20年後でも日本に残ってくれる国はどこだろ

う．実はこれが全部予想できるのが外国人受け入れ政策ですね．長くなりましたが，以上

です．

・林氏： まさにその部分で柴崎さんにお伺いしたかったことがあります．といいますの

もシン・アシザワさんから質問が入っていまして，海外でも取得した学歴資格の認証が日

本で欠如しているということがあると，これをどうするか，ということで．今おっしゃら

れたように，もうアジアにもたくさんのそういった技能を勉強している方がいるというの

を，日本にスムーズに来られるようにするにはどうしたら良いか，という点について，も

しご意見があればお聞かせいただけますでしょうか．

・柴崎氏： これは大学，少なくとも専門・大学以上，3年か4年間学んでいれば，その

ディグリーがちゃんとサーティフィケーションがありますので，いわゆる技術・人文知識・

国際業務，技・人・国のときに必要とする要件を全カテゴリーに適用してしまえば，同じ

ものを出してください，卒業証明書，成績証明書がありますよね，ってそれで私はいいと

思っています．そこがグレーな領域が技能実習とか特定技能に非常に多いので，絶対ない

とおかしいよねっていう，大卒以上，専門学校から専門・大学以上，高等教育機関以上に

絞ればこの問題がなくなると思っています．

・林氏： ありがとうございました．それでは，まだまだ質問それぞれあると思いますけ

れども，もう時間になりましたので，パネル・ディスカッションの方はここで締めさせて

いただきたいと思います．皆様どうもありがとうございました．

・司会： モデレーターの林様，パネリストの皆様，ありがとうございました．
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日本における婚前交渉の半世紀：

未婚者の性行動はいかに変化してきたのか？

中 村 真理子

Ⅰ．問題意識

2000年代中盤以降，日本では若者の性交渉経験率が低下している．図1は「出生動向基

本調査」の第9回調査（1987年実施）から第15回調査（2015年実施）を使用し，「異性と

の性交渉」の経験がある未婚者の割合の推移を示したグラフである．18～19歳，20～24歳

では，男女いずれも1987年から2002年にかけて性交渉経験がある者の割合が上昇し，2005

年以降は低下している．25～29歳，30～34歳ではそれほどはっきりとした傾向を読み取る

ことはできないものの，未婚率が高い若年層での低下が確認できる．
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2000年代中盤以降，日本では未婚者の性交渉経験率が低下している．このことは異性の交際相手

を持たない未婚者の増加と関連付けて論じられてきたが，そもそも日本において未婚者が異性と性

交渉（婚前交渉）を行うことが珍しくなくなったのはいつ頃のことなのだろうか．本研究ではこの

ような関心に基づき，2000年前後に実施された3つの全国規模の疫学的性行動調査を参照し，個人

がライフコースの中で最初に経験する性交渉（初交）について，男女間，世代間での比較を行った．

その結果，婚前交渉を行うことが珍しくなくなった時期は男女で異なっていることが確認された．

さらにこれらの知見を踏まえて「出生動向基本調査」（第15回調査）の独身者調査票のデータを使

用し，18歳から24歳の未婚者が性交渉を経験する過程の分析を行った．

キーワード 婚前交渉，初交，性交渉経験率，異性交際，買春



このような若年未婚者の性交渉経験率の低下傾向は，異性の交際相手を持たない未婚者

の増加と関連付けて論じられてきた．たとえば山田（2012）は日本では近年女性と付き合

いたいという願望さえ持たず，女性に対する興味自体を失っている男性が現れつつあると

述べ，その根拠の一つに10歳代から20歳代前半の未婚男性の性交渉経験率の低下を挙げて

いる．また，小林（2019）は「『恋人との交際，キス，デート，性関係』を『恋愛行動』」

と定義し，定量的なデータに基づいて恋愛経験の世代間，男女間比較を行っている．

こういった言説や研究では，2010年代頃の日本においては未婚者が異性と交際し，交際

には性交渉を伴うことが一般的になっており，このことが社会の中で（少なくとも一定程

度は）容認されているという暗黙の前提が置かれている．2015年時点で20～24歳の未婚の

男女の約半数に性交渉の経験があることを踏まえれば（図1），未婚者が性交渉を行うこ

とが珍しくなくなっていることは間違いない．また，未婚者が性関係をもつことに対して

開放的な考え方をする人が多数派を占めるようになったことはデータから確認することが

できる．図2はNHK放送文化研究所が実施している「『日本人の意識』調査」の結果を

参照し，「結婚していない若い人たちの男女関係」に対する人々の意識の変化を示したグ

ラフである．「結婚式がすむまでは，性的まじわりをすべきでない」とする人の割合は

1973年には58.2％であったが，2013年には20.7％にまで低下している．「結婚の約束をし

た間柄なら，性的まじわりがあってもよい」とする人の割合は1978年以降は20％前後でほ
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図１ 男女別，年齢階級別にみた，「異性との性交渉」の経験がある未婚者の割合：

1987年から2015年

資料）国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」
注）「あなたはこれまでに異性との性交渉をもったことがありますか」という質問に対し，「ある」と回答した者
の割合．調査票上では「性交渉」の定義を示していない．調査回によって質問文が異なっている場合がある．



とんど変わっていない．一方で「深く愛し合っている男女なら，性的まじわりがあっても

よい」とする人の割合は1973年には19.0％であったものの，2013年には46.2％にまで増加

している．つまり，「未婚者が異性と交際し，交際には性交渉を伴うことが一般的になっ

ており，このことが社会の中で（少なくとも一定程度は）容認されている」という前提は，

社会の実態に即していると言えるだろう．

では，未婚者が性交渉を行うことが珍しくなくなったのはいつ頃のことなのだろうか．

また，そもそもかつての若者は本当に結婚まで性交渉を行っていなかったのだろうか．ア

メリカの場合，60年代後半頃から婚前性交渉，同棲，婚姻外性交渉，複数との性関係，同

性間の性関係といった性のあり方が広がり，80年代ごろには一定程度一般化していったと

され，この現象は「性革命（sexualrevolution）」と呼ばれている（瀬地山 2012）．日本

の場合，未婚者が性関係をもつことに対して開放的な考え方をする人が増加してきた過程

は定量的に測定されているが（図2），未婚者が実際に性交渉を行うようになったのがい

つ頃かということはそれほど明確にわかっているわけではない．無論，日本でも戦前から
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図２ 未婚者が「性的まじわりをもつこと」に対する意識の変遷（16歳以上の男女）：

1973年から2013年

資料）NHK放送文化研究所「日本人の意識調査」（第1回～第9回調査）．
注）NHK放送文化研究所（2015）の付録Ⅰの21頁掲載の第29問集計表より筆者作成．小数点以下第２位を四捨
五入した値であり，合計が100％にならない場合がある．調査票では「結婚していない若い人たちの男女関係に
ついて，どのようにお考えですか．リストの中から，あなたのお考えにいちばん近いものを選んでください」と
いう質問文とともに，「結婚式がすむまでは，性的まじわりをすべきでない」「結婚の約束をした間柄なら，性的
まじわりがあってもよい」「深く愛し合っている男女なら，性的まじわりがあってもよい」「性的まじわりをもつ
のに，結婚とか愛とかは関係ない」「その他」「わからない」という選択肢が提示されている．



性行動研究，性行動調査は行われてきている（佐藤 2019）．特に1974年に学生を対象とし

た「青少年の性行動全国調査」が開始され，1987年からは「出生動向基本調査」の独身者

調査に性交渉経験に関する質問が加わったことで，未婚者の性行動の時代変化を定量的に

捉えることが可能になった．しかし，それ以前には全国規模の代表性がある性行動調査は

行われていない．また，1970年代以降に実施された性行動調査では，高い年齢層の人々が

若者であったときの経験を測定することに主眼が置かれていない場合が多い．つまり，

「かつての若者」の性行動の実態を捉えたデータは限られている．さらに，歴史人口学や

民俗学の知見からは20世紀前半以前の日本社会では，結婚前の若者が性交渉を行うことが

珍しくはなかったことが明らかにされている（服部 2017，落合 2022）．単純に，時代を

さかのぼるほど性交渉経験がある未婚者は少ないと考えることは誤りであるかもしれない．

そこで本研究では日本の人々の中で実際に経験されてきた婚前交渉に焦点を当てる．な

お婚前交渉とは，広義には未婚の男女の性関係のことを，狭義には結婚を前提として交際

している男女が性関係をもつこと指す（望月 1996）．本研究では広義の定義を採用し，具

体的には「未婚の個人が異性と行う性交渉」を指して婚前交渉という用語を用いる１）．

はじめに2000年前後に行われた疫学的性行動調査の結果を参照し，個人がライフコース

の中で最初に経験する性交渉（初交）について，男女間，世代間の比較を行う．初交に注

目するのは，「性交渉の経験がある」ということを「初交の経験がある」と，そして「婚

前交渉の経験がある」ということを「初交の相手が（初交時点での）配偶者以外である２）」

と読み替えることができるというデータ解釈上の理由からである．先述の通り，日本では

調査対象者に高い年齢層の人を含む，代表性のある性行動調査が豊富に存在するわけでは

ない．特に，個票データが公表されている調査は限られている．しかし，公衆衛生分野で

は初交年齢は性的活動の開始とともに妊娠や性感染症といったリスクへの暴露期間に入る

ことを示す指標とされているため（SlaymakerE,etal.2020），疫学的な性行動調査では

初交に関する質問項目が含まれることが多い．そして初交に関しては，公表されている集

計表からであっても比較的多くの情報を読み取ることができる．「婚前交渉の経験がある」

ということを「初交の相手が（初交時点での）配偶者以外である」と読み替えることによっ
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1）近年の人口学や社会学においては，未婚者の性交渉経験率の低下や異性の交際相手を持たない未婚者の増加

といった現象は，少子化の背景要因である未婚化・晩婚化との関係の中で研究対象とされてきた．たとえば小

林・大崎（2019）は，「恋人と交際する」「デートをする」「キスをする」「性関係をもつ」といった経験とその

後の結婚確率の関係を分析している．本研究はこういった先行研究の前提となる，未婚者が性交渉を行うこと

が珍しくなくなった社会状況が成立してきた過程に関心があるため，異性間の性交渉に焦点を絞り，同性間の

性交渉については扱わない．

2）このような書き方をしているのは，初交時点では恋人や友人であった相手とその後結婚することがあり得る

ためである．山田・白河（2008）は，1970年代まではセックスはあくまでも結婚を前提としたもので，セック

スをして結婚をしないという選択肢をとることは難しく，結婚とセックスが結びつかなくなったのは1980年代

からであると指摘している．本研究の関心に従えば，初交の相手が（初交時点での）配偶者以外であった場合

に，その相手とのちに結婚しているか否かということも区別した集計を行い，「セックスをして結婚しないと

いう選択肢」がいつ頃から現れたのかということを確認することが望ましい．しかし，本研究で参照するデー

タからは初交の相手とその後結婚しているかどうかということは特定できないため，この点は今後の課題とす

る．



て，既存の情報から婚前交渉の時代変遷を描出することが可能になる．

次に，2000年頃の日本社会において未婚者の中で異性交際と性交渉経験がどのように関

係しているかということを整理する．図1で示した通り，2000年代中盤以降は未婚者の性

交渉経験率が低下しており，このことは異性の交際相手を持たない未婚者の増加に関連が

あるとみなされてきた（山田 2012，小林 2019）．しかし，異性交際と性交渉は別の事象

である．性交渉を伴わない異性交際も，異性交際を伴わない性交渉（売買春など）も存在

する．未婚者の性交渉経験率の低下の背景で，交際を伴わない性交渉の減少が起きている

といったこともあり得るだろう．2000年代中盤以降の未婚者の性交渉経験率の低下と異性

の交際相手を持たない者の増加の関係を論じる前に，異性交際と性交渉経験の関係を定量

的に整理しておく必要がある．そして，この結果に基づいて「出生動向基本調査」（第15

回調査）の独身者調査票の個票データを探索的に分析し，未婚者の性交渉経験率の低下の

背景について検討する．

なお，本研究では「男女間の膣性交」を念頭におきながら「性交渉」という表現を用い

ている．しかし，以下で参照する調査では質問文の中で「性交渉」以外に「セックス」と

いう表現が使われている場合があり，調査対象者に「性交渉」「セックス」には膣性交以

外の行為を含んでいると明示しているものもある３）．調査で測定されている「性交渉」

「セックス」には「膣性交」以外の行為が含まれている可能性が高い．つまり，「男女間の

膣性交」以外を含む「性交渉」「セックス」を測定した調査を参照し，測定されている

「性交渉」「セックス」を「男女間の膣性交」と解釈していることになる．この点は厳密さ

を欠くことになるが，データの制約上やむを得ないと判断した．なお，調査結果を引用す

る際には，図の注や脚注において調査票の質問文をできるだけ丁寧に示している．本文と

合わせて確認いただきたい．

Ⅱ．疫学的性行動調査からみた初交の時代変遷

1． 本研究で参照する性行動調査について

本節では全国規模で実施された性行動調査の結果を参照し，人々が初交をいつ，どのよ

うな相手との間で経験してきたのかを確認する．具体的には，1999年6月に厚生省HIV

感染症の疫学研究班行動科学研究グループ（研究代表者：木原正博）が実施した「日本人

のHIV／STD関連知識，性行動，性意識についての全国調査」，1999年11月から12月に

かけてNHKが実施した「日本人の性行動・性意識調査」，日本家族計画協会が2002年か

ら2年毎に実施している「男女の生活と意識に関する調査」の結果報告書に掲載されてい

る集計表を参照する．
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3）このことは「性交渉」「セックス」の定義が自明ではないことを意味しており，調査間でのワーディングの

違いが調査結果に影響している可能性が考えられる．しかし，大規模な性行動調査自体がそれほど多くは行わ

れておらず，この点を厳密に検討することは困難である．そのため本研究では，「性交渉」と「セックス」を

同義のものとして解釈する．



上記の3調査には2つの共通点がある．一点目は，調査の実施もしくは開始の時期が

2000年前後であること，二点目は個人の性行動について過去の経験を含めて質問している

全国規模のサンプリング調査であることである．これは3つの調査が2000年頃に発生した

HIV感染症の流行と10歳代の人工妊娠中絶・性感染症の増加という当時の社会的問題を

背景に設計・実施された調査であることに起因する．もともと日本では，全国を代表する

サンプリングの性行動調査は行われていなかった．しかし，HIV感染症の流行に伴い性

行動の実態把握の必要性が強く認識されるようになったことを受け，予防対策の企画立案

に役立つエビデンスを提供することを目的として実施されたのが「日本人のHIV／STD

関連知識，性行動，性意識についての全国調査」である（木原ら 2000）．この調査の約半

年後に行われた「日本人の性行動・性意識調査」は調査票の質問項目が一部共通しており，

2つの調査は比較可能な形になっている（NHK「日本人の性」プロジェクト 2002，木

原ら 2000）．これに対し，10歳代の人工妊娠中絶・性感染症の増加を背景に，「課題の現

状と問題点を探る」ことを目的に開始されたのが「男女の生活と意識に関する調査」であ

る（日本家族計画協会 2003）．つまり，これら3つの調査は実施主体が異なってはいるも

のの，日本社会全体における性行動の実態を捉えることを主眼においた設計となっており，

性行動というプライバシーに抵触する質問を中心とした調査票であるにも関わらず高い回

収率を達成している．

なお以下で参照する集計結果には，性交渉の相手が同性の場合が含まれている可能性が

ある．本来であれば相手の性別も区別できる形で集計した結果を参照することが望ましい

が，いずれの調査も個票データは公開されておらず，公表済の集計表を参照せざるを得な

いという制約がある．また，「日本人のHIV／STD関連知識，性行動，性意識について

の全国調査」によれば過去に同性との性的接触の経験があると回答した人は男性で1.5％，

女性で1.8％（木原ら 2000）とされていることから，同性間の性交渉が含まれていたとし

ても限られた数であると判断し，相手の性別はすべて異性であるとみなして解釈すること

とした．

2． 初交を経験する年齢

現代の日本社会では何歳頃に初交を経験する人が多いのだろうか．図3は性交渉の経験

がある人の割合を男女別，年齢階級別に示したグラフである．性交渉の経験がある人の割

合は，20歳未満では男女いずれも3割程度であるが，20～24歳では男性の約7割，女性の

約6割である．そして，25～29歳では男女いずれも約8割に，30～34歳で約9割に及ぶ．

そして35～39歳で95％ほどに達するとそれ以上の年齢階級ではほとんど一定になる．あく

まで2002年時点の横断調査のデータに基づいた解釈ではあるが，日本では10歳代から30歳

代前半で初交を経験する人が多数を占め，特に20歳代で経験する人が多い．
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3． 初交の相手との関係

次に初交の相手のとの関係に注目する．図4は，図3で「性交渉の経験がある」と回答

した人について，初交の相手との関係別の内訳を示したグラフである．

男性では，いずれの年齢階級でも初交の相手が「恋人」であったと回答している者の割

合が最も高い．特に20歳未満，20～24歳では初交の相手のほとんどが「恋人」で，それ以

外の「ゆきずりの人」「この中にはいない」といった回答を選択している人はわずかであ

る．25～29歳では「ゆきずりの人」「この中にはいない」といった回答をしている者の割

合が上昇し，新たに「配偶者」「お金を払った相手（性風俗など）」といった回答も表れて

いる．そして30歳代以上では年齢階級が高くなるほど，初交の相手を「恋人」以外が占め

る割合が上昇する．特に，年齢階級が高いほど初交の相手は「配偶者」「婚約者」である

割合が高く，35～39歳以上では「お金を払った相手（性風俗など）」と回答している者の

割合が10％を上回る．

女性の場合も，いずれの年齢階級においても初交の相手が「恋人」であったと回答して

いる者の割合が最も高い．20歳未満，20～24歳では初交の相手のほとんどが「恋人」であ

る点も男性と共通である．また，25～29歳以上の年齢階級で「恋人」以外の回答が増加し，

年齢階級が高いほど「配偶者」「婚約者」を挙げる人の割合が高くなる傾向も同じである．
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図３ 男女別，年齢５歳階級別にみた「セックス（性交渉）」の経験の有無の割合：2002年

資料）日本家族計画協会『第1回男女の生活と意識に関する調査報告書』43頁掲載の統計表より筆者作成．
注）集計対象は2002年10月1日時点で満16歳から49歳の男女1572人（調査標本数は3000人）．「あなたは，これま
でにセックス（性交渉）をしたことがありますか」という質問に対する回答の集計結果．「第1回男女の生活と
意識に関する調査」では，調査対象者に対し「セックス（性交渉）」の具体的な定義を提示していない．集計に
は同性間の性交渉が含まれている可能性がある．



しかし，「配偶者」「婚約者」が占める割合は男性よりも高い．「お金を払った相手（性風

俗など）」という回答は女性では見られなかった．

図4からは以下の3つの指摘をすることができる．第一に，10歳代から20歳代前半の若

者が初交を経験している場合，その相手は「恋人」である場合が大半を占めている．第二

に，20歳代後半以上の年齢階級では，初交の相手として，「配偶者」「婚約者」が挙げられ

るようになっている．この割合は年齢階級が上昇するほど高く，男性よりも女性の場合に

高い傾向がある．第三に，男性のみ初交の相手が買春（「お金を払った相手（性風俗など）」）

という場合がある．

では，初交の相手は時代とともに変化してきたのだろうか．図3，図4見てきたように，

2000年頃の日本社会では男女ともに10歳代から30歳代前半で初交を経験する者が多く，性

交渉経験がある者の割合は30歳代前半でおよそ9割に達している．このことから考えると，

たとえば40歳代の人に初交の相手を質問した場合でも，60歳代の人に初交の相手を質問し

た場合でも，回答者は自身が10歳代から30歳代に経験した初交の時の相手を回答している

ことになる．つまり，40歳代以上の人々を対象に年齢階級別の初交の相手の分布を比較す

ると，そこから初交の相手の世代間の変化を読み取ることができる．このような視点に基

づいて，「第1回男女の生活と意識に関する調査」よりも高い年齢層の人々を調査対象に

含んでいる「日本人の性行動・性意識調査」の結果をみていく．

図5は，図4と同様，男女別，年齢階級別に性交渉の経験の有無別の割合を示し，性交

渉の経験がある人については初交の相手との関係別の内訳を示したグラフである．「日本

人の性行動・性意識調査」は1999年に実施されているため，概ね，60歳代は1930年代生ま

れの世代，50歳代は1940年代生まれの世代，40歳代は1950年代生まれの世代とみなすこと

ができる．また，30歳代は初交を経験する過程にある年齢層として位置づけられるが，初交

を経験している者の割合は30歳代前半で9割程度に達している（図4）．世代間の変化を

より長期的に捉えるため，30歳代を1960年代生まれの世代とみなして世代間比較に加える．

男性の場合，初交の相手が「恋人」である割合は1960年代生まれ（30歳代）では50％を

上回っているが，年齢階級が高くなるほど割合は低下し，1930年代生まれ（60歳代）では

14.6％となっている．反対に，初交の相手として「配偶者」「婚約者」を挙げる者の割合

は1960年代生まれ（30歳代）では3.9％であったが，年長世代ほど割合が上昇し，1930年

代生まれ（60歳代）では32.0％であった．また，買春（「風俗施設（赤線・ソープランド

など）の人」）は1960年代生まれ（30歳代）では17.5％であるが．1950年代生まれ（40歳

代）以上では約25％を占める．

女性の場合，1960年代生まれ（30歳代）では初交の相手が「恋人」である割合は全体の

6割を超えているが，年齢階級が上昇するほど低下し，1930年代生まれ（60歳代）では1

割を下回る．一方で初交の相手として「配偶者」「婚約者」を挙げる者の割合は1960年代

生まれ（30歳代）では4.4％であるが，1930年代生まれ（60歳代）では約70％に及ぶ．そ

して図4の結果と同様，買春（「風俗施設（赤線・ソープランドなど）の人」）を選択した

人はいなかった．
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図４ 男女別，年齢５歳階級別にみた「セックス（性交渉）」の経験の有無の割合

（初交の相手との関係別の内訳）：2002年

資料）日本家族計画協会『第1回男女の生活と意識に関する調査報告書』43頁，48頁掲載の統計表をもとに筆者
作成．
注）集計対象と質問文については図3の注を参照．初交の相手との関係は「初めてセックス（性交渉）をした相
手は，当時，あなたとどういう関係でしたか．」（下線ママ）という質問に対する回答を集計した結果を参照した．
回答の選択肢には「セックス（性交渉）することでお金をくれる相手」があったが，選択した者がいなかったた
め凡例には記していない．
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図５ 男女別，年齢10歳階級別にみた「セックス」の経験の有無の割合

（初交の相手との関係別の内訳）：1999年

資料）NHK「日本人の性」プロジェクト編集『データブックNHK日本人の性行動・性意識』196頁掲載の問7
の集計表と225頁掲載の問47の集計表から筆者作成．
注）集計対象は16～69歳の国民2103人（調査対象者数は3600人）．調査票ではセックスの定義を明示し（「ここで
いう『セックス』とは，必ずしも性器挿入（膣性交，肛門性交）にかぎりません．性器への接触があり，性的な
快感がともなえば，『セックス』と考えてください．ただし，『キスする』や『抱き合う』など性器への接触をと
もなわない行為や，『マスターベーション（オナニー・自慰）』は含めないでください」），その後に「あなたは，
いままでにセックスをしたことがありますか．」という質問で性交渉の経験を聞いている．そして，「はい」と回
答した者を対象に「初めてのセックスの相手は，当時，あなたとどういう関係にありましたか」という質問をし
ている．調査票上では「友人」「顔見知りの人」「家族」「その他」「無記入」はそれぞれ独立した選択肢であった
が，製図の都合上カテゴリを集約した．集計には同性間の性交渉が含まれている．



図5からは，1930年代生まれから1960年代生まれの世代の中で，初交の相手は「配偶者」

「婚約者」から「恋人」へと変化してきた過程を読み取ることができる．また，いずれの

世代でも初交の相手として「配偶者」「婚約者」を挙げる割合は女性のほうが高く，特に

1930年代生まれの女性では全体の約7割を占めていた４）．

そして1930年代から1960年代生まれの男性では，4人から5人に1人程度が買春（「風

俗施設（赤線・ソープランドなど）の人」）によって初交を経験していた．なお，初交の

相手が買春であるとした回答の割合は調査によって若干水準が異なっており，「第1回男

女の生活と意識に関する調査」から作成した図4の30歳代，40歳代の結果と，「日本人の

性行動・性意識調査」の結果から作成した図5の30歳代，40歳代の結果を比較すると，後

者のほうがやや高い．また，「日本人のHIV／STD関連知識，性行動，性意識について

の全国調査」では，性交渉の経験がある男性のうち，初交相手との関係が買春と回答して

いる者の割合は，35～44歳では18.6％，45～54歳で22.8％，55～59歳で23.1％となってい

る５）．調査によってばらつきがあるものの，概ね2割前後程度が買春によって初交を経験

していたと言えるだろう６）．

Ⅲ．「出生動向基本調査」（独身者調査票）の分析からみる近年の状況

1． 「性交渉の経験がある」ということは何を意味するのか？

ここまで見てきたように，2000年頃の日本では10歳代から30歳代前半にかけて初交を経

験する人が多い（図3）．そして，10歳代から20歳代前半で性交渉の経験があるといった

場合，初交の相手として最も多く挙げられているのは「恋人」であり，それ以外の回答は
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4）1953年から1956年にかけて大阪市近郊の有配偶女性を対象に実施された性行動調査の結果によれば，結婚前

に「接触」を経験した者の割合は12.8％，経験なしと回答している者が80.0％，無回答が7.0％となっている．

そして初交の相手は20歳代では8割，30歳代から40歳代では5割，50歳代の8割が「現在の夫」であった．

（朝山 1957）．図5と概ね一致する結果ではある．ただし脚注2でも指摘したように，図4，図5中で初交の

相手として回答されている「恋人」がその後結婚相手である可能性はある．

5）「日本人のHIV／STD関連知識，性行動，性意識についての全国調査」では，「セックス（性交渉）」の定

義を調査対象者に示し（「この調査では，セックス（性交渉）とは，以下の3つの行為を意味します．膣（ち

つ）性交：男性の性器（ペニス）を女性の性器に挿入する（される）行為／口を使ったセックス（性交渉）：

男性の性器（ペニス）や女性の性器を口や舌で刺激する（される）行為／肛門性交：男性の性器（ペニス）を

女性あるいは男性の肛門に挿入する（される行為）」），性交渉の経験は「あなたはこれまでにセックス（性交

渉）の経験がありますか」という質問をしている．そして，「はじめてのセックス（性交渉）の相手とその当

時のあなたとの関係をあげてください」という質問とともに「配偶者（夫，妻）」「婚約者」「恋人」「友人」

「顔見知りの人（親類も含む）」「たまたま出会った人」「お金を払って（もらって）セックスした人」「その他」

という選択肢を提示し，初交の相手との関係を聞いている．なお，選択肢では「お金を払って（もらって）セッ

クスした人」となっているが，報告書577頁の表4「初交の相手との関係」では「買春」となっている（木原

ら 2000）．ここでは集計表の数値を引用した．

6）1949年から1951年に夫婦を対象に性行動調査を行った篠崎（1953）によれば，結婚前に性交渉の経験がある

と回答した男性は58.1％となっている．そして結婚前に性交渉の経験がある男性のうち，その相手の9割以上

が「職業婦」であると回答している．本節で参照してきた調査と比較すれば小規模であり，調査対象地域や調

査手法等によるバイアスがある可能性は否定できないものの，売春防止法の施行（1957年）前に行われた調査

であることを考えれば社会の実態を反映した数字であると推察できる．買春によって初交を経験している男性

の割合はより高い可能性がある．



少数であった（図4）．しかし，20歳代後半以上で性交渉の経験があるといったとき，初

交の相手は「婚約者」「配偶者」である場合や，男性では買春である場合が確認された

（図4，図5）．

つまり，2000年頃の日本社会において，10歳代から20歳代前半の未婚者が「性交渉の経

験がある」といったとき，そこには売買春によって初交を経験した者は含まれていない７）．

初交の相手として，「ゆきずりの人」「この中にはいない」「不明」（図4），「家族・その他・

無記入」（図5）といった回答が一部あるものの，「恋人」（図4，図5）と「友人・顔見

知りの人」（図5）が大半を占めている．よって，2000年頃の日本社会において10歳代か

ら20歳代前半の未婚の若者が経験する初交は，概ね，交際を伴った相手（「恋人」「友人・

顔見知りの人」）との間で生じていると考えることができる．

このことをさらに言い換えると，10歳代から20歳代前半の未婚の若者が「性交渉の経験

がない」状態から「性交渉の経験がある」状態へと移行するとき，その過程で「交際相手

がいるが，性交渉の経験はない」という状態を経ていると想定することができる．ただし，

20歳代後半以上の未婚男性では「性交渉の経験がある」といっても「交際相手がいるが，

性交渉の経験はない」状態を経由しているとは限らない．買春によって初交を経験してい

る可能性が排除できないためである．

2． 分析

近年の日本において，未婚者の性交渉経験の有無にはどのような背景要因が関係してい

るのだろうか８）．また，先述のように未婚者が「性交渉の経験がない」状態から「交際相

手がいるが，性交渉の経験はない」という状態を経て，「性交渉の経験がある」状態へと

移行していると考えた場合，この移行の過程にはどのような背景要因が関わっているのだ

ろうか．このような視点に基づいて，2015年に実施された「出生動向基本調査」の独身者

調査票の個票データを用いた探索的な分析を行う．
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7）「日本人のHIV／STD関連知識，性行動，性意識についての全国調査」では，18から24歳の性交渉の経験

がある男性のうち，初交の相手との関係として3.4％が「買春」と回答しており，ここで示した解釈と矛盾し

た調査結果となっている．しかし，「日本人のHIV／STD関連知識，性行動，性意識についての全国調査」

では，調査票において「セックス」の定義に膣性交以外を含むことを明示している（脚注5参照）のに対し，

「第1回男女の生活と意識に関する調査」では調査対象者に対して「セックス（性交渉）」の定義を示していな

い（図3注参照）という違いがある．推測にはなるが，「日本人のHIV／STD関連知識，性行動，性意識に

ついての全国調査」では「セックス」に膣性交以外が含まれていると明示されていることによって，回答者が

買春（調査票上では「お金を払って（もらって）セックスした人」）を選択しやすくなっているかもしれない．

ここでは，分析で使用する「第15回出生動向基本調査」において「性交渉」の定義を明示していないことから，

「第 1回男女の生活と意識に関する調査」の結果を優先的に参照することとした．なお，「日本人の

HIV／STD関連知識，性行動，性意識についての全国調査」においても18から24歳の性交渉の経験がある男

性のうち，初交の相手として「恋人」を挙げる割合が85.5％と大半を占めており（木原ら 2000），本文で示し

た解釈と概ね矛盾しない結果となっている．

8）「出生動向基本調査」を使用し，性交渉経験の有無に関連する要因を分析した研究には，Otani,K.（1992）

とGhaznaviC.etal.（2019）がある．Otani,K.（1992）では1987年の18～22歳の未婚女性の情報を使用し，

個人の人格の特性（統制の所在，Locusofcontrol）に焦点を当てた分析が行われている．また，GhaznaviC.

etal.（2019）では2010年時点の男女のデータを使用し，調査対象者の居住地や教育水準，就業状態，所得と

いった要因に焦点を当てた分析がなされている．



分析で使用したのは18歳から24歳の未婚男女のデータである．分析対象を18歳から24歳

とした理由は以下の二点である．第一に，先述のように10歳代から20歳代前半で性交渉の

経験がある未婚者には，売買春によって初交を経験した者が含まれていない．そのため，

「性交渉の経験がある」ということを「交際を伴った相手との間で，初交を経験した」と

みなすことができる．第二に，現代の日本では10歳代から20歳代前半の若者のほとんどが

未婚者であるため，既婚者が分析対象外になることで生じるバイアスが少ないと考えらえ

るためである．

分析では，未婚者が「性交渉の経験がない」状態から「性交渉の経験はないが，交際相

手がいる」という状態を経て，「性交渉の経験がある」状態へと移行していると想定する．

「出生動向基本調査」の第15回調査では，調査対象者の異性との性交渉の経験の有無以外

に，交際相手の有無について「交際している異性はいない」「友人として交際している異

性がいる」「恋人として交際している異性がいる」「婚約者がいる」という4つの選択肢で

質問している．さらに，「交際している異性はいない」と回答した者に対しては，異性と

の交際の希望の有無を質問している．これらの情報を用いて，分析の対象となる未婚者を

「①性交渉の経験がある（性交渉を伴う交際の経験がある）」「②性交渉の経験はないが，

交際相手がいる」「③性交渉の経験はなく，交際相手もいないが，異性との交際を希望し

ている」「④性交渉の経験はなく，交際相手もおらず，異性との交際を希望していない」

という4つの群に分類した（表1）．「①性交渉の経験がある」という状態を到達点とみな

し，その前段階に「②性交渉の経験はないが，交際相手がいる」状態，その前段階に「③

性交渉の経験はなく，交際相手もいないが，異性との交際を希望している」状態，さらに

その前段階に「④性交渉の経験はなく，交際相手もおらず，異性との交際を希望していな

い」状態があると想定している．
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表１ 性交渉経験，異性の交際相手の有無，異性との交際意欲の有無に基づく分類

（18～24歳の未婚者）：2015年

分類① 分類② 分類③ 分類④ 分析対象外

性交渉経験 あり なし 不詳

異性の交際相手 あり なし 不詳 合計

異性との交際意欲 あり なし 不詳

男性 549 68 278 303 79 11 54 1342

女性 582 135 207 317 86 15 62 1404

注1）第15回出生動向基本調査（2015年）の独身者調査票を使用し，18歳から24歳の未婚男女を集計した結果．
分類①から分類④の定義は本文参照．交際相手の有無については「交際している異性はいない」「友人と
して交際している異性がいる」「恋人として交際している異性がいる」「婚約者がいる」という4つの選択
肢で質問しており，「友人として交際している異性がいる」「恋人として交際している異性がいる」「婚約
者がいる」のいずれかの回答の場合を「あり」としている．

注2）性交渉経験の有無が不詳の場合，性交渉経験がなく異性の交際相手の有無が不詳の場合，もしくは性交渉
経験がなく，異性の交際相手がおらず，異性との交際意欲が不詳の場合は分析の対象外とした（表中のグ
レーのセルが該当する）．また表2の推定ではすべての独立変数について有効な回答を得られているケー
スのみを使用しているため，表1の合計と表2のＮは一致しない．



この分類をもとに，分析では3つの従属変数を設定した．第一の従属変数は「①性交渉

の経験がある」場合を1，それ以外を0としたダミー変数である．第二の従属変数は，

「①性交渉の経験がある」もしくは「②性交渉の経験はないが，交際相手がいる」場合を

1，それ以外を0としたダミー変数である．第三の従属変数は「①性交渉の経験がある」

「②性交渉の経験はないが，交際相手がいる」「③性交渉の経験はなく，交際相手もいない

が，異性との交際を希望している」のいずれかにであれば1，「④性交渉の経験はなく，

交際相手もおらず，異性との交際を希望していない」場合を0としたダミー変数である．

第一から第三の従属変数を推定するモデルを，それぞれモデル1，モデル2，モデル3と

した．これらの推定結果から，性交渉の経験がある状態への移行に関連する背景要因（モ

デル1），交際相手がいる状態への移行に関連する背景要因（モデル2），異性との交際希

望がある状態への移行に関連する背景要因（モデル3）について考察する．

推定では，調査時点の年齢（年齢各歳別のダミー変数）を統制した．そして独立変数と

して，15歳時点の居住地（「北海道」「東北」「関東」「中部」「近畿」「中国・四国」「九州・

沖縄」の7区分），きょうだい構成（「一人っ子」「同性のきょうだいのみ」「異性のきょう

だいあり」），両親の学歴（「両親ともに高卒以下」「父親高卒以下，母親高卒後進学」「父

親高卒後進学，母親高卒以下」「両親ともに高卒後進学」）を使用している．

なお，「第15回出生動向基本調査」では，調査対象者が調査時点までに性交渉を経験し

ているかどうかということしかわからない．そのため，独立変数として調査対象者本人の

学歴や調査時点における就業状況，意識，居住地といった情報を用いると，独立変数と従

属変数の時間的な前後関係が逆転する可能性がある．そのため本分析では独立変数として

使用する変数について，調査対象者の出生から15歳までの間に確定する情報に限定した９）．

3． 結果

推定の結果は表2の通りである．男性から見ていくと，性交渉の経験がある確率を推定

したモデル1では，15歳時点の居住地が「関東」である場合に比べて，「中部」では1.75

倍，「中国・四国」は1.82倍高い．そして，両親ともに高校卒業後に進学している場合，

両親ともに高卒以下の場合に比べて性交渉の経験確率は0.71倍に低下する．きょうだい構

成の違いによる統計的に有意な差は見られなかった．

モデル2では，「性交渉の経験がある」もしくは「性交渉の経験はないが，交際相手が

いる」状態である確率を推定している．モデル1と同様，15歳時点で「中部」もしくは

「中国・四国」に住んでいる場合にオッズ比が高くなっている．また，「一人っ子」である

場合と比較して「同性のきょうだいのみ」がいる場合に，「性交渉の経験がある」か「性

交渉の経験はないが，交際相手がいる」状態である確率が1.54倍高いという結果になった．
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9）GhaznaviC.etal.（2019）は，未婚者が異性との性交渉経験ない状態にとどまっている確率を従属変数と

した推定を行っている．このようなモデルであれば独立変数と従属変数の間に時間的前後関係の矛盾は起きな

いが，結果の解釈が複雑になる．本研究では性交渉経験の有無，交際相手の有無，交際意欲の有無という3つ

の情報を組み合わせた従属変数を設定していることから解釈のしやすさを優先し，このような方針をとること

とした．



両親の学歴による統計的に有意な差は確認されなかった．

モデル3では，「①性交渉の経験がある」「②性交渉の経験はないが，交際相手がいる」

「③性交渉の経験はなく，交際相手もいないが，異性との交際を希望している」のいずれ

かの状態になる確率を推定している．男性の場合，15歳時点の居住地が「中部」である場

合のみ，統計的に有意に高いという結果となった．
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表２ 「性交渉の経験がある」状態への移行過程に関連する要因の分析：

ロジスティック回帰分析による推定結果

男性 女性

モデル１ モデル２ モデル３ モデル１ モデル２ モデル３

①性交渉の経験

がある

①もしくは

②性交渉の経験

はないが，交際

相手がいる

①，②もしくは

③性交渉の経験

はなく，交際相

手もいないが，

異性との交際を

希望している

①性交渉の経験

がある

①もしくは

②性交渉の経験

はないが，交際

相手がいる

①，②もしくは

③性交渉の経験

はなく，交際相

手もいないが，

異性との交際を

希望している

オッズ比 p値 オッズ比 p値 オッズ比 p値 オッズ比 p値 オッズ比 p値 オッズ比 p値

年齢（調査時点） 18歳（基準カテゴリー） 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

19歳 1.84 ** 1.23 ** 0.94 1.00 1.26 1.28

20歳 2.61 *** 1.64 *** 1.01 2.84 *** 1.98 *** 1.55 *

21歳 3.96 *** 2.37 *** 1.26 2.98 *** 2.30 *** 2.02 ***

22歳 4.58 *** 2.21 *** 1.35 5.43 *** 3.63 *** 3.94 ***

23歳 6.35 *** 3.60 *** 1.33 4.95 *** 4.02 *** 2.66 ***

24歳 7.48 *** 3.89 *** 1.87 ** 7.04 *** 4.47 *** 4.11 ***

居住地（15歳時点）北海道 1.38 1.01 1.06 2.44 ** 1.96 * 3.12 **

東北 1.05 1.08 1.54 1.29 1.26 0.80

関東（基準カテゴリー） 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

中部 1.75 *** 1.47 ** 1.63 ** 1.11 1.20 0.97

近畿 1.36 1.36 1.39 1.12 1.43 * 1.55 **

中国・四国 1.82 ** 1.50 * 1.44 0.99 1.15 0.89

九州・沖縄 0.91 0.87 0.94 1.58 * 1.66 ** 1.33

きょうだい 一人っ子（基準カテゴリー） 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

同性のきょうだいのみ 1.36 1.54 * 1.02 1.04 0.97 0.95

異性のきょうだいあり 1.37 1.43 0.87 1.64 ** 1.31 1.40

両親の学歴 父両親ともに高卒以下

（基準カテゴリー）
1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

父親高卒以下，母親高卒後進学 1.01 0.91 1.30 0.98 1.51 * 1.07

父親高卒後進学，母親高卒以下 0.79 0.82 1.42 0.87 0.93 0.64 *

両親ともに高卒後進学 0.71 ** 0.80 1.12 0.65 *** 0.79 0.74 *

定数 0.18 *** 0.35 *** 1.84 * 0.22 *** 0.42 *** 1.36

モデルχ2 120.18 *** 70.75 *** 22.14 147.82 *** 94.57 *** 69.19 ***

自由度 17 17 17 17 17 17

N 1002 1002 1002 1060 1060 1060

注1）***>0.01，**>0.05，*>0.1
注2）第15回出生動向基本調査（2015年）の独身者調査票を使用し，18歳から24歳の未婚男女を対象にロジスティッ

ク回帰分析を行った結果．



女性についてみていくと，モデル1の結果から，15歳時点の居住地が「北海道」「九州・

沖縄」である場合，そして「異性のきょうだいがいる」場合に性交渉を経験している確率

が高く，両親ともに高卒後進学している場合には低いということがわかる．モデル2は，

15歳時点の居住地が「北海道」「近畿」「九州・沖縄」である場合，そして「父親高卒以下，

母親高卒後進学」の場合に「性交渉の経験がある」もしくは「性交渉の経験はないが，交

際している異性がいる」状態である確率が高いという結果になった．「①性交渉の経験が

ある」「②性交渉の経験はないが，交際相手がいる」「③性交渉の経験はなく，交際相手も

いないが，異性との交際を希望している」のいずれかの状態になる確率を推定したモデル

3では，15歳時点の居住地が「北海道」「近畿」である場合に統計的に有意にオッズ比が

高く，父親が高校卒業後に進学している場合には低いという結果になった．

男女で共通しているのは，両親ともに高卒後に進学している場合に子の「性交渉の経験

がある」状態への移行が抑制されていることである．しかし，男性では交際相手がいる状

態への移行（モデル2）や異性との交際希望がある状態への移行（モデル3）と両親の学

歴の関連は観察されなかった．これに対し女性では，父親よりも母親が高卒後に進学して

いる場合に交際相手がいる状態への移行が促進され（モデル2），母親の学歴に関わらず，

父親が高卒後に進学している場合に異性との交際希望がある状態への移行が抑制されてい

る（モデル3）．両親が高学歴であることと子の性交渉の経験の間には負の相関があるが，

その前段階にある，交際相手がいる状態への移行，異性との交際希望がある状態への移行

との関連の仕方は男女で異なっている．

そして，男女ともにいずれのモデルにおいても，15歳時点の居住地との関連が確認され

た．しかし基準となる「関東」と「東北」の間に統計的に有意な差が見られない点を除け

ば，男性では「中部」（モデル1からモデル3）「中国・四国」（モデル1，モデル2）が，

女性では「北海道」（モデル1からモデル3）「近畿」（モデル2，モデル3）「九州・沖縄」

（モデル1，モデル2）で統計的に高い値となっており，男女で地域の分布が一致してい

ない．この理由を明らかにするにはさらなる分析が必要であるが，10歳代後半頃に生じる

進学や就職に伴う居住地移動との関連が予想される．

きょうだい構成に注目すると，男性では「同性のきょうだいのみ」がいる場合に交際相

手がいる状態への移行をしやすく（モデル2），女性では「異性のきょうだいあり」の場

合に性交渉の経験確率が高い（モデル1）という結果であった．林（2018）は，中高生の

データを分析し，兄，姉の存在が性交渉の経験を促進する方向に影響していると指摘して

いる．本研究の分析ではきょうだいと調査対象者の出生順位を考慮していないため直接結

果を比較することはできないものの，きょうだいの存在が性交渉の経験に影響していると

いったとき，それが「交際相手がいない状態から交際相手がいる状態へ」の移行に対する

影響であるのか，「性交渉を経験する状態への」移行に対する影響であるのかということ

は今後さらに検討する必要がある．
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Ⅳ．むすびにかえて

本研究で得られた知見は以下の三点である．第一に，20世紀中盤以降の日本社会では，

婚前交渉に対する開放的な考え方が広まっただけではなく，実際に婚前交渉を経験する若

者の増加が起きた．戦前生まれ（1930年代生まれ）の世代では，婚前交渉をしなかった人

の割合が女性全体の約6割，男性全体の約3割であったが，1960年代生まれの世代では女

性全体の約1割，男性の約4％にまで低下した．

第二に，初交の相手との関係は，男女で異なっている．男女いずれも初交の相手が配偶

者や婚約者，恋人である割合が高いことは共通している．しかし男性では，買春である場

合が一定程度存在する．調査や調査対象者の世代によって多少ばらつきがあるが，1950年

代生まれの世代の男性の2割程度が該当するとみられる．

第三に，2000年頃の日本社会において10歳代から20歳代前半の未婚者が「性交渉の経験

がある」といったとき，それは「性交渉を伴う異性交際の経験がある」ということを意味

している．この視点に基づき，「性交渉の経験がない」状態から「性交渉の経験はないが，

異性の交際相手がいる」状態を経由し，「性交渉の経験がある」状態に移行する過程を想

定し，この過程に関わる背景要因を分析したところ，両親の学歴や出身地域，きょうだい

の構成といった要因との関連が観察され，その関連のしかたは男女で異なっていた．

Ⅰにおいて「未婚者が性交渉をすることが珍しくなくなったのはいつ頃のことなのだろ

うか」「そもそもかつての若者は本当に結婚まで性交渉を行っていなかったのだろうか」

という2つの問いを提示した．本研究で得られた知見に基づくと，この問いに対する答え

は男女で異なっている．図5によれば，男性の場合，戦前生まれの世代（1930年コーホー

ト）であっても，初交の相手が「配偶者」であった人の割合は3割程度であり，婚前交渉

を経験していることが珍しくはなかったといえるだろう．しかし女性では，婚前交渉をし

なかった人の割合が半数を下回るのは1950年代コーホートである．また図5からは，若い

世代であるほど初交の相手が「配偶者」である割合が低い傾向が確認できる．第二の問い

に対する答えは，「2000年代と比較すればかつての若者は婚前交渉を行っていなかった」

ということになるが，その傾向は女性のほうが強かった．

その後，婚前交渉を行う若者は珍しくなくなっていった．そして21世紀初頭には10歳代

から20歳代前半の未婚の男女の間では，初交の相手のほとんどが恋人となった．婚前交渉

のありかたに男女間の相違がなくなったように見える．しかし，多変量解析の結果からは，

未婚者が交際相手を獲得し，性交渉経験を経験する過程に対して，出身家族が影響を与え

る仕方が男女で異なっている可能性が示唆された．婚前交渉に対して開放的な考え方が広

がり（図2），男女で性交渉経験率に差がみられなくなった（図1）現代においても，婚

前交渉のありかたに男女での相違があると言えるだろう．

本研究では婚前交渉に注目し，全国規模の調査の結果から定量的に時代の変化を記述す

るというアプローチをとった．そのため，社会制度と若者の性のありかたの関係には言及
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してこなかった．しかし，売買春や人工妊娠中絶，経口避妊薬等に関係する法律・制度等

は，個人の性行動と深く関わっているだろう．また，戦後の教育改革による男女共学化は

異性交際や婚前交渉を生じさせる方向に作用したのではないかと予想されるが，社会の制

度と性行動の関係についてはより丁寧な議論が必要である．定性的な資料に基づく解釈に

ついては，今後の研究課題としたい．
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PremaritalSexinPostwarJapan:HowhastheSexualBehaviorof
Never-marriedPeopleChanged?

NAKAMURAMariko

Sincethemid-2000s,therateofsexualintercourseamongnever-marriedpersonsinJapanhas

beendeclining.Moreover,therehasbeenanincreaseinthenumberofnever-marriedpersonswho

donothaveopposite-sexdatingpartners.Thisstudyaimstoexploretheonsetofthedecliningtrend

ofsexualintercourseinnever-marriedpersonsinJapan.Tothisend,thestudyreferstoa

nationwideepidemiologicalsurveyofsexualbehaviorandcomparesthefirstheterosexualsexual

intercourse(sexualdebut)thatindividualsexperienceintheirlifecourseacrossgenerationsbornin

the1930sand1960s.Theresultsshowthatpremaritalsexbecamecommonformenandwomen

atdifferenttimes.Basedonthesefindings,thefactorsrelatedtotheprocessofexperiencingsexual

intercourseamongnever-marriedpersonsaged18to24wereanalyzedusingdatafrom the

questionnaireforsinglesinNationalFertilitySurveyconductedbytheNationalInstituteof

PopulationandSocialSecurityResearch.

Keywords:premaritalintercourse,firstsexualintercourse,dating,commercialsex,National

FertilitySurvey
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資 料

近年における外国人人口の地域分布

小 池 司 朗

Ⅰ．はじめに

日本の総人口は2008年頃にピークを迎え減少に転じているが，そのなかにあってほぼ一

貫して増加しているのが外国人人口である．法務省「在留外国人統計」１）によれば，日本

における外国人人口は1980年の78万3千人からほぼ一貫して増加し，2019年には293万3

千人と過去最高を記録した（図1）．2020年には，新型コロナウイルスの感染拡大の影響

により若干減少したものの，288万7千人と依然として高水準となっている．政府は，い

わゆるグローバル戦略の一環として2008年に「留学生30万人計画」を策定し，2018年には

新たな在留資格「特定技能」を創設するなど，人口減少に伴う労働力不足が強く意識され
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1）2011年以前は「登録外国人統計」．

図１ 国籍別外国人人口の推移（1975～2020年）

資料：法務省「在留外国人統計」



る形で外国人受け入れに関する各種政策を展開してきた．コロナ禍が収束すれば，国際人

口移動は再び活発になると考えられ，外国人人口が日本の非大都市圏を中心とする人口減

少問題を緩和させることへの期待も大きい（石川 2018，山下・竹内 2020）．

本稿では，令和2（2020）年国勢調査の人口等基本集計結果から，外国人人口の地域分

布等の状況を明らかにし，日本人人口の分布と比較した特徴を述べるとともに，外国人人

口の地域分析の展望等について若干触れて結びとする．

Ⅱ．外国人人口に関する統計

外国人人口の地域分布等について説明する前に，本節では外国人人口が入手可能な統計

と各統計から得られる外国人人口の差に触れる．

本稿執筆時点において，全国の市区町村単位での外国人人口が入手可能な統計として，

総務省「国勢調査」，「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（以下，「住

基人口」），および法務省「在留外国人統計」の3統計が挙げられる．長期間での外国人人

口の時系列変化が把握可能な「国勢調査」と「在留外国人統計」を比較すると，一貫して

「在留外国人統計」の方が多く，その差も2010年までは拡大傾向にあった（図2）．2015年

においてはじめて「国勢調査」との比較が可能となる「住基人口」は「在留外国人統計」

による値に近く，やはり「国勢調査」による外国人人口よりも大幅に多い．「国勢調査」
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図２ 各統計による外国人人口（1975～2020年）

資料：総務省「国勢調査」・「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」，
法務省「在留外国人統計」

注1：「国勢調査」人口は10月1日時点，「在留外国人統計」は12月31日時点，「住基人口」は翌年1月1日時点
の人口．

注2：2010年以前の「国勢調査」人口は国籍不詳人口を除外した人口．2015年と2020年の「国勢調査」人口は国
籍不詳人口を按分した人口．



が10月1日現在，「在留外国人統計」が12月31日現在，「住基人口」が翌年1月1日現在と

いう調査時点の差を考慮しても差は大きく，要因は不明であるが，石川（2019）は外国人

が「国勢調査」に非協力的であることが原因であろうと述べている．この点が反映されて

いるかどうかは定かでないものの，「国勢調査」では「日本人・外国人の別「不詳」」の人

口が大幅な増加傾向にある．こうした状況を受けて，2015年「国勢調査」からは「日本人・

外国人の別「不詳」」人口が日本人と外国人に按分された人口が参考表として公表されて

おり，図2に示した2015年と2020年の「国勢調査」による外国人人口は，この参考表によ

る値となっていることに留意されたい２）．

2020年においても，「国勢調査」による外国人人口が「住基人口」や「在留外国人統計」

を下回る状況は継続しているものの，その差は2010年や2015年と比較して大幅に縮小した．

2020年国勢調査の参考表に関する解説には，不詳按分の前処理として，単身世帯で国籍不

詳の者について在留外国人登録データを活用することによって不詳が補完された旨が記さ

れている．「国勢調査」では調査漏れ等によって外国人人口が過小となっている可能性は

これまでも指摘されていたが（小島 2003），2020年「国勢調査」の不詳補完では，より実

態に近い形で国籍不詳人口が按分されたことにより差が縮小したものと考えられる３）．以

下では，2020年「国勢調査」の参考表が日本における外国人人口の実態を的確にとらえて

いるものとみなし，近年における外国人人口の地域分布等についてみていくこととする．

Ⅲ．外国人人口の男女年齢分布・国籍分布，地域分布

1． 男女年齢分布・国籍分布

2020年「国勢調査」の参考表によれば，日本における外国人人口は2,747,137人である．

日本の総人口の2.18％を占めるに至っており，「国勢調査」における外国人人口割合は過

去最高を更新している．

日本人人口と外国人人口について，男女年齢5歳階級別人口ピラミッドにより表したの

が図3である．本図は，日本人人口と外国人人口の人口構造の差が明確になるように双方

が同じ面積になるよう，総人口に占める割合により示している．本図から明らかなように，

日本人と外国人の年齢構造は大きく異なっている．日本人の年齢3区分別人口割合（0～

14歳，15～64歳，65歳以上）は12.0％，59.0％，29.0％であるのに対し，外国人はそれぞ

れ8.0％，85.1％，6.8％であり，外国人は年少人口と老年人口が極端に少ない年齢構造と

なっている．性比は，日本人94.6，外国人96.2で大差ないものの，20歳代に限定すると，

日本人104.1，外国人121.9であり，外国人の留学生や若年労働者に関しては男性の割合が

高くなっている．
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2）2015年の外国人人口は，2020年「国勢調査」における「2015年国勢調査に関する不詳補完結果（遡及集計）」

による値．

3）2015年「国勢調査」の参考表による外国人人口は1,775,446人であったが，2020年「国勢調査」の参考表と

同じ不詳補完法を適用することによって遡及推計した2015年「国勢調査」の外国人人口は1,912,530人であり，

2020年「国勢調査」における不詳補完は，外国人により多く配分される形で行われたことがうかがえる．



人口構造は，外国人の国籍によって大きく異なっている．図4は，国籍別人口の多い5

カ国の人口ピラミッドを示したものである．なお本図における男女年齢別人口は，原数値

の国籍別・男女年齢別の合計を「参考表」による外国人人口に合致させるように一律補正

を加えた値となっていることに留意されたい４）．また，補正後の男女年齢別人口から算出

される5カ国の年齢3区分別人口割合と性比は表1のとおりである．中国人は全外国人の

年齢分布に近く，韓国，朝鮮人は比較的高齢化しており，ベトナム人は20～34歳に集中す

る傾向が顕著である．またフィリピン人は女性人口が圧倒的に多いのに対して，ブラジル

人は男性人口が多いという特徴がある．

―422―

図３ 日本人と外国人の人口ピラミッド（2020年）

資料：総務省「国勢調査」

0～14歳人口割合：12.0％
15～64歳人口割合：59.0％
65歳以上人口割合：29.0％

0～14歳人口割合：8.0％
15～64歳人口割合：85.1％
65歳以上人口割合：6.8％

4）外国人の国籍別の不詳補完人口は公表されていないことによる．



―423―

図４ 外国人の国籍別人口ピラミッド（2020年）

資料：総務省「国勢調査」

注：各国籍の男女年齢別人口は，原数値の国籍別・男女年齢別人口の合計を「参考表」による外国人人口に合致
させるように一律補正を加えた人口．

中国 韓国，朝鮮 ベトナム フィリピン ブラジル 全外国人

年齢3区分別
人口割合
（％）

0～14歳 9.8 4.5 3.8 8.3 15.3 8.0

15～64歳 86.7 67.5 95.9 90.4 80.3 85.1

65歳以上 3.4 28.0 0.3 1.3 4.5 6.8

性比 79.4 86.9 123.0 43.0 118.4 96.2

表１ 外国人の国籍別，年齢３区分別人口割合と性比（2020年）

資料：総務省「国勢調査」

注：各国籍の男女年齢別人口について，原数値の国籍別・男女年齢別人口の合計を「参考表」による外国人人口
に合致させるように一律補正を加えた人口から算出した値．



2． 地域分布

(1)都道府県別にみた分布

全国人口に占める都道府県別人口を日本人，外国人別に算出したのが（表2(1)）であ

る．全国人口に占める三大都市圏の人口シェアは，日本人52.3％に対して外国人70.2％で

ある．東京圏のシェアに限定しても日本人29.0％，外国人41.6％であり，外国人は日本人

と比較しても東京圏をはじめとする三大都市圏に多く分布する傾向がある５）．都道府県別

の外国人人口割合をみても（表2(2)），三大都市圏で高く非大都市圏で低い傾向は明瞭で

ある．非大都市圏のなかでは，群馬県（3.1％），静岡県（2.5％），滋賀県（2.3％）など，

製造業が盛んな地域において外国人人口割合が高いことも分布の特徴のひとつである．

2015～2020年における日本人，外国人別の人口増減率をみると（表2(3)），日本人人口が

増加したのは東京圏に属する都県と福岡，沖縄の6都県にとどまるのに対し，外国人人口

は全都道府県で増加した．外国人人口の増加率が最も高いのは熊本県（+82.7％），低いの

は長崎県（+14.3％）であった．

都道府県別にみた日本人と外国人の65歳以上人口割合（表2(4)）には明確な相関はみ

られない．三大都市圏と非大都市圏における日本人の65歳以上人口割合はそれぞれ27.0％，

31.3％であるのに対し，外国人の65歳以上人口割合はそれぞれ7.3％，5.6％であり，外国

人の高齢化率はむしろ三大都市圏で高くなっている．ただし，これには大阪圏においてい

わゆるオールドカマーの外国人割合が高いことも大きく影響しており，東京圏に限定した

外国人の65歳以上人口割合は4.8％と，全国値（6.8％）を下回っている．

(2)市区町村別にみた分布

以下では，東京都の特別区部は区別，政令指定都市はそれぞれ1市とした1,741市区町

村のなかから，2011年に発生した東日本大震災に伴う原子力発電所事故の影響により2020

年総人口が0人となっている福島県双葉町を除外した1,740市区町村の単位でみた外国人

人口の分布等について記す．

図5は，総人口に占める外国人人口割合について0.5％ごとに区切ったヒストグラムで

ある．最も多いのは0.5～1％の範囲であり，551市区町村が該当するが，それ以上の割合

の区分では市区町村数が減少する．外国人人口割合が1％未満の市区町村は866であり，

全体の約半数を占める一方で，外国人人口割合が全国値（2.18％）を上回る市区町村数は

全体の約18％に相当する316にとどまっている．この316市区町村を地図で表したのが図6

である．外国人人口割合の高い地域は東京圏の都心・近郊のほか，製造業の盛んな名古屋

圏を中心とする地域や北関東の南部などに多く分布しており，非大都市圏のなかでも北海

道や中国地方には比較的広く分布している．外国人人口割合の高い20市区町村は表3のと

おりであり，東京都の特別区部に属する区が5区（新宿区，豊島区，荒川区，港区，台東

区）含まれる一方で，人口規模が比較的小さい町村も散見される．これらのうち，1位の
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5）埼玉・千葉・東京・神奈川を東京圏，岐阜・愛知・三重を名古屋圏，京都・大阪・兵庫・奈良を大阪圏とし，

これらをまとめて三大都市圏とする．また，三大都市圏以外に属する道県を非大都市圏とする．
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表２ 都道府県別，全国人口に占める割合（2020年）・外国人人口割合（2020年）・2015

→2020年の増減率・65歳以上人口割合（2020年）

資料：総務省「国勢調査」

地域

(1)全国人口に
占める割合（％）

(2)外国人
人口割合
（％）

(3)2015→2020年の
増減率（％）

(4)65歳以上人口
割合（％）

日本人 外国人 日本人 外国人 日本人 外国人

北海道 4.2 1.3 0.7 -3.2 65.0 32.3 5.0
青森 1.0 0.2 0.5 -5.6 64.8 33.9 7.0
岩手 1.0 0.3 0.6 -5.6 43.3 33.8 4.7
宮城 1.8 0.8 0.9 -1.6 37.2 28.4 5.0
秋田 0.8 0.1 0.4 -6.3 27.5 37.6 7.2
山形 0.9 0.3 0.7 -5.2 33.6 34.0 6.2
福島 1.5 0.5 0.8 -4.5 54.4 31.9 5.0
茨城 2.3 2.4 2.3 -2.5 52.3 30.3 3.9
栃木 1.5 1.5 2.2 -2.8 51.1 29.6 4.2
群馬 1.5 2.2 3.1 -2.9 55.6 31.0 4.0
埼玉 5.8 6.8 2.5 0.1 66.0 27.6 4.0
千葉 5.0 5.9 2.6 0.1 50.9 28.2 4.4
東京 10.9 20.5 4.0 3.0 31.9 23.5 4.9
神奈川 7.3 8.4 2.5 0.5 43.7 26.1 5.6
新潟 1.8 0.6 0.7 -4.7 36.0 33.0 5.0
富山 0.8 0.6 1.7 -3.6 59.6 33.1 3.2
石川 0.9 0.6 1.3 -2.3 52.7 30.1 4.6
福井 0.6 0.5 1.9 -3.2 48.9 31.1 6.9
山梨 0.6 0.6 1.9 -3.5 31.9 31.3 5.1
長野 1.6 1.3 1.7 -2.8 27.6 32.4 6.2
岐阜 1.6 2.0 2.7 -3.6 48.9 31.2 4.5
静岡 2.9 3.4 2.5 -2.7 47.2 30.8 4.2
愛知 5.9 9.4 3.4 -0.3 45.8 26.0 5.7
三重 1.4 1.9 2.9 -3.6 59.3 30.7 5.1
滋賀 1.1 1.2 2.3 -0.8 60.5 26.8 6.9
京都 2.0 2.1 2.3 -1.7 21.7 29.6 16.3
大阪 7.0 8.8 2.7 -0.9 43.8 28.0 15.4
兵庫 4.3 3.9 2.0 -1.7 30.0 29.6 16.8
奈良 1.1 0.5 1.0 -3.2 41.7 31.9 12.1
和歌山 0.7 0.2 0.7 -4.4 34.4 33.5 13.9
鳥取 0.4 0.2 0.8 -3.7 31.4 32.5 8.9
島根 0.5 0.3 1.3 -3.9 61.0 34.6 4.0
岡山 1.5 1.1 1.6 -2.3 53.2 30.7 7.5
広島 2.2 1.9 1.9 -2.1 41.5 29.8 7.3
山口 1.1 0.6 1.2 -4.8 37.5 34.9 15.6
徳島 0.6 0.2 0.8 -5.0 43.3 34.4 2.6
香川 0.8 0.5 1.4 -3.2 69.1 32.2 3.5
愛媛 1.1 0.5 0.9 -3.9 45.2 33.5 4.2
高知 0.6 0.2 0.7 -5.2 34.6 35.7 5.9
福岡 4.1 2.9 1.6 0.2 46.6 28.2 7.4
佐賀 0.7 0.2 0.8 -2.9 66.5 30.8 4.7
長崎 1.1 0.3 0.7 -4.8 14.3 33.2 6.8
熊本 1.4 0.6 0.9 -3.1 82.7 31.7 3.1
大分 0.9 0.4 1.1 -3.9 32.0 33.6 5.9
宮崎 0.9 0.3 0.7 -3.4 82.0 32.8 3.6
鹿児島 1.3 0.4 0.7 -3.9 77.5 32.7 2.8
沖縄 1.2 0.7 1.4 1.8 69.1 22.8 6.2
東京圏 29.0 41.6 3.1 1.3 41.5 25.8 4.8
名古屋圏 8.9 13.3 3.2 -1.4 48.0 27.6 5.4
大阪圏 14.4 15.3 2.3 -1.4 36.6 29.0 15.8
三大都市圏 52.3 70.2 2.9 0.1 41.6 27.0 7.3
非大都市圏 47.7 29.8 1.4 -3.0 48.8 31.3 5.6

全国 100.0 100.0 2.2 -1.4 43.6 29.0 6.8
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図６ 外国人人口割合が全国値以上の316市区町村の分布（2020年）

資料：総務省「国勢調査」

図５ 市区町村別外国人人口割合の度数分布（2020年）

資料：総務省「国勢調査」



長野県川上村と3位の長野県南牧村はいずれも国内有数のレタス産地であり，農作業の人

手確保のため国の技能実習制度を利用して外国人実習生を積極的に受け入れてきたことで

知られる．また，2位の群馬県大泉町は早い時期から自治体主導で日系ブラジル人を受け

入れてきたことで有名である（荻野ほか 2009）．

2020年「国勢調査」による総人口等に基づく表4の分類にしたがって市区町村を15の類

型に分け６），各類型別の外国人人口割合を示したのが図7である．三大都市圏の中心部で

ある東京都特別区部，大阪市，名古屋市ではいずれも全国値を大幅に上回っている．「東

京近郊政令市」や「大阪近郊政令市」においても全国値より高いが，「札仙広福」，「その

他政令市」，「その他県庁所在都市」ではすべて1％台にとどまり，静岡県浜松市や三重県

津市（いずれも3.0％）など東海地方を中心として一部に高い地域がみられるものの，非

大都市圏に存在する主要都市では総じて外国人人口割合は低めとなっている．また，上記

以外の市町村について人口規模別にみると，人口規模が小さくなるにつれて外国人人口割

合も低くなる傾向にあるが，人口規模1～3万人以下のカテゴリーでは概ね同一水準となっ

ている．
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順位 都道府県 市区町村
総人口
（人）

外国人人口
（人）

外国人割合
（％）

1 長野県 川上村 4,344 825 19.0

2 群馬県 大泉町 42,089 7,737 18.4

3 長野県 南牧村 3,242 454 14.0

4 北海道 占冠村 1,306 145 11.1

5 東京都 新宿区 349,385 38,557 11.0

6 東京都 豊島区 301,599 27,560 9.1

7 岐阜県 美濃加茂市 56,689 5,152 9.1

8 埼玉県 蕨市 74,283 6,513 8.8

9 茨城県 常総市 60,834 4,996 8.2

10 東京都 荒川区 217,475 17,827 8.2

11 岐阜県 可児市 99,968 8,026 8.0

12 静岡県 菊川市 47,789 3,612 7.6

13 神奈川県 愛川町 39,869 2,989 7.5

14 東京都 港区 260,486 19,404 7.4

15 愛知県 碧南市 72,458 5,273 7.3

16 愛知県 高浜市 46,106 3,312 7.2

17 愛知県 知立市 72,193 5,071 7.0

18 沖縄県 恩納村 10,869 743 6.8

19 東京都 台東区 211,444 14,326 6.8

20 東京都 福生市 56,414 3,756 6.7

表３ 外国人人口割合の高い20市区町村（2020年）

資料：総務省「国勢調査」

6）本分類は，国勢調査の人口移動集計に関して不詳按分の結果を検証した小池・菅（2021）における分類と同

様である．



各類型における2015～2020年の外国人人口増加率と2015年の外国人人口割合からの変化

を表5に示した．増加率は，外国人人口のなかでもいわゆるオールドカマーの割合が高い

と考えられる「大阪近郊政令市」でやや低い（+21.8％）ほかは，すべて30％以上の大幅

増加となっている．また，2015年の外国人人口割合からの変化が最も大きいのは大阪市

（+1.66％ポイント）で，東京都特別区部（+1.03％ポイント）がこれに続き，名古屋市や

「東京近郊政令市」でも全国以上の変化が観察されている．増加率でみると，人口規模の
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番号 市区町村の類型 表記

1 東京都特別区部 特別区部

2 大阪市 大阪市

3 名古屋市 名古屋市

4 札幌市，仙台市，広島市，福岡市 札仙広福

5 さいたま市，千葉市，横浜市，川崎市，相模原市 東京近郊政令市

6 京都市，堺市，神戸市 大阪近郊政令市

7 新潟市，静岡市，浜松市，岡山市，北九州市，熊本市 その他政令市

8 1～7以外の県庁所在都市 その他県庁所在都市

9 1～8以外で2020年国勢調査人口が20万人以上の市 人口20万人以上の市

10 2020年国勢調査人口が10～20万人の市 人口10～20万人の市

11 2020年国勢調査人口が5～10万人の市町 人口5～10万人の市町

12 2020年国勢調査人口が3～5万人の市町村 人口3～5万人の市町村

13 2020年国勢調査人口が1～3万人の市町村 人口1～3万人の市町村

14 2020年国勢調査人口が0.5～1万人の市町村 人口0.5～1万人の市町村

15 2020年国勢調査人口が0.5万人未満の市町村 人口0.5万人未満の市町村

表４ 人口規模等に基づく市区町村の類型

図７ 市区町村の類型別，外国人人口割合（2020年）

資料：総務省「国勢調査」



比較的小さい市町村における増加率の高さも目立っているが，これには2015年時点の外国

人人口が少ないことも影響している．総じてみれば，2015～2020年においては2015年時点

で外国人人口割合が高い地域での割合の増加幅が大きく，全域的に外国人人口が増加する

なかでも，大都市圏中心部をはじめとする外国人人口割合が高い地域に外国人がさらに集

中して居住する傾向が強まったとみることができる．

Ⅳ．おわりに

新型コロナウイルスの感染拡大により，2020年以降は外国人人口も停滞しているものの，

コロナ禍が収束すれば国際人口移動は活発化し，外国人人口は再び増加基調をたどるもの

と考えられる．日本の人口に及ぼす外国人人口の影響は年々大きくなっていることから，

社人研で行っている地域別将来人口推計を行うにあたり，外国人人口の地域別動向を分析

することが不可欠となってきている．本稿は，そのための基礎的な情報を整理する目的の

もとで，主に2020年「国勢調査」の「参考表」から，近年における外国人人口の地域分布

の特徴等をみてきた．外国人人口は，日本人人口と比較しても東京圏を中心とする大都市

圏に集中する傾向が顕著であり，2015→2020年においてもその傾向が強まっていることな

どを明らかにした．人口の東京圏一極集中は，国内人口移動の文脈で捉えられることが多
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市区町村の類型

2015→2020年

増加率
（％）

割合の変化
（％ポイント）

特別区部 33.3 1.03

大阪市 52.7 1.66

名古屋市 31.7 0.80

札仙広福 33.1 0.34

東京近郊政令市 47.1 0.82

大阪近郊政令市 21.8 0.51

その他政令市 39.3 0.46

その他県庁所在都市 44.3 0.36

人口20万人以上の市 43.5 0.68

人口10～20万人の市 50.2 0.68

人口5～10万人の市町 54.2 0.65

人口3～5万人の市町村 56.8 0.59

人口1～3万人の市町村 53.0 0.45

人口0.5～1万人の市町村 54.5 0.47

人口0.5万人未満の市町村 45.5 0.42

全国 43.6 0.67

表５ 市区町村の類型別，外国人人口の増加率と外国人

人口割合の変化（2015→2020年）

資料：総務省「国勢調査」



いが，国際人口移動が主因となって発生する外国人人口の分布も少なからず東京圏一極集

中に少なからず寄与していることがうかがえる．

出生や死亡，さらに国内人口移動については，いわゆる「投影」の観点からの将来推計

が可能であり，それによって推計精度が大幅に低下する可能性は低い．しかしながら，国

際人口移動は期間ごとの変化が激しく，またその時々の国の政策等によっても影響を受け

るため，精度の高い推計が困難であり，都道府県別や市区町村別の推計となればなおさら

である．その一方で，近年では「国勢調査」や「在留外国人統計」に加えて，「住基人口」

や「住民基本台帳人口移動報告」においても，地域別の外国人の人口動態や人口移動の状

況を把握することが可能となっており，以前と比較すれば外国人の短期的な人口変化が捉

えられるようになってきている．各地域にとっても国際人口移動の影響が次第に大きくな

るなかで，引き続き蓋然性の高い推計を行うためには，外国人の地域分布の特徴と変化に

ついて，各種統計を活用しながら注意深く観察・分析することが不可欠といえよう．
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統 計

主要国における合計特殊出生率および

関連指標：1950～2020年

合計特殊出生率（TFR：TotalFertilityRate）は，各国，地域における出生力を表わす代表的な

指標である．本資料は，出生力指標として合計特殊出生率，年齢別出生率ならびに第一子平均出生年

齢について，国際連合１）および国連欧州経済委員会２）が公表している資料を基に，主要国における時

系列推移，国際比較等，人口分析に利用しやすいようまとめたものである３）．

なお，本資料に掲載した国は，原典で公表されている全てではなく，原則として最新（2016年以降）

のデータが更新され，それ以前の年次についても比較的長期のデータが得られている国に限定した．

また，表中に示した国の配列は原典に準拠している． （別府 志海・佐々井 司＊）

主要結果

主要国における合計特殊出生率の推移をみると，1950～60年代においては，ヨーロッパ諸国で概ね

2から3程度の水準，それ以外の地域では4から8と極めて高い出生率を示していた（図1，表1）．

しかし60年代以降，それまで高水準であった北アメリカ（カナダとアメリカ合衆国を除く），南アメ

リカ，アジア（日本を除く）地域を含むほぼすべての国々において，2前後の水準にまで低下してい

る．出生率4以上の比較的高い水準にある国は今や限定的で，3以上の国も年々減少する傾向にある．

他方で，出生率が相対的に低い国々では特徴的な2つの動向がみられる．日本をはじめとする東アジ

ア諸国，および東ヨーロッパの多くの国々では人口置換水準を大きく下回る状態が続いているのに対

し，一度は人口置換水準を下回ったものの1990年代に入り再び人口置換水準近くにまで出生率が回復

する国々が観測される．

表2に掲載する85か国のうち，最新年次における合計特殊出生率が最も高いのはウガンダの5.40

（2019年），逆に最も低いのはホンコン特別行政区の0.89（2020年）で，その差は4.51ポイントである．

合計特殊出生率が相対的に低い国々は，（東）アジア，（東・南）ヨーロッパなどの地域に偏在してい

る．出生率が2を下回る国は45か国で全体の半数以上を占め，さらに1.5を下回る国も19か国となっ

ている．他方で，3以上の国は15か国，そのうち4以上の国も8か国観測される．

表3は年齢別出生率を99か国・地域についてみたものである．合計特殊出生率1.9以上の29か国の

うち25か国では，30歳未満の出生率が30歳以上の出生率よりも高くなっており，逆に後者が前者を上

回っているのは，マルティニーク，イスラエル，オマーン，チュニジアの4か国・地域のみである．

一方，合計特殊出生率1.9未満の70か国のうち，30歳未満の出生率が30歳以上のそれを上回るのは，

41％にあたる29か国となっている．さらに，合計特殊出生率1.5未満の27か国に限定すると，前者が

後者を上回る国は30％にあたる8か国，出生率1.4未満の16か国ではアルバニア，ウクライナ等の4
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*福井県立大学

1）UnitedNations,DemographicYearbook（最新：2020年版．

https://unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/default.htm）.

2）UNECE,StatisticalDatabase（http://w3.unece.org/pxweb/）.

3）UnitedNations,DemographicYearbook2019年版までを用いた指標は，佐々井司・別府志海「主要国に

おける合計特殊出生率および関連指標：1950～2019年」『人口問題研究』，第77巻3号,2021年9月,pp.266

～273に掲載．



か国（25％）となっている．

つぎに，国連欧州経済委員会（UNECE）加盟国における母の第1子平均出生年齢をみると，ほと

んどの国で上昇傾向にある（表4）．なかでも，オランダ，ポルトガル，ギリシャ，アイルランド，

ルクセンブルク，スイス，スペイン，イタリアなどでは第1子出生時の平均年齢が相対的に高く，日

本と同様に30歳を超えている．他方で，アゼルバイジャン，ウズベキスタン，タジキスタン，キルギ

スでは24歳以下となっており，相対的に若い年齢で第1子を出生していることが示唆される．概して，

第1子出生年齢が低い国では合計特殊出生率が高く，逆に，出生年齢の高い国の合計特殊出生率は低

くなる傾向がみられる．
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図１ 主要国の合計特殊出生率

図２ 主要国女性の年齢別出生率：最新年次
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表１ 主要国の合計特殊出生率：1950～2020年

国 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2015年 2020年

〔 ア フ リ カ 〕

ボ ツ ワ ナ … 6.70
6)

6.80
9)

7.07
14)

5.24
15)

4.40
18)

2.79 2.30
28)

…

ブ ル ン ジ … 6.80
6)

6.80
9)

6.80
12)

6.80
15)

6.80
18)

6.06 5.70 3.87

カ メ ル ー ン … 5.68
6)

6.10
9)

6.45
12)

6.10
15)

5.10
18)

… 4.90
27)

4.80
30)

ギ ニ ア … 7.00
6)

7.00
9)

7.00
12)

7.00
15)

6.30
18)

5.10
25)

5.00 4.63
31)

ケ ニ ア … 7.82
6)

8.12
9)

8.12
12)

6.80
15)

5.04 4.60
22)

3.90 3.90
30)

リ ベ リ ア … 6.50
6)

6.25 6.80
12)

6.80
15)

6.80
18)

4.90 4.60
27)

…

モ ー リ シ ャ ス … 5.98
6)

4.25
9)

3.07
12)

2.32 1.99 1.47 1.36 1.45

モ ロ ッ コ … 7.17
6)

7.09
9)

5.90
12)

4.40
15)

3.00
18)

… 2.17
28)

2.10

モ ザ ン ビ ー ク … 6.29
6)

6.50
9)

6.50
12)

6.50
15)

5.80 5.60 5.40
26)

…

セ ネ ガ ル … 6.90
6)

7.00
9)

7.00
12)

6.50
15)

5.60
18)

4.86 4.90 …

セ ー シ ェ ル … 5.45 6.10
11)

4.16 2.73 2.08 2.17 2.31 2.30

南 ア フ リ カ … 6.51
6)

5.90
9)

5.09
12)

4.38
15)

2.86 2.38
23)

2.47 2.33

ス ワ ジ ラ ン ド … 6.50
6)

6.50
9)

6.50
12)

5.25
15)

4.80
18)

3.80 3.50 …

チ ュ ニ ジ ア … 7.00
6)

6.09 4.51 3.35 2.23
18)

2.13 2.30 2.11
31)

ウ ガ ン ダ … 6.90
6)

6.90
9)

6.90
12)

7.30
15)

7.10
18)

6.20
24)

5.80 5.40
31)

タ ン ザ ニ ア … 6.82
6)

6.87
9)

7.10
12)

6.50
15)

5.50
18)

5.10 5.20 5.00
31)

〔北アメリカ〕

カ ナ ダ 3.37 3.80 2.26 1.71 1.83 1.49 1.67
23)

1.56 1.47
31)

キ ュ ー バ … 3.68
6)

3.70 1.64 1.83 1.60
18)

1.69 1.72 1.57
31)

ド ミ ニ カ 共 和 国 7.22 5.30 6.82 5.55 3.50
15)

2.90
18)

2.46 2.34 2.22

エ ル サ ル バ ド ル 6.06 6.81 6.62 5.70 4.52
15)

2.79
19)

2.30
25)

1.84
28)

1.74

グ リ ー ン ラ ン ド … 6.69 3.49 2.40 2.44 2.31 2.26 2.11 2.05
31)

ホ ン ジ ュ ラ ス … 6.00 5.94 6.25
13)

5.37
15)

4.30
18)

… 2.58
28)

2.44

パ ナ マ 4.18 5.59 4.99 3.63 2.88 2.50
20)

2.40 2.40 2.24
31)

プ エ ル ト リ コ 5.24 4.67 3.16 2.72 2.29 2.03 1.62 1.34 0.91

ア メ リ カ 合 衆 国 3.02 3.64 2.44 1.84 2.02
16)

2.06 1.93 1.84 1.71
31)

〔南アメリカ〕

ア ル ゼ ン チ ン … 2.53
8)

3.17 3.28 2.83 2.35 2.39 2.32 1.85
31)

ブ ラ ジ ル … 6.15
6)

5.38
9)

2.80 2.66 2.20 1.87 1.72 …

チ リ 4.21
5)

4.81 3.63 2.66 2.54 2.10 1.91 1.79 1.56
30)

コ ロ ン ビ ア 4.88
4)

6.76
6)

6.28
9)

4.14
12)

2.90
15)

2.73
19)

2.35
25)

2.02 1.92
31)

エ ク ア ド ル 6.90 6.90 5.92 5.00 3.74 2.82 2.79 2.54 2.42
30)

ペ ル ー 3.36
2)

5.40 4.51 4.65 3.70 3.02 2.49 2.33 2.23
31)

ウ ル グ ア イ 2.73 2.90 3.00 2.57 2.33 2.25 1.92 1.84 1.79

ベ ネ ズ エ ラ 5.51 6.58
8)

5.68 4.13 3.59 2.93
18)

2.47
24)

2.41
27)

…

〔 ア ジ ア 〕

ア フ ガ ニ ス タ ン … 6.86
6)

7.13
9)

7.60
13)

6.90
15)

6.90
18)

6.30
23)

5.30 …

バ ー レ ー ン … 6.97
6)

6.97
9)

4.40
14)

3.90 2.75 1.88 2.09 1.70

バ ン グ ラ デ シ ュ … 6.62
6)

6.91
9)

4.97
14)

4.45
15)

2.56
20)

2.12 2.10 2.04

ホンコン特別行政区 … 4.70
6)

3.29 2.06 1.21 1.04 1.13 1.20 1.05
31)

マカオ特別行政区 … 5.16 2.04 1.87
14)

1.61
17)

0.95 1.07 1.14 0.89

キ プ ロ ス 3.95 3.44 2.74 2.32 2.43 1.64 1.44 1.32 1.33
31)

イ ン ド … 5.92
6)

5.69
9)

4.40 3.80 3.20 2.50 2.30 2.20
30)

イ ン ド ネ シ ア … 5.67
6)

5.57
9)

4.42 3.08 2.54 2.41 2.17 2.11
31)

イ ラ ン … 7.20
6)

6.97
9)

6.50
12)

4.90
17)

2.50
20)

1.79
24)

2.11
28)

1.80
31)

イ ラ ク … 7.17
6)

7.17
9)

6.56
12)

6.15
15)

5.30
18)

… 4.00
28)

3.90
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表１ 主要国の合計特殊出生率：1950～2020年（つづき）

国 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2015年 2020年

イ ス ラ エ ル … 3.94 3.92 3.10 3.02 2.95 3.03 3.09 3.01
31)

日 本 3.65 2.00 2.13 1.75 1.54 1.36 1.39 1.45 1.33

ヨ ル ダ ン … 7.38
6)

5.12 8.40
13)

6.20
16)

3.50
20)

3.80 3.50 2.70
31)

ク ウ ェ ー ト … 7.21
6)

6.78 5.50 3.94
15)

4.23 2.69
23)

1.90
27)

2.08
31)

ラ オ ス … 6.15
6)

6.15
9)

6.69
12)

6.69
15)

4.90 3.20 3.20 2.50

マ レ ー シ ア … 6.94
6)

5.94
9)

4.16
12)

4.00
15)

2.96 2.14 2.00 1.78
31)

モ ン ゴ ル … 6.00
6)

7.32
9)

6.65
12)

4.83
15)

2.20 2.40 3.10 2.90

ミ ャ ン マ ー … 6.05
6)

5.74
9)

5.02
12)

4.50
15)

3.30
18)

2.03 2.48 2.42
30)

オ マ ー ン … 7.20
6)

7.20
9)

7.20
12)

7.20
15)

4.70 3.00 2.90 2.60

カ タ ー ル … 6.97
6)

6.97
9)

6.35
12)

4.70
15)

2.77
21)

2.08 2.00 …

韓 国 … 6.00 4.50 2.70 1.59 1.47 1.23 1.24 0.92
31)

サ ウ ジ ア ラ ビ ア … 7.17
6)

7.26
9)

7.28
12)

6.80
15)

4.30 2.98 2.69 1.90
30)

シ ン ガ ポ ー ル … 6.00
6)

3.10 1.74 1.82 1.60 1.15 1.24 1.14
31)

東 テ ィ モ ー ル … 6.35
6)

6.16
9)

4.30
12)

5.21
15)

4.40
18)

… 4.29 3.70
30)

ト ル コ … 6.54
6)

5.62
9)

4.51
12)

3.39
16)

2.27 2.11 2.15 …

ベ ト ナ ム … 6.05
6)

5.94
9)

5.59
12)

4.22
15)

2.50
18)

2.00 2.10 2.09
31)

〔ヨーロッパ〕

オ ー ス ト リ ア 2.03
4)

2.61
7)

2.31 1.68 1.45 1.36 1.44 1.49 …

ボスニア･ヘルツェゴビナ … 4.27
6)

3.17
9)

1.90 1.70
16)

1.28 1.27 1.26
28)

1.20
31)

ブ ル ガ リ ア … 2.30 2.18 2.06 1.73 1.27 1.49 1.53 …

デ ン マ ー ク 2.58 2.54 1.97 1.54 1.67 1.77 1.88 1.71 …

フ ィ ン ラ ン ド 3.16 2.71 1.83 1.63 1.79 1.73 1.87 1.65 …

フ ラ ン ス 2.90 2.70 2.47 1.99 1.78 1.88 2.02 1.92 …

ド イ ツ 1.88
1)

2.34
1)

2.01
1)

1.46
1)

1.33
17)

1.38 1.39 1.50 …

ハ ン ガ リ ー 2.54
3)

2.02 1.96 1.93 1.85 1.33 1.26 1.44 1.49
30)

ア イ ス ラ ン ド 3.86 4.29 2.79 2.48 2.31 2.08 2.20 1.81 …

ア イ ル ラ ン ド … 3.79
8)

3.86 3.23 2.20 1.90 2.06 1.94 …

イ タ リ ア 2.37
4)

2.29 2.40
10)

1.62 1.36 1.26 1.41 1.35 …

ル ク セ ン ブ ル ク … 2.29 1.97 1.50 1.62 1.78 1.63 1.39
29)

1.38
30)

マ ル タ … 3.62 2.02 2.06 2.06 1.72 1.36 1.37 1.23
30)

ノ ル ウ ェ ー 2.53 2.85 2.54 1.73 1.93 1.85 1.95 1.73 1.56
30)

ポ ー ラ ン ド 3.64 3.01 2.23 2.28 2.04 1.37 1.38 1.29 …

ポ ル ト ガ ル 3.15 3.01 2.88 2.07 1.51 1.56 1.39 1.30 …

ル ー マ ニ ア … 2.62
6)

2.89 2.45 1.83 1.31 1.33 1.40
26)

…

ス ペ イ ン 2.46 2.81 2.82 2.05
14)

1.33 1.23 1.37 1.33 …

ス ウ ェ ー デ ン 2.32 2.17 1.94 1.68 2.14 1.57 1.99 1.85 …

ス イ ス 2.40 2.34 2.09 1.55 1.59 1.50 1.54 1.54 …

イ ギ リ ス … 2.50
6)

2.52
9)

1.72
12)

1.84 1.64 1.91
24)

1.82
27)

1.63
31)

〔オセアニア〕

オ ー ス ト ラ リ ア 3.06 3.45 2.86 1.90 1.91 1.76 1.95 1.80 1.66
31)

仏 領 ポ リ ネ シ ア … 6.40
6)

6.20
9)

4.23
12)

3.57
15)

2.60
18)

2.13 1.83 1.70

グ ア ム 5.35 5.95 4.76 3.21 3.35 4.00
18)

2.52 2.38
27)

2.68
30)

ニュージーランド … 3.93
6)

3.16 2.03 2.16 1.98 2.17 1.99 1.61

サ モ ア … 8.30
6)

5.78
11)

6.25
12)

5.00
15)

4.50
18)

4.70
24)

3.77
28)

…

UnitedNations,DemographicYearbookによる．ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
…は該当年（前後の年も含む）のデータが得られない．1)1980年以前は旧西ドイツ．2)1948年．3)1949年．4)1951年．
5)1952年．6)1958年．7)1959年．8)1961年．9)1968年．10)1969年．11)1971年．12)1978年．13)1979年．14)1981年．
15)1988年，16)1989年．17)1991年．18)1998年．19)1999年．20)2001年．21)2002年．22)2008年．23)2009年．24)
2011年．25)2012年．26)2013年．27)2014年．28)2016年．29)2017年．30)2018年．31)2019年．
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表２ 主要国の合計特殊出生率の低い順：最新年次

順位 国 （年次） 合計特殊
出 生 率 順位 国 （年次） 合計特殊

出 生 率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

10

10

13

14

15

16

17

18

18

20

21

22

23

23

25

26

27

28

29

30

30

32

32

34

35

36

37

38

39

40

40

42

43

マ カ オ 特 別 行 政 区

プ エ ル ト リ コ

韓 国

ホンコン特別行政区

シ ン ガ ポ ー ル

ボスニア・へルツェゴビナ

マ ル タ

ポ ー ラ ン ド

ポ ル ト ガ ル

キ プ ロ ス

日 本

ス ペ イ ン

イ タ リ ア

ル ク セ ン ブ ル ク

ル ー マ ニ ア

モ ー リ シ ャ ス

カ ナ ダ

オ ー ス ト リ ア

ハ ン ガ リ ー

ド イ ツ

ブ ル ガ リ ア

ス イ ス

チ リ

ノ ル ウ ェ ー

キ ュ ー バ

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

イ ギ リ ス

フ ィ ン ラ ン ド

オ ー ス ト ラ リ ア

バ ー レ ー ン

仏 領 ポ リ ネ シ ア

ア メ リ カ 合 衆 国

デ ン マ ー ク

ブ ラ ジ ル

エ ル サ ル バ ド ル

マ レ ー シ ア

ウ ル グ ア イ

イ ラ ン

ア イ ス ラ ン ド

ア ル ゼ ン チ ン

ス ウ ェ ー デ ン

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

コ ロ ン ビ ア

（2020）

（2020）

（2019）

（2019）

（2019）

（2019）

（2018）

（2015）

（2015）

（2019）

（2020）

（2015）

（2015）

（2018）

（2013）

（2020）

（2019）

（2015）

（2018）

（2015）

（2015）

（2015）

（2018）

（2018）

（2019）

（2020）

（2019）

（2015）

（2019）

（2020）

（2020）

（2019）

（2015）

（2015）

（2020）

（2019）

（2020）

（2019）

（2015）

（2019）

（2015）

（2018）

（2019）

0.89

0.91

0.92

1.05

1.14

1.20

1.23

1.29

1.30

1.33

1.33

1.33

1.35

1.38

1.40

1.45

1.47

1.49

1.49

1.50

1.53

1.54

1.56

1.56

1.57

1.61

1.63

1.65

1.66

1.70

1.70

1.71

1.71

1.72

1.74

1.78

1.79

1.80

1.81

1.85

1.85

1.90

1.92

43

45

46

47

48

49

50

51

52

52

54

55

56

57

58

59

59

61

62

63

63

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

76

78

79

80

81

82

83

84

84

フ ラ ン ス

ア イ ル ラ ン ド

カ タ ー ル

バ ン グ ラ デ シ ュ

グ リ ー ン ラ ン ド

ク ウ ェ ー ト

ベ ト ナ ム

モ ロ ッ コ

チ ュ ニ ジ ア

イ ン ド ネ シ ア

ト ル コ

イ ン ド

ド ミ ニ カ 共 和 国

ペ ル ー

パ ナ マ

ボ ツ ワ ナ

セ ー シ ェ ル

南 ア フ リ カ

ベ ネ ズ エ ラ

エ ク ア ド ル

ミ ャ ン マ ー

ホ ン ジ ュ ラ ス

ラ オ ス

オ マ ー ン

グ ア ム

ヨ ル ダ ン

モ ン ゴ ル

イ ス ラ エ ル

ス ワ ジ ラ ン ド

東 テ ィ モ ー ル

サ モ ア

ブ ル ン ジ

ケ ニ ア

イ ラ ク

リ ベ リ ア

ギ ニ ア

カ メ ル ー ン

セ ネ ガ ル

タ ン ザ ニ ア

ア フ ガ ニ ス タ ン

モ ザ ン ビ ー ク

ウ ガ ン ダ

（2015）

（2015）

（2015）

（2020）

（2019）

（2019）

（2019）

（2020）

（2019）

（2019）

（2015）

（2018）

（2020）

（2019）

（2019）

（2016）

（2020）

（2020）

（2014）

（2018）

（2018）

（2020）

（2020）

（2020）

（2018）

（2019）

（2020）

（2019）

（2015）

（2018）

（2016）

（2020）

（2018）

（2020）

（2014）

（2019）

（2018）

（2015）

（2019）

（2015）

（2013）

（2019）

1.92

1.94

2.00

2.04

2.05

2.08

2.09

2.10

2.11

2.11

2.15

2.20

2.22

2.23

2.24

2.30

2.30

2.33

2.41

2.42

2.42

2.44

2.50

2.60

2.68

2.70

2.90

3.01

3.50

3.70

3.77

3.87

3.90

3.90

4.60

4.63

4.80

4.90

5.00

5.30

5.40

5.40

表1に基づく．
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表３ 女性の年齢別出生率：最新年次
（‰）

国 （年次） 総 数1) 20歳未満2)20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上3)

〔 ア フ リ カ 〕

カ ー ボ ベ ル デ *）（2018） 64.2 58.8 100.2 88.7 75.2 53.2 18.3 1.3

マ ラ ウ ィ （2018） 135.1 100.9 203.1 186.7 157.6 114.2 53.1 17.6

モ ー リ シ ャ ス （2020） 41.8 23.3 53.5 84.3 81.8 36.6 9.3 0.6

マ ヨ ッ ト （2019） 141.3 70.9 222.1 237.2 201.3 131.7 54.9 5.6

モ ロ ッ コ （2018） 66.1 21.7 92.7 112.1 106.1 74.2 28.4 4.4

レ ユ ニ オ ン （2019） 64.1 25.0 105.3 137.0 117.8 66.0 19.9 1.1

セ ー シ ェ ル （2020） 75.3 71.5 280.5 180.6 126.6 44.2 18.0 1.0

南 ア フ リ カ （2019） 60.2 45.0 96.9 92.0 76.0 53.0 17.8 1.5

チ ュ ニ ジ ア （2019） 65.1 6.3 58.6 125.4 129.6 75.5 24.5 2.8

〔北アメリカ〕

アンティグア･バーブーダ （2020） 44.1 30.9 78.5 75.7 62.5 43.9 13.9 0.3

ア ル バ （2020） 33.8 19.4 58.8 70.9 60.1 34.1 8.3 1.1

バ ー ミ ュ ー ダ （2020） 39.8 3.9 33.5 56.5 100.0 67.1 19.9 1.3

カ ナ ダ （2019） 43.8 6.2 31.8 80.8 105.1 57.1 12.3 0.8

コ ス タ リ カ *）（2020） 43.8 29.2 76.3 91.3 63.7 35.5 8.7 0.5

キ ュ ー バ （2019） 42.5 51.0 93.1 81.4 56.3 25.7 4.6 0.3

グ リ ー ン ラ ン ド （2019） 66.0 37.0 108.9 106.6 99.1 48.4 9.5 0.7

グ ア ド ル ー プ （2019） 56.8 17.9 81.8 125.1 122.7 78.2 21.6 2.0

グ ア テ マ ラ （2020） 74.3 68.9 124.6 107.2 79.9 51.6 17.9 1.3

マ ル テ ィ ニ ー ク （2019） 50.7 16.8 80.3 108.6 108.8 65.3 18.9 1.1

メ キ シ コ （2018） 56.4 58.3 102.0 94.7 68.0 36.0 9.3 0.7

パ ナ マ （2019） 67.1 67.1 121.6 111.0 84.0 48.0 12.7 1.0

セントビンセント･グレナディーン *）（2019） 50.9 43.1 84.3 84.6 66.7 49.4 14.7 1.4

〔南アメリカ〕

ア ル ゼ ン チ ン （2019） 55.3 41.3 84.5 87.5 81.9 55.8 16.6 1.4

ブ ラ ジ ル （2018） 50.9 51.6 83.0 80.6 69.5 42.8 11.2 0.7

チ リ （2018） 47.4 23.2 65.7 81.8 77.5 53.8 14.3 0.8

仏 領 ギ ア ナ （2019） 110.8 72.7 168.8 186.8 161.0 119.6 41.5 4.1

ス リ ナ ム （2019） 66.8 57.3 109.2 111.9 93.5 59.2 15.1 0.9

ウ ル グ ア イ （2019） 43.4 31.6 64.8 70.4 72.0 44.8 12.4 0.9

〔 ア ジ ア 〕

ア ル メ ニ ア （2018） 48.5 18.9 109.2 98.2 57.0 25.5 5.1 0.5

バ ー レ ー ン （2019） 56.5 8.6 78.2 101.5 85.8 53.6 19.5 1.7

ブ ル ネ イ （2019） 48.9 10.0 41.5 96.5 101.2 59.9 17.3 1.1

ホンコン特別行政区 （2019） 26.5 1.8 12.8 40.8 65.1 38.6 8.8 0.6

キ プ ロ ス （2019） 42.7 6.7 26.9 64.4 93.9 60.5 14.8 1.7

ジ ョ ー ジ ア （2020） 56.5 27.3 103.3 121.8 81.6 44.4 13.3 3.5

イ ラ ン （2019） 51.0 27.6 80.2 93.3 74.6 43.9 13.8 1.3

イ ス ラ エ ル （2019） 86.5 7.6 98.6 172.2 178.6 110.2 31.4 3.3

日 本 （2020） 35.0 2.5 23.0 74.7 97.3 55.3 11.8 0.4

カ ザ フ ス タ ン （2020） 93.9 22.9 170.4 186.9 136.9 84.4 22.9 1.1

ク ウ ェ ー ト （2019） 53.8 5.7 76.6 161.5 100.9 50.1 13.9 1.7

キ ル ギ ス （2020） 96.8 33.5 186.5 175.2 119.2 74.1 19.9 1.1

ラ オ ス （2015） 71.3 48.5 115.0 121.7 80.6 48.2 19.8 7.3

マ レ ー シ ア （2019） 55.4 8.2 42.0 101.0 111.3 70.5 21.5 1.6

モ ル ジ ブ （2019） 53.4 5.8 62.2 94.8 82.7 51.9 14.5 0.5

モ ン ゴ ル （2020） 89.7 26.8 141.0 165.0 135.2 92.2 25.4 1.5

オ マ ー ン （2020） 87.5 7.3 80.6 148.1 135.1 106.6 47.9 5.9

フ ィ リ ピ ン （2019） 60.5 35.4 92.8 103.7 83.9 54.9 20.4 2.0

カ タ ー ル （2019） 59.7 8.7 75.6 90.6 88.3 59.0 21.1 2.4

サ ウ ジ ア ラ ビ ア （2017） 59.3 9.6 68.0 111.6 97.2 64.1 17.9 11.4

シ ン ガ ポ ー ル （2019） 39.1 2.5 13.4 64.9 108.1 59.6 11.4 0.5

ス リ ラ ン カ （2015） 60.9 16.0 78.8 121.8 113.3 63.0 14.4 1.5

ト ル コ （2019） 54.9 17.5 82.0 121.6 93.6 47.3 11.3 1.0
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表３ 女性の年齢別出生率：最新年次（つづき）
（‰）

国 （年次） 総 数1) 20歳未満2)20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上3)

〔 ア ジ ア 〕

ウ ズ ベ キ ス タ ン （2020） 93.7 15.9 200.2 189.2 112.9 49.9 7.8 0.5

〔ヨーロッパ〕

オ ー ラ ン ド （2019） 45.6 5.4 39.2 84.7 113.2 61.9 13.1 -

ア ル バ ニ ア （2019） 41.8 14.0 57.7 86.2 74.9 33.0 6.0 0.5

ア ン ド ラ （2018） 29.3 2.5 13.1 49.4 73.1 50.8 15.7 2.3

オ ー ス ト リ ア （2019） 43.4 5.2 36.0 83.7 99.3 55.9 12.3 0.8

ベ ラ ル ー シ （2018） 42.5 11.6 73.8 92.9 71.6 34.4 6.7 0.3

ベ ル ギ ー （2019） 46.5 5.1 34.1 100.5 114.1 51.6 11.8 0.8

ブ ル ガ リ ア （2019） 41.6 39.3 69.3 91.3 72.8 34.0 7.7 0.8

ク ロ ア チ ア （2019） 42.0 8.8 40.2 85.5 97.6 50.4 10.5 0.6

チ ェ コ （2019） 47.5 9.8 49.7 107.9 111.4 52.5 9.9 0.8

デ ン マ ー ク （2019） 48.3 2.0 29.0 106.9 127.8 60.8 12.5 0.8

エ ス ト ニ ア （2019） 49.6 8.5 46.6 102.6 101.3 58.7 15.7 1.1

フ ェ ロ ー 諸 島 （2020） 64.0 1.7 77.6 143.1 152.7 80.1 8.7 -

フ ィ ン ラ ン ド （2019） 40.4 4.1 34.0 76.0 92.2 52.1 12.3 1.0

フ ラ ン ス （2019） 51.3 6.2 45.4 112.1 122.8 63.1 15.4 1.0

ド イ ツ （2019） 46.0 6.9 34.0 82.2 109.5 62.7 13.6 0.7

ギ リ シ ャ （2020） 37.2 8.5 27.0 64.0 95.7 60.1 15.2 2.1

ハ ン ガ リ ー （2019） 42.0 21.1 48.4 82.8 94.0 51.5 11.4 0.6

ア イ ス ラ ン ド （2019） 53.1 4.4 45.9 106.8 112.1 62.3 16.1 2.1

ア イ ル ラ ン ド （2019） 49.8 5.5 32.3 69.2 117.6 91.4 22.5 1.9

マ ン 島 （2016） 41.4 10.1 51.2 81.1 100.9 58.4 11.4 0.3

イ タ リ ア （2019） 34.1 3.7 23.6 60.5 87.8 60.1 15.6 1.5

ラ ト ビ ア （2020） 43.8 10.6 53.7 88.5 88.3 50.7 13.1 0.8

リヒテンシュタイン （2019） 42.1 3.1 10.8 68.1 129.1 74.7 9.4 -

リ ト ア ニ ア （2019） 46.6 10.1 43.5 102.7 104.2 51.4 10.2 0.3

ル ク セ ン ブ ル ク （2019） 41.5 4.0 23.7 60.1 98.3 67.6 16.9 1.6

マ ル タ （2019） 37.1 12.0 27.7 56.5 80.2 44.6 8.9 0.6

モ ン テ ネ グ ロ （2020） 49.4 9.3 57.2 115.2 101.5 51.9 12.6 0.8

オ ラ ン ダ （2019） 44.9 2.5 23.9 90.0 127.0 62.3 11.3 0.5

北 マ ケ ド ニ ア （2019） 39.3 15.5 54.2 89.1 69.9 31.9 5.9 0.5

ノ ル ウ ェ ー （2019） 45.2 2.3 28.8 93.7 114.4 57.0 11.9 0.8

ポ ー ラ ン ド （2019） 42.4 9.3 46.4 96.1 85.1 39.8 8.2 0.4

ポ ル ト ガ ル （2019） 37.8 7.6 33.3 68.1 95.9 61.8 15.1 0.9

モ ル ド バ （2020） 50.8 27.2 98.9 103.9 76.2 39.4 8.8 0.4

ル ー マ ニ ア （2019） 46.4 35.9 73.7 109.1 86.4 38.3 8.0 0.5

サ ン マ リ ノ （2017） 29.5 1.2 10.9 61.6 79.1 51.6 16.1 1.9

セ ル ビ ア （2019） 42.6 13.6 56.5 91.9 88.1 43.6 9.1 0.7

ス ロ バ キ ア （2019） 44.4 26.9 57.7 91.4 87.8 41.2 7.9 0.4

ス ロ ベ ニ ア （2020） 43.9 4.2 40.8 108.7 105.9 46.7 9.8 0.4

ス ペ イ ン （2019） 34.2 6.0 24.0 49.9 84.4 64.1 16.7 1.5

ス ウ ェ ー デ ン （2019） 52.1 3.4 37.6 100.5 121.5 66.3 15.1 1.2

ス イ ス （2019） 44.9 2.0 23.2 74.6 112.0 68.1 15.4 1.1

ウ ク ラ イ ナ （2019） 31.2 15.7 62.2 68.7 47.3 23.4 5.3 0.5

〔オセアニア〕

オ ー ス ト ラ リ ア （2019） 50.6 8.6 39.7 83.8 114.8 69.5 15.6 1.1

仏 領 ポ リ ネ シ ア （2020） 48.9 27.8 78.9 83.6 76.8 52.4 17.7 2.1

グ ア ム （2018） 83.3 35.1 135.7 158.2 137.0 84.1 19.6 1.4

ニュージーランド （2020） 48.6 12.2 48.9 84.4 104.3 60.7 13.4 0.8

サ モ ア （2016） 110.1 31.4 166.8 199.2 164.5 121.1 56.3 14.6

UnitedNations,DemographicYearbook2020年版において2015年以降のデータが得られる99か国について．
ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
*)概数による．1)15～49歳女性人口に対する率．2)15～19歳女性人口に対する率．3)45～49歳女性人口に対する
率．
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表４ ＵＮＥＣＥ加盟国および日本における母の第１子平均出生年齢：1980～2020年
（歳）

国 1980年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2019年 2020年

ア ル バ ニ ア … … … … 24.0 25.0 … 26.4 26.6

ア ル メ ニ ア 22.1 22.8 22.5 22.3 22.7 23.3 24.4 25.2 …

オ ー ス ト リ ア … 25.0 25.6 26.4 27.3 28.2 29.2 29.7 29.7

アゼルバイジャン 23.1 23.0 23.8 24.1 23.9 24.4 23.3 24.0 …

ベ ラ ル ー シ … 22.9 22.9 23.3 23.9 24.9 26.0 26.8 …

ベ ル ギ ー 24.7 26.4 27.5 27.3 27.9 28.0 28.7 29.1 29.2

ボスニア･ヘルツェゴビナ 22.8 23.5 … 23.9 24.4 25.9 27.2 27.7 …

ブ ル ガ リ ア 21.9 22.0 22.2 23.5 24.8 25.6 26.0 26.3 26.4

カ ナ ダ 24.1 25.8 26.4 27.0 27.5 27.8 28.7 29.4 …

ク ロ ア チ ア 23.3 24.3 25.0 25.6 26.5 27.5 28.3 28.9 29.0

キ プ ロ ス 23.8 24.7 25.5 26.1 27.4 28.5 29.5 30.0 30.0

チ ェ コ 22.4 22.4 22.9 24.9 26.6 27.6 28.2 28.5 28.5

デ ン マ ー ク 24.6 26.3 27.3 28.1 28.8 29.0 29.2 29.7 29.8

エ ス ト ニ ア 23.2 22.7 23.0 24.0 25.2 26.3 27.2 28.2 28.2

フ ィ ン ラ ン ド 25.5 26.8 27.6 27.6 27.9 28.3 28.8 29.4 29.5

フ ラ ン ス … … 28.1 27.8 28.5 28.1 28.4 28.8 28.9

ジ ョ ー ジ ア … 23.7 23.5 24.2 24.0 23.9 24.7 25.9 …

ド イ ツ 25.2 26.9 28.1 29.0 29.6 28.9 29.5 29.8 29.9

ギ リ シ ャ 23.3 24.7 26.6 27.5 28.1 29.1 30.2 30.6 30.7

ハ ン ガ リ ー 22.9 23.0 23.4 25.0 27.0 27.7 27.9 28.3 28.4

ア イ ス ラ ン ド 21.9 24.0 24.9 25.5 26.3 26.9 27.5 28.7 28.7

ア イ ル ラ ン ド 25.0 26.3 27.0 27.4 28.7 29.2 29.9 30.7 30.9

イ ス ラ エ ル … … 25.2 25.7 26.6 27.2 27.6 27.7 …

イ タ リ ア 25.1 26.9 28.0 28.6 29.6 30.3 30.8 31.3 31.4

カ ザ フ ス タ ン … 22.4 22.2 23.4 24.3 25.0 28.0 28.9 …

キ ル ギ ス 21.8 21.9 21.8 22.7 23.5 23.6 23.1 22.6 …

ラ ト ビ ア 22.9 22.7 23.0 23.9 24.7 26.0 26.5 27.3 27.3

リ ト ア ニ ア 23.8 23.3 23.2 23.9 24.9 26.4 27.1 28.0 28.2

ル ク セ ン ブ ル ク … … 27.9 28.6 29.1 29.5 30.2 31.1 31.0

マ ル タ … … … … … 27.4 28.7 29.0 29.3

モ ン テ ネ グ ロ … … … 25.6 25.5 26.3 … … …

オ ラ ン ダ 25.6 27.5 28.6 29.1 29.4 29.2 29.7 30.1 30.2

北 マ ケ ド ニ ア 22.9 23.3 23.5 24.2 25.0 26.0 26.8 27.0 26.9

ノ ル ウ ェ ー … 25.5 26.5 27.3 28.1 28.0 28.9 29.7 29.8

ポ ー ラ ン ド 23.4 23.5 23.8 24.5 25.8 26.5 27.0 27.6 27.9

ポ ル ト ガ ル 24.0 24.9 25.8 26.5 27.3 28.1 29.5 29.9 30.2

モ ル ド バ 22.5 22.8 22.0 21.8 22.4 23.5 24.5 25.2 …

ル ー マ ニ ア 22.6 22.3 22.7 23.7 24.9 25.5 26.3 26.9 27.1

ロ シ ア 23.0 22.6 22.7 23.5 24.1 24.9 … … …

サ ン マ リ ノ … … … … 30.4 31.6 31.5 31.9 …

セ ル ビ ア 23.4 23.8 24.3 24.9 25.9 26.9 27.7 28.1 28.2

ス ロ バ キ ア … 21.0 21.8 23.9 25.7 27.0 27.1 27.2 27.2

ス ロ ベ ニ ア 22.5 23.9 25.1 26.5 27.8 28.4 28.7 28.9 29.0

ス ペ イ ン 25.1 26.8 28.4 29.1 29.3 29.8 30.7 31.1 31.2

ス ウ ェ ー デ ン 25.5 26.3 27.3 28.2 29.0 28.9 29.2 29.5 29.7

ス イ ス 26.3 27.6 28.1 28.7 29.2 30.0 30.6 31.0 31.1

タ ジ キ ス タ ン 21.8 22.4 21.9 21.7 20.9 22.6 22.9 … …

ウ ク ラ イ ナ 22.2 22.7 … 22.3 23.0 24.1 25.1 26.2 …

イ ギ リ ス 24.7 25.5 26.1 26.5 27.2 27.7 28.7 … …

ア メ リ カ 22.7 24.2 24.5 24.9 25.2 25.4 26.4 27.0 …

ウ ズ ベ キ ス タ ン … 22.4 22.2 23.2 23.2 23.1 23.4 23.7 …

日 本 1) 26.1 27.2 27.8 28.0 28.6 29.3 30.0 30.2 30.3

UNECE,StatisticalDatabese（オンライン版）による．平均出生年齢は出生順位別出生率による平均値．1)国
立社会保障・人口問題研究所の算出による．
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統 計

主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料

国際連合（統計局）が刊行している『世界人口年鑑』の最新版（2020年版）１）に掲載されている各

国の年齢（5歳階級）別人口に基づいて算定した年齢構造に関する主要指標をここに掲載する．この

ような計算は，従来より国立社会保障・人口問題研究所で毎年行い，本欄に結果を掲載している２）．

掲載した指標は，年齢構造係数３），従属人口指数４）（年少人口指数と老年人口指数の別）および老

年化指数５），ならびに平均年齢６）と中位数年齢７）である． （別府志海）
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1）原典は，UnitedNations,DemographicYearbook2020,NewYork．

2）2019年版によるものは，別府志海「主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料」，『人口問題研究』，

第77巻3号，2021年9月，pp.274～283に掲載．

3）年齢3区分（0～14歳，15～64歳，65歳以上）人口について，総人口に占める割合．

4）従属人口指数＝年少人口指数＋老年人口指数

年少人口指数＝（0～14歳人口）／（15～64歳人口）×100

老年人口指数＝（65歳以上人口）／（15～64歳人口）×100

5）老年化指数＝（65歳以上人口）／（0～14歳人口）×100

6）日本については年齢各歳別，他の国は年齢5歳階級別人口を用いた．各年齢階級の代表年齢は，その年齢階

級のはじめの年齢に，5歳階級の場合には2.5歳を，各歳の場合には0.5歳を加えた年齢として，平均年齢算出

に用いた．なお，最終の年齢階級（Openend）の代表年齢は，日本における年齢各歳別人口（2015年国勢調

査）を用いて算出した平均年齢による．すなわち，65歳以上は75.89歳，70歳以上は79.36歳，75歳以上は82.61

歳，80歳以上は85.89歳，85歳以上は89.48歳，90歳以上は93.37歳，95歳以上は97.61歳，100歳以上は101.98歳

をそれぞれ用いた．

7）年齢別人口を低年齢から順次累積し，総人口の半分の人口に達する年齢を求める．ただし，中位数年齢該当

年齢（日本は各歳，他の国は5歳）階級内については直線補間による．

図 世界主要地域の年齢３区分別年齢構造係数：2020年

U.N.,DemographicYearbook,2020による．
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指

№ 国・地域 期日
人口

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ア フ リ カ 〕

1 ア ル ジ ェ リ ア 2020.7.1 44,226,000 13,506,000 27,768,000 2,952,000
2 ア ン ゴ ラ 2020.7.1 31,127,674 14,269,352 16,094,979 763,343
3 ベ ナ ン 2019.7.1 11,857,627 5,195,758 6,341,395 320,477
4 ボ ツ ワ ナ 2020.7.1 2,398,679 781,556 1,497,631 119,492
5 ブ ル キ ナ フ ァ ソ 2020.7.1

*)
21,509,900 9,936,800 10,963,100 610,000

6 ブ ル ン ジ 2020.7.1 12,309,600 5,104,606 6,847,281 357,714
7 カ ー ボ ベ ル デ 2020.7.1 556,857 154,049 370,801 32,008
8 カ メ ル ー ン 2019.7.1 25,492,354 10,456,828 14,354,215 681,311
9 チ ャ ド 2019.7.1

1)
15,692,969 7,935,662 7,294,918 451,425

10 コ ン ゴ 2020.7.1 5,468,622 2,112,046 3,179,786 176,790
11 コ ー ト ジ ボ ワ ー ル 2020.7.1 26,453,542 11,045,758 14,737,846 669,938
12 コ ン ゴ 民 主 共 和 国 2020.7.1

*)
101,758,000 48,986,000 50,070,000 2,702,000

13 エ ジ プ ト 2020.7.1 100,604,140 34,450,785 62,268,898 3,884,457
14 赤 道 ギ ニ ア 2020.7.1 1,454,789 530,961 843,709 80,119
15 エ リ ト リ ア 2020.7.1 3,464,588 1,356,209 1,943,003 165,376
16 エ ス ワ テ ィ ニ 2018.7.1 1,159,250 420,404 699,549 39,297
17 エ チ オ ピ ア 2020.7.1 100,696,744 38,340,625 59,194,899 3,161,216
18 ガ ン ビ ア 2015.12.31 1,922,950 838,233 1,029,526 55,191
19 ガ ー ナ 2015.7.1 27,670,174 10,409,640 16,030,400 1,230,134
20 ギ ニ ア 2020.7.1 12,559,623 5,576,922 6,538,035 444,667
21 ギ ニ ア ビ サ ウ 2019.7.1 1,604,561 695,152 878,651 30,758
22 ケ ニ ア 2019.8.24(C) 47,557,157 18,537,711 27,149,243 1,870,203
23 レ ソ ト 2016.4.10(C) 2,007,201 637,444 1,247,181 122,576
24 リ ビ ア 2015.7.1 6,162,247 1,748,610 4,133,831 279,806
25 マ ダ ガ ス カ ル 2019.7.1 25,588,517 11,953,363 13,028,706 606,448
26 マ ラ ウ ィ 2020.7.1 18,449,828 7,790,749 10,011,361 647,718
27 マ リ 2018.7.1 19,418,097 9,157,496 9,833,593 427,008
28 モ ー リ タ ニ ア 2016.7.1 3,782,701 1,625,768 2,016,612 140,322
29 モ ー リ シ ャ ス 2020.7.1 1,265,740 215,380 898,339 152,021
30 マ ヨ ッ ト 2020.1.1 278,926 122,092 149,409 7,425
31 モ ロ ッ コ 2020.7.1 35,951,657 9,322,281 23,976,180 2,653,196
32 モ ザ ン ビ ー ク 2020.7.1 30,066,648 13,774,024 15,286,874 1,005,750
33 ナ ミ ビ ア 2020.7.1 2,504,498 917,861 1,481,986 104,651
34 ナ イ ジ ェ リ ア 2016.7.1 193,392,517 80,887,385 106,257,432 6,247,700
35 南 ス ー ダ ン 2018.7.1 12,323,420 5,930,249 6,170,439 222,731
36 レ ユ ニ オ ン 2020.1.1 856,858 190,982 555,719 110,157
37 ル ワ ン ダ 2019.7.1 12,374,397 4,721,587 7,240,594 412,216
38 セ ン ト ヘ レ ナ 2016.2.7(C) 4,534 613 2,984 937
39 サントメ・プリンシペ 2017.7.1 197,700 77,023 114,218 6,462
40 セ ネ ガ ル 2020.7.1 16,960,525 7,106,543 9,221,127 632,855
41 セ ー シ ェ ル 2020.7.1 98,462 20,939 66,334 11,189
42 シ エ ラ レ オ ネ 2020.7.1 8,100,318 3,369,863 4,465,164 265,291
43 南 ア フ リ カ 2020.7.1 59,622,350 17,050,955 38,941,221 3,630,174
44 ス ー ダ ン 2020.7.1 41,138,904 15,223,683 24,597,369 1,322,592
45 ト ー ゴ 2020.7.1 7,796,140 2,981,918 4,521,732 292,490
46 チ ュ ニ ジ ア 2019.7.1 11,658,300 2,939,000 7,680,500 1,038,900
47 ウ ガ ン ダ 2020.7.1 41,584,000 18,790,000 21,748,000 1,045,000
48 タ ン ザ ニ ア 2020.7.1 57,637,628 24,984,932 30,947,502 1,705,194
49 ザ ン ビ ア 2020.7.1 17,885,422 8,149,123 9,273,241 463,058
50 ジ ン バ ブ エ 2020.7.1 15,473,818 5,756,190 9,140,122 577,506

〔 北 ア メ リ カ 〕
51 ア ン ギ ュ ラ 2011.5.11(C) 13,572 3,183 9,366 1,023
52 アンティグア・バーブーダ 2020.7.1 97,895 20,953 68,084 8,858
53 ア ル バ 2020.7.1 111,620 19,388 75,453 16,779
54 バ ハ マ 2019.7.1 385,340 89,320 268,530 27,490
55 ベ リ ー ズ 2020.7.1 419,199 149,198 252,337 17,664
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 年少 老年

30.5 62.8 6.7 30.2 28.5 59.3 48.6 10.6 21.9 1
45.8 51.7 2.5 21.8 16.9 93.4 88.7 4.7 5.3 2
43.8 53.5 2.7 22.2 17.7 87.0 81.9 5.1 6.2 3
32.6 62.4 5.0 26.7 23.5 60.2 52.2 8.0 15.3 4
46.2 51.0 2.8 21.5 16.7 96.2 90.6 5.6 6.1 5
41.5 55.6 2.9 23.3 19.1 79.8 74.5 5.2 7.0 6
27.7 66.6 5.7 30.0 27.8 50.2 41.5 8.6 20.8 7
41.0 56.3 2.7 23.2 19.2 77.6 72.8 4.7 6.5 8
50.6 46.5 2.9 20.5 14.8 115.0 108.8 6.2 5.7 9
38.6 58.1 3.2 23.9 20.6 72.0 66.4 5.6 8.4 10
41.8 55.7 2.5 22.9 19.4 79.5 74.9 4.5 6.1 11
48.1 49.2 2.7 20.9 15.9 103.2 97.8 5.4 5.5 12
34.2 61.9 3.9 26.7 23.6 61.6 55.3 6.2 11.3 13
36.5 58.0 5.5 27.0 23.4 72.4 62.9 9.5 15.1 14
39.1 56.1 4.8 25.0 21.1 78.3 69.8 8.5 12.2 15
36.3 60.3 3.4 24.6 21.3 65.7 60.1 5.6 9.3 16
38.1 58.8 3.1 24.2 20.5 70.1 64.8 5.3 8.2 17
43.6 53.5 2.9 22.5 18.1 86.8 81.4 5.4 6.6 18
37.6 57.9 4.4 25.3 21.2 72.6 64.9 7.7 11.8 19
44.4 52.1 3.5 22.6 17.7 92.1 85.3 6.8 8.0 20
43.3 54.8 1.9 21.9 18.2 82.6 79.1 3.5 4.4 21
39.0 57.1 3.9 24.4 20.0 75.2 68.3 6.9 10.1 22
31.8 62.1 6.1 27.7 23.9 60.9 51.1 9.8 19.2 23
28.4 67.1 4.5 28.8 27.3 49.1 42.3 6.8 16.0 24
46.7 50.9 2.4 21.8 16.5 96.4 91.7 4.7 5.1 25
42.2 54.3 3.5 22.9 18.4 84.3 77.8 6.5 8.3 26
47.2 50.6 2.2 20.7 16.3 97.5 93.1 4.3 4.7 27
43.0 53.3 3.7 23.3 18.3 87.6 80.6 7.0 8.6 28
17.0 71.0 12.0 38.0 37.3 40.9 24.0 16.9 70.6 29
43.8 53.6 2.7 23.3 18.1 86.7 81.7 5.0 6.1 30
25.9 66.7 7.4 31.9 29.5 49.9 38.9 11.1 28.5 31
45.8 50.8 3.3 22.0 17.0 96.7 90.1 6.6 7.3 32
36.6 59.2 4.2 25.5 22.1 69.0 61.9 7.1 11.4 33
41.8 54.9 3.2 23.0 18.9 82.0 76.1 5.9 7.7 34
48.1 50.1 1.8 20.5 15.9 99.7 96.1 3.6 3.8 35
22.3 64.9 12.9 37.3 37.1 54.2 34.4 19.8 57.7 36
38.2 58.5 3.3 24.4 20.5 70.9 65.2 5.7 8.7 37
13.5 65.8 20.7 44.1 46.4 51.9 20.5 31.4 152.9 38
39.0 57.8 3.3 24.4 20.1 73.1 67.4 5.7 8.4 39
41.9 54.4 3.7 23.4 18.8 83.9 77.1 6.9 8.9 40
21.3 67.4 11.4 38.3 39.6 48.4 31.6 16.9 53.4 41
41.6 55.1 3.3 23.3 19.0 81.4 75.5 5.9 7.9 42
28.6 65.3 6.1 29.9 27.9 53.1 43.8 9.3 21.3 43
37.0 59.8 3.2 24.8 21.1 67.3 61.9 5.4 8.7 44
38.2 58.0 3.8 24.5 20.0 72.4 65.9 6.5 9.8 45
25.2 65.9 8.9 33.6 32.2 51.8 38.3 13.5 35.3 46
45.2 52.3 2.5 21.2 17.0 91.2 86.4 4.8 5.6 47
43.3 53.7 3.0 22.6 18.2 86.2 80.7 5.5 6.8 48
45.6 51.8 2.6 21.5 17.1 92.9 87.9 5.0 5.7 49
37.2 59.1 3.7 24.7 21.0 69.3 63.0 6.3 10.0 50

23.5 69.0 7.5 33.8 33.2 44.9 34.0 10.9 32.1 51
21.4 69.5 9.0 35.1 33.8 43.8 30.8 13.0 42.3 52
17.4 67.6 15.0 40.5 41.6 47.9 25.7 22.2 86.5 53
23.2 69.7 7.1 33.5 31.8 43.5 33.3 10.2 30.8 54
35.6 60.2 4.2 26.0 21.9 66.1 59.1 7.0 11.8 55
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期日
人口

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 北 ア メ リ カ 〕

56 バ ー ミ ュ ー ダ 2020.7.1 64,054 9,232 42,240 12,582
57 カ ナ ダ 2020.7.1 38,005,238 6,038,647 25,130,725 6,835,866
58 コ ス タ リ カ 2020.7.1 5,111,405 994,059 3,491,049 626,297
59 キ ュ ー バ 2020.7.1 11,187,533 1,765,586 7,676,534 1,745,413
60 キ ュ ラ ソ ー 2020.1.1 156,223 27,174 100,649 28,400
61 ド ミ ニ カ 2011.5.14(C) 68,913 17,298 43,909 7,706
62 ド ミ ニ カ 共 和 国 2020.7.1 10,448,499 2,871,295 6,809,318 767,886
63 エ ル サ ル バ ド ル 2020.7.1 6,765,753 1,685,923 4,513,011 566,819
64 グ リ ー ン ラ ン ド 2020.7.1 56,367 11,673 39,705 4,989
65 グ レ ナ ダ 2017.7.1 111,467 24,249 69,924 8,796
66 グ ア ド ル ー プ 2020.1.1 412,682 72,586 255,777 84,319
67 グ ア テ マ ラ 2020.7.1 16,858,333 5,519,915 10,444,191 894,227
68 ハ イ チ 2018.7.1 11,411,527 3,740,616 7,131,009 539,901
69 ホ ン ジ ュ ラ ス 2020.7.1 9,304,380 2,919,693 5,846,680 538,007
70 ジ ャ マ イ カ 2019.7.1 2,732,539 576,738 1,894,051 261,750
71 マ ル テ ィ ニ ー ク 2020.1.1 359,821 56,166 223,328 80,327
72 メ キ シ コ 2020.3.15(C)

1)
126,014,024 31,755,284 83,663,440 10,321,914

73 モ ン ト セ ラ ト 2018.9.22 4,649 853 3,056 740
74 ニ カ ラ グ ア 2020.7.1 6,595,674 1,997,042 4,224,173 374,459
75 パ ナ マ 2020.7.1 4,278,500 1,102,487 2,805,813 370,200
76 プ エ ル ト リ コ 2019.7.1 3,193,694 457,907 2,056,131 679,656
77 サン・バルテルミー島 2018.1.1 10,124 1,536 7,627 961
78 セントキッツ・ネイビス 2011.5.15(C) 47,195 10,691 32,843 3,661
79 セ ン ト ル シ ア 2018.7.1 178,696 33,122 128,831 16,743
80 サンピエール・ミクロン 2018.1.1 5,954 1,098 3,944 912
81 セントビンセント・グレナディーン 2020.7.1 110,696 27,296 73,276 10,124
82 フランス領セント・マーチン 2020.1.1

*)
32,975 5,863 20,354 6,758

83 オランダ領セント・マーチン 2018.1.1 40,614 8,128 29,258 3,227
84 トリニダード・トバゴ 2019.7.1 1,363,985 280,820 960,917 122,248
85 タークス・カイコス諸島 2017.7.1 39,792 7,626 30,519 1,647
86 ア メ リ カ 合 衆 国 2018.7.1 327,167,434 60,885,444 213,850,797 52,431,193

〔 南 ア メ リ カ 〕
87 ア ル ゼ ン チ ン 2020.7.1 45,376,763 11,047,665 29,101,376 5,227,722
88 ボ リ ビ ア 2020.7.1 11,633,371 3,635,400 7,223,109 774,862
89 ブ ラ ジ ル 2018.7.1 208,494,900 44,507,410 144,759,658 19,227,832
90 チ リ 2020.7.1 19,458,310 3,738,038 13,361,656 2,358,616
91 コ ロ ン ビ ア 2020.7.1 50,372,424 11,839,596 33,870,542 4,662,286
92 エ ク ア ド ル 2020.7.1 17,518,617 5,020,111 11,189,300 1,309,206
93 フォークランド諸島 2016.10.9(C)

1)
3,200 564 2,273 350

94 仏 領 ギ ア ナ 2020.1.1 288,086 92,955 177,487 17,644
95 ガ イ ア ナ 2012.9.15(C) 746,955 224,847 483,789 38,319
96 パ ラ グ ア イ 2020.7.1 7,252,672 2,096,464 4,669,546 486,662
97 ペ ル ー 2020.6.30 32,625,948 8,124,137 21,570,726 2,931,085
98 ス リ ナ ム 2019.7.1 598,000 155,300 394,100 48,600
99 ウ ル グ ア イ 2020.7.1 3,530,912 694,632 2,321,010 515,271
100 ベ ネ ズ エ ラ 2019.7.1 32,064,741 8,250,324 21,482,100 2,332,317

〔 ア ジ ア 〕
101 ア フ ガ ニ ス タ ン 2020.7.1 31,390,171 14,765,275 15,746,197 878,699
102 ア ル メ ニ ア 2019.7.1 2,962,482 599,839 2,003,566 359,077
103 ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン 2020.1.1 10,067,108 2,256,731 7,090,522 719,855
104 バ ー レ ー ン 2020.3.17(C) 1,501,635 302,273 1,151,934 47,428
105 バ ン グ ラ デ シ ュ 2020.7.1 168,220,000 48,464,899 110,557,169 9,197,929
106 ブ ー タ ン 2020.5.30 748,931 183,042 518,456 47,433
107 ブ ル ネ イ 2020.7.1 453,600 92,500 333,900 27,200
108 カ ン ボ ジ ア 2015.7.1 15,405,157 4,503,116 10,191,864 710,177
109 中 国 2011.12.31 1,347,304,706 221,870,5881,002,447,059 122,989,412
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 年少 老年

14.4 65.9 19.6 44.1 45.8 51.6 21.9 29.8 136.3 56
15.9 66.1 18.0 41.4 40.9 51.2 24.0 27.2 113.2 57
19.4 68.3 12.3 36.8 34.9 46.4 28.5 17.9 63.0 58
15.8 68.6 15.6 41.0 42.2 45.7 23.0 22.7 98.9 59
17.4 64.4 18.2 41.7 43.4 55.2 27.0 28.2 104.5 60
25.1 63.7 11.2 33.9 30.9 56.9 39.4 17.5 44.5 61
27.5 65.2 7.3 31.0 27.8 53.4 42.2 11.3 26.7 62
24.9 66.7 8.4 31.5 27.7 49.9 37.4 12.6 33.6 63
20.7 70.4 8.9 36.0 34.5 42.0 29.4 12.6 42.7 64
23.5 67.9 8.5 32.7 29.1 47.3 34.7 12.6 36.3 65
17.6 62.0 20.4 42.9 45.5 61.3 28.4 33.0 116.2 66
32.7 62.0 5.3 27.0 23.3 61.4 52.9 8.6 16.2 67
32.8 62.5 4.7 27.1 23.8 60.0 52.5 7.6 14.4 68
31.4 62.8 5.8 28.0 24.3 59.1 49.9 9.2 18.4 69
21.1 69.3 9.6 34.2 31.1 44.3 30.4 13.8 45.4 70
15.6 62.1 22.3 44.8 48.3 61.1 25.1 36.0 143.0 71
25.3 66.5 8.2 32.5 29.9 50.3 38.0 12.3 32.5 72
18.3 65.7 15.9 40.3 40.8 52.1 27.9 24.2 86.8 73
30.3 64.0 5.7 28.8 25.7 56.1 47.3 8.9 18.8 74
25.8 65.6 8.7 32.6 30.0 52.5 39.3 13.2 33.6 75
14.3 64.4 21.3 43.1 43.2 55.3 22.3 33.1 148.4 76
15.2 75.3 9.5 38.5 38.6 32.7 20.1 12.6 62.6 77
22.7 69.6 7.8 33.5 31.3 43.7 32.6 11.1 34.2 78
18.5 72.1 9.4 35.8 34.3 38.7 25.7 13.0 50.6 79
18.4 66.2 15.3 41.2 43.3 51.0 27.8 23.1 83.1 80
24.7 66.2 9.1 33.2 30.5 51.1 37.3 13.8 37.1 81
17.8 61.7 20.5 42.0 42.1 62.0 28.8 33.2 115.3 82
20.0 72.0 7.9 36.4 37.6 38.8 27.8 11.0 39.7 83
20.6 70.4 9.0 34.7 32.6 41.9 29.2 12.7 43.5 84
19.2 76.7 4.1 34.1 35.4 30.4 25.0 5.4 21.6 85
18.6 65.4 16.0 39.4 38.3 53.0 28.5 24.5 86.1 86

24.3 64.1 11.5 34.3 31.6 55.9 38.0 18.0 47.3 87
31.2 62.1 6.7 28.9 25.1 61.1 50.3 10.7 21.3 88
21.3 69.4 9.2 34.4 32.6 44.0 30.7 13.3 43.2 89
19.2 68.7 12.1 37.0 35.1 45.6 28.0 17.7 63.1 90
23.5 67.2 9.3 33.5 30.9 48.7 35.0 13.8 39.4 91
28.7 63.9 7.5 30.6 27.2 56.6 44.9 11.7 26.1 92
17.7 71.3 11.0 38.8 39.8 40.2 24.8 15.4 62.1 93
32.3 61.6 6.1 29.4 26.1 62.3 52.4 9.9 19.0 94
30.1 64.8 5.1 29.0 25.1 54.4 46.5 7.9 17.0 95
28.9 64.4 6.7 29.8 26.6 55.3 44.9 10.4 23.2 96
24.9 66.1 9.0 33.0 30.6 51.3 37.7 13.6 36.1 97
26.0 65.9 8.1 32.5 30.2 51.7 39.4 12.3 31.3 98
19.7 65.7 14.6 37.8 35.8 52.1 29.9 22.2 74.2 99
25.7 67.0 7.3 31.9 29.5 49.3 38.4 10.9 28.3 100

47.0 50.2 2.8 21.2 16.3 99.4 93.8 5.6 6.0 101
20.2 67.6 12.1 37.3 35.6 47.9 29.9 17.9 59.9 102
22.4 70.4 7.2 34.1 32.8 42.0 31.8 10.2 31.9 103
20.1 76.7 3.2 32.1 32.6 30.4 26.2 4.1 15.7 104
28.8 65.7 5.5 29.5 26.5 52.2 43.8 8.3 19.0 105
24.4 69.2 6.3 30.7 28.4 44.5 35.3 9.1 25.9 106
20.4 73.6 6.0 33.1 31.8 35.8 27.7 8.1 29.4 107
29.2 66.2 4.6 27.9 24.6 51.2 44.2 7.0 15.8 108
16.5 74.4 9.1 36.5 36.2 34.4 22.1 12.3 55.4 109
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期日
人口

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ア ジ ア 〕

110 ホンコン特別行政区 2020.7.1 7,481,800 869,300 5,240,700 1,371,800
111 マ カ オ 特 別 行 政 区 2020.7.1 685,400 90,600 511,200 83,600
112 キ プ ロ ス 2020.1.1 888,005 142,384 600,733 144,888
113 ジ ョ ー ジ ア 2020.7.1 3,722,716 761,948 2,395,646 565,123
114 イ ン ド 2016.3.1 1,291,074,000 362,202,000 849,108,000 79,764,000
115 イ ン ド ネ シ ア 2020.7.1 269,603,430 66,065,995 185,339,791 18,197,644
116 イ ラ ン 2020.7.1 84,037,600 20,672,729 57,889,217 5,475,654
117 イ ラ ク 2020.7.1 39,854,432 16,127,666 22,501,132 1,225,634
118 イ ス ラ エ ル 2019.7.1 9,054,026 2,548,990 5,430,158 1,074,878
119 日 本 2021.10.1

2)
125,502,290 14,784,279 74,503,763 36,214,248

120 ヨ ル ダ ン 2020.12.31 10,806,000 3,711,797 6,695,508 398,695
121 カ ザ フ ス タ ン 2020.7.1 18,755,666 5,447,694 11,852,418 1,455,554
122 ク ウ ェ ー ト 2020.1.1 4,464,521 922,420 3,372,522 169,579
123 キ ル ギ ス 2020.7.1 6,580,166 2,169,972 4,086,089 324,105
124 ラ オ ス 2020.7.1 7,231,210 2,290,065 4,618,390 322,755
125 マ レ ー シ ア 2020.7.1 32,657,260 7,600,241 22,763,775 2,293,244
126 モ ル ジ ブ 2020.7.1 557,426 109,887 428,890 18,597
127 モ ン ゴ ル 2020.1.9(C) 3,197,020 1,026,447 2,034,702 135,871
128 ミ ャ ン マ ー 2020.10.1 54,817,917 14,762,337 36,448,132 3,607,448
129 ネ パ ー ル 2016.7.1 28,431,494 8,687,310 18,117,067 1,627,116
130 オ マ ー ン 2020.12.12(C) 4,471,148 1,186,008 3,169,523 115,617
131 パ キ ス タ ン 2017.3.15(C) 207,684,626 83,716,496 116,255,314 7,712,816
132 フ ィ リ ピ ン 2020.7.1 108,771,978 32,952,024 69,704,108 6,115,846
133 カ タ ー ル 2019.7.1 2,799,202 398,435 2,368,392 32,375
134 韓 国 2018.7.1 51,606,633 6,589,388 37,645,085 7,372,160
135 サ ウ ジ ア ラ ビ ア 2020.7.1

*)
35,013,414 8,556,493 25,334,772 1,122,149

136 シ ン ガ ポ ー ル 2020.6.30(C) 4,044,210 588,206 2,841,636 614,368
137 ス リ ラ ン カ 2020.7.1

*)
21,919,000 5,534,000 14,665,000 1,720,000

138 パ レ ス チ ナ 2019.7.1 4,976,684 1,912,616 2,901,018 163,050
139 シ リ ア 2011.7.1 21,124,000 7,859,000 12,407,000 858,000
140 タ ジ キ ス タ ン 2020.7.1 9,313,767 3,190,943 5,795,260 327,564
141 タ イ 2020.7.1 66,534,684 11,225,072 47,370,598 7,939,014
142 東 テ ィ モ ー ル 2018.7.1 1,261,407 483,035 711,150 67,222
143 ト ル コ 2019.12.31 83,154,997 19,212,345 56,391,925 7,550,727
144 ウ ズ ベ キ ス タ ン 2020.1.1 33,905,242 9,870,276 22,421,203 1,613,763
145 ベ ト ナ ム 2020.4.1

*)
97,204,197 23,541,920 65,873,150 7,789,127

146 イ エ メ ン 2017.7.1 28,170,408 11,438,227 15,926,683 805,497
〔 ヨ ー ロ ッ パ 〕

147 オ ー ラ ン ド 2020.7.1 30,006 4,958 18,190 6,859
148 ア ル バ ニ ア 2020.1.1 2,845,955 478,850 1,947,069 420,036
149 ア ン ド ラ 2019.1.1 76,177 10,569 55,262 10,346
150 オ ー ス ト リ ア 2020.1.1 8,901,064 1,283,060 5,924,377 1,693,627
151 ベ ラ ル ー シ 2019.10.4(C) 9,413,446 1,593,645 6,368,453 1,451,348
152 ベ ル ギ ー 2019.1.1 11,455,519 1,939,566 7,350,494 2,165,459
153 ボスニア・へルツェゴビナ 2013.9.30(C) 3,531,159 543,719 2,485,444 501,996
154 ブ ル ガ リ ア 2020.1.1 6,951,482 1,002,258 4,445,136 1,504,088
155 ク ロ ア チ ア 2020.1.1 4,058,165 581,471 2,622,910 853,784
156 チ ェ コ 2020.1.1 10,693,939 1,710,202 6,852,107 2,131,630
157 デ ン マ ー ク 2020.7.1 5,825,337 950,049 3,707,906 1,167,382
158 エ ス ト ニ ア 2020.1.1 1,328,976 218,702 843,986 266,288
159 フ ェ ロ ー 諸 島 2020.7.1 52,620 10,866 32,516 9,238
160 フ ィ ン ラ ン ド 2020.1.1 5,525,292 871,036 3,422,982 1,231,274
161 フ ラ ン ス 2020.1.1 65,123,843 11,503,990 40,179,067 13,440,786
162 ド イ ツ 2020.1.1 83,166,711 11,391,259 53,684,770 18,090,682
163 ジ ブ ラ ル タ ル 2012.11.12(C) 32,194 5,833 21,116 5,245
164 ギ リ シ ャ 2020.1.1 10,718,565 1,527,519 6,804,846 2,386,200
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 年少 老年

11.6 70.0 18.3 44.5 45.0 42.8 16.6 26.2 157.8 110
13.2 74.6 12.2 40.4 39.3 34.1 17.7 16.4 92.3 111
16.0 67.6 16.3 39.8 37.8 47.8 23.7 24.1 101.8 112
20.5 64.4 15.2 38.8 38.1 55.4 31.8 23.6 74.2 113
28.1 65.8 6.2 29.7 26.6 52.1 42.7 9.4 22.0 114
24.5 68.7 6.7 32.4 30.7 45.5 35.6 9.8 27.5 115
24.6 68.9 6.5 32.4 32.1 45.2 35.7 9.5 26.5 116
40.5 56.5 3.1 23.8 19.4 77.1 71.7 5.4 7.6 117
28.2 60.0 11.9 33.2 30.0 66.7 46.9 19.8 42.2 118
11.8 59.4 28.9 47.9 49.0 68.5 19.8 48.6 245.0 119
34.3 62.0 3.7 26.0 22.9 61.4 55.4 6.0 10.7 120
29.0 63.2 7.8 31.9 30.4 58.2 46.0 12.3 26.7 121
20.7 75.5 3.8 34.7 37.5 32.4 27.4 5.0 18.4 122
33.0 62.1 4.9 28.3 25.8 61.0 53.1 7.9 14.9 123
31.7 63.9 4.5 27.6 24.5 56.6 49.6 7.0 14.1 124
23.3 69.7 7.0 31.9 29.2 43.5 33.4 10.1 30.2 125
19.7 76.9 3.3 30.3 29.2 30.0 25.6 4.3 16.9 126
32.1 63.6 4.2 28.9 27.5 57.1 50.4 6.7 13.2 127
26.9 66.5 6.6 31.1 28.4 50.4 40.5 9.9 24.4 128
30.6 63.7 5.7 28.0 23.7 56.9 48.0 9.0 18.7 129
26.5 70.9 2.6 28.7 29.6 41.1 37.4 3.6 9.7 130
40.3 56.0 3.7 24.2 19.7 78.6 72.0 6.6 9.2 131
30.3 64.1 5.6 29.0 25.7 56.0 47.3 8.8 18.6 132
14.2 84.6 1.2 31.7 32.2 18.2 16.8 1.4 8.1 133
12.8 72.9 14.3 41.7 42.4 37.1 17.5 19.6 111.9 134
24.4 72.4 3.2 30.6 30.8 38.2 33.8 4.4 13.1 135
14.5 70.3 15.2 41.1 41.5 42.3 20.7 21.6 104.4 136
25.2 66.9 7.8 32.9 30.9 49.5 37.7 11.7 31.1 137
38.4 58.3 3.3 24.5 20.7 71.5 65.9 5.6 8.5 138
37.2 58.7 4.1 25.5 21.1 70.3 63.3 6.9 10.9 139
34.3 62.2 3.5 26.5 23.7 60.7 55.1 5.7 10.3 140
16.9 71.2 11.9 38.9 39.6 40.5 23.7 16.8 70.7 141
38.3 56.4 5.3 25.2 20.0 77.4 67.9 9.5 13.9 142
23.1 67.8 9.1 34.0 32.4 47.5 34.1 13.4 39.3 143
29.1 66.1 4.8 29.5 27.5 51.2 44.0 7.2 16.3 144
24.2 67.8 8.0 33.6 32.3 47.6 35.7 11.8 33.1 145
40.6 56.5 2.9 22.9 19.4 76.9 71.8 5.1 7.0 146

16.5 60.6 22.9 43.6 44.7 65.0 27.3 37.7 138.3 147
16.8 68.4 14.8 39.1 37.3 46.2 24.6 21.6 87.7 148
13.9 72.5 13.6 41.5 42.5 37.8 19.1 18.7 97.9 149
14.4 66.6 19.0 43.0 43.5 50.2 21.7 28.6 132.0 150
16.9 67.7 15.4 40.7 40.5 47.8 25.0 22.8 91.1 151
16.9 64.2 18.9 41.7 41.7 55.8 26.4 29.5 111.6 152
15.4 70.4 14.2 40.0 39.9 42.1 21.9 20.2 92.3 153
14.4 63.9 21.6 44.0 44.8 56.4 22.5 33.8 150.1 154
14.3 64.6 21.0 43.7 44.2 54.7 22.2 32.6 146.8 155
16.0 64.1 19.9 42.5 42.9 56.1 25.0 31.1 124.6 156
16.3 63.7 20.0 41.9 42.1 57.1 25.6 31.5 122.9 157
16.5 63.5 20.0 42.5 42.3 57.5 25.9 31.6 121.8 158
20.6 61.8 17.6 39.4 38.8 61.8 33.4 28.4 85.0 159
15.8 62.0 22.3 43.2 43.1 61.4 25.4 36.0 141.4 160
17.7 61.7 20.6 42.1 42.2 62.1 28.6 33.5 116.8 161
13.7 64.6 21.8 44.5 45.8 54.9 21.2 33.7 158.8 162
18.1 65.6 16.3 40.0 39.7 52.5 27.6 24.8 89.9 163
14.3 63.5 22.3 44.4 45.2 57.5 22.4 35.1 156.2 164
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期日
人口

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ヨ ー ロ ッ パ 〕

165 チャネル諸島：ガーンジー 2020.3.31 63,135 9,343 41,007 12,785
166 ハ ン ガ リ ー 2020.1.1 9,769,526 1,421,336 6,405,956 1,942,234
167 ア イ ス ラ ン ド 2020.1.1 364,134 68,219 243,442 52,473
168 ア イ ル ラ ン ド 2020.1.1 4,964,440 1,006,065 3,242,161 716,214
169 マ ン 島 2016.4.24(C) 83,314 13,346 52,763 17,205
170 イ タ リ ア 2020.1.1 59,641,488 7,727,554 38,054,844 13,859,090
171 チャネル諸島：ジャージー 2020.1.1

*)
107,796 17,186 72,152 18,458

172 ラ ト ビ ア 2020.1.1 1,907,675 305,188 1,211,074 391,413
173 リヒテンシュタイン 2020.1.1 38,747 5,678 25,982 7,087
174 リ ト ア ニ ア 2020.1.1 2,794,090 422,744 1,815,370 555,976
175 ル ク セ ン ブ ル ク 2020.1.1 626,108 100,077 435,244 90,787
176 マ ル タ 2020.1.1 514,564 69,158 350,356 95,050
177 モ ナ コ 2016.6.7(C) 37,308 4,358 19,292 13,658
178 モ ン テ ネ グ ロ 2020.1.1 621,873 111,475 413,393 97,005
179 オ ラ ン ダ 2020.1.1 17,407,585 2,726,099 11,288,931 3,392,555
180 北 マ ケ ド ニ ア 2020.1.1

1)
2,076,255 336,630 1,438,810 300,647

181 ノ ル ウ ェ ー 2020.1.1 5,367,580 930,127 3,495,637 941,816
182 ポ ー ラ ン ド 2020.7.1 37,929,735 5,856,400 25,028,938 7,044,397
183 ポ ル ト ガ ル 2020.1.1 10,295,909 1,396,985 6,618,500 2,280,424
184 モ ル ド バ 2020.7.1

*)
2,620,495 482,917 1,753,553 384,025

185 ル ー マ ニ ア 2020.1.1 19,328,838 3,031,378 12,635,697 3,661,763
186 ロ シ ア 2012.7.1 143,201,730 22,512,171 102,275,426 18,414,133
187 サ ン マ リ ノ 2018.1.1 34,453 4,883 22,968 6,602
188 セ ル ビ ア 2020.1.1 6,926,705 988,983 4,485,904 1,451,818
189 ス ロ バ キ ア 2020.1.1 5,457,873 863,720 3,688,978 905,175
190 ス ロ ベ ニ ア 2020.1.1 2,095,861 315,802 1,356,055 424,004
191 ス ペ イ ン 2020.1.1 47,332,614 6,877,153 31,188,145 9,267,316
192 ス ウ ェ ー デ ン 2020.1.1 10,327,589 1,834,821 6,427,401 2,065,367
193 ス イ ス 2019.12.31 8,606,033 1,294,918 5,705,315 1,605,800
194 ウ ク ラ イ ナ 2020.1.1 41,732,779 6,386,756 28,199,524 7,146,499
195 イ ギ リ ス 2018.1.1 66,273,576 11,871,549 42,309,960 12,092,067

〔 オ セ ア ニ ア 〕
196 オ ー ス ト ラ リ ア 2019.7.1 25,365,571 4,741,547 16,585,845 4,038,179
197 ク ッ ク 諸 島 2016.12.1(C) 17,434 4,296 11,333 1,805
198 フ ィ ジ ー 2020.9.17 891,445 262,325 571,335 57,785
199 仏 領 ポ リ ネ シ ア 2020.7.1 278,885 59,113 194,062 25,710
200 グ ア ム 2020.7.1 168,485 45,870 106,534 16,081
201 キ リ バ ス 2020.11.7(C)

*)
119,940 43,098 72,247 4,595

202 マ ー シ ャ ル 諸 島 2011.4.3(C) 53,158 21,253 30,841 1,064
203 ミ ク ロ ネ シ ア 2020.7.1 104,650 37,342 63,941 3,367
204 ナ ウ ル 2016.7.1 11,014 4,366 6,443 206
205 ニ ュ ー カ レ ド ニ ア 2017.1.1 278,495 63,387 190,045 25,063
206 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 2020.7.1 5,084,300 966,390 3,326,910 791,010
207 ニ ウ エ 2017.3.9(C) 1,591 447 932 212
208 ノ ー フ ォ ー ク 諸 島 2011.8.9(C) 2,302 361 1,388 553
209 北 マ リ ア ナ 諸 島 2011.7.1 46,050 11,974 32,411 1,665
210 パ ラ オ 2015.4.13(C) 17,661 3,628 12,750 1,283
211 サ モ ア 2020.7.1

1)
202,506 76,797 115,637 9,838

212 ソ ロ モ ン 諸 島 2020.7.1 693,814 245,605 419,681 28,527
213 ト ケ ラ ウ 2019.12.12 1,647 521 1,016 110
214 ト ン ガ 2016.11.30(C)

1)
100,651 36,534 58,001 6,075

215 ツ バ ル 2017.11.12(C) 10,645 3,377 6,682 586
216 バ ヌ ア ツ 2020.7.1

1)
299,611 116,424 170,625 12,340

217 ワリス・フツナ諸島 2013.7.22(C) 12,197 3,430 7,619 1,148

UN,DemographicYearbook,2020年版（https://unstats.un.org/unsd/demographic-social/products/dyb/
index.cshtml）に掲載（Table7：掲載年次2011～2020年）の年齢別人口統計に基づいて計算した．ただし，
人口総数が1,000人未満およびここに示すような指標の算定が不能の国は除いている．
表中，期日の後の(C)はセンサスの結果であることを示し，他はすべて推計人口である．イタリック体は信
頼性の低い推計値であることを示す．
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 年少 老年

14.8 65.0 20.3 43.4 44.6 54.0 22.8 31.2 136.8 165
14.5 65.6 19.9 42.8 43.2 52.5 22.2 30.3 136.6 166
18.7 66.9 14.4 38.3 36.5 49.6 28.0 21.6 76.9 167
20.3 65.3 14.4 38.2 38.0 53.1 31.0 22.1 71.2 168
16.0 63.3 20.7 43.1 44.8 57.9 25.3 32.6 128.9 169
13.0 63.8 23.2 45.7 47.2 56.7 20.3 36.4 179.3 170
15.9 66.9 17.1 41.6 41.8 49.4 23.8 25.6 107.4 171
16.0 63.5 20.5 43.2 43.7 57.5 25.2 32.3 128.3 172
14.7 67.1 18.3 42.8 44.4 49.1 21.9 27.3 124.8 173
15.1 65.0 19.9 43.2 44.1 53.9 23.3 30.6 131.5 174
16.0 69.5 14.5 40.0 39.5 43.9 23.0 20.9 90.7 175
13.4 68.1 18.5 41.7 39.8 46.9 19.7 27.1 137.4 176
11.7 51.7 36.6 50.5 55.4 93.4 22.6 70.8 313.4 177
17.9 66.5 15.6 39.5 39.0 50.4 27.0 23.5 87.0 178
15.7 64.9 19.5 42.2 42.7 54.2 24.1 30.1 124.4 179
16.2 69.3 14.5 39.7 39.2 44.3 23.4 20.9 89.3 180
17.3 65.1 17.5 40.5 39.9 53.6 26.6 26.9 101.3 181
15.4 66.0 18.6 42.0 41.6 51.5 23.4 28.1 120.3 182
13.6 64.3 22.1 44.6 45.5 55.6 21.1 34.5 163.2 183
18.4 66.9 14.7 39.4 39.0 49.4 27.5 21.9 79.5 184
15.7 65.4 18.9 42.2 42.8 53.0 24.0 29.0 120.8 185
15.7 71.4 12.9 39.3 38.3 40.0 22.0 18.0 81.8 186
14.2 66.7 19.2 44.0 45.6 50.0 21.3 28.7 135.2 187
14.3 64.8 21.0 43.4 43.9 54.4 22.0 32.4 146.8 188
15.8 67.6 16.6 41.1 41.0 48.0 23.4 24.5 104.8 189
15.1 64.7 20.2 43.5 44.2 54.6 23.3 31.3 134.3 190
14.5 65.9 19.6 43.6 44.3 51.8 22.1 29.7 134.8 191
17.8 62.2 20.0 41.3 40.5 60.7 28.5 32.1 112.6 192
15.0 66.3 18.7 42.5 42.6 50.8 22.7 28.1 124.0 193
15.3 67.6 17.1 41.8 41.4 48.0 22.6 25.3 111.9 194
17.9 63.8 18.2 40.7 40.1 56.6 28.1 28.6 101.9 195

18.7 65.4 15.9 39.0 37.5 52.9 28.6 24.3 85.2 196
24.6 65.0 10.4 34.8 33.1 53.8 37.9 15.9 42.0 197
29.4 64.1 6.5 30.4 27.5 56.0 45.9 10.1 22.0 198
21.2 69.6 9.2 35.3 34.1 43.7 30.5 13.2 43.5 199
27.2 63.2 9.5 32.9 29.5 58.2 43.1 15.1 35.1 200
35.9 60.2 3.8 26.4 22.9 66.0 59.7 6.4 10.7 201
40.0 58.0 2.0 24.0 20.6 72.4 68.9 3.4 5.0 202
35.7 61.1 3.2 26.0 21.5 63.7 58.4 5.3 9.0 203
39.6 58.5 1.9 24.2 20.8 71.0 67.8 3.2 4.7 204
22.8 68.2 9.0 34.2 32.8 46.5 33.4 13.2 39.5 205
19.0 65.4 15.6 38.9 37.5 52.8 29.0 23.8 81.9 206
28.1 58.6 13.3 35.6 33.6 70.7 48.0 22.7 47.4 207
15.7 60.3 24.0 47.4 52.1 65.9 26.0 39.8 153.2 208
26.0 70.4 3.6 30.9 30.0 42.1 36.9 5.1 13.9 209
20.5 72.2 7.3 35.5 35.9 38.5 28.5 10.1 35.4 210
38.0 57.2 4.9 26.6 21.8 74.9 66.4 8.5 12.8 211
35.4 60.5 4.1 26.1 22.0 65.3 58.5 6.8 11.6 212
31.6 61.7 6.7 30.0 26.0 62.1 51.3 10.8 21.1 213
36.3 57.6 6.0 27.2 22.0 73.5 63.0 10.5 16.6 214
31.7 62.8 5.5 29.1 25.3 59.3 50.5 8.8 17.4 215
38.9 57.0 4.1 24.9 20.9 75.5 68.2 7.2 10.6 216
28.1 62.5 9.4 33.3 32.2 60.1 45.0 15.1 33.5 217

1）人口総数に年齢不詳を含む．
2）総務省統計局『人口推計 2021年（令和3年）10月1日現在』による．
*）概数．
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参考表 主要国の65歳以上年齢構造係数の高い順：人口総数1000万人以上の国

順位 国・地域 （年） 65歳以上
係数（％） 順位 国・地域 （年） 65歳以上

係数（％）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

日 本

イ タ リ ア

ギ リ シ ャ

ポ ル ト ガ ル

ド イ ツ

フ ラ ン ス

ス ウ ェ ー デ ン

チ ェ コ

ス ペ イ ン

オ ラ ン ダ

ル ー マ ニ ア

ベ ル ギ ー

ポ ー ラ ン ド

イ ギ リ ス

カ ナ ダ

ウ ク ラ イ ナ

ア メ リ カ 合 衆 国

オ ー ス ト ラ リ ア

キ ュ ー バ

韓 国

ロ シ ア

チ リ

タ イ

ア ル ゼ ン チ ン

コ ロ ン ビ ア

ブ ラ ジ ル

中 国

ト ル コ

ペ ル ー

チ ュ ニ ジ ア

メ キ シ コ

ベ ト ナ ム

ス リ ラ ン カ

カ ザ フ ス タ ン

エ ク ア ド ル

モ ロ ッ コ

ド ミ ニ カ 共 和 国

ベ ネ ズ エ ラ

ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン

マ レ ー シ ア

イ ン ド ネ シ ア

ア ル ジ ェ リ ア

ボ リ ビ ア

ミ ャ ン マ ー

（2021）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2019）

（2020）

（2018）

（2020）

（2020）

（2018）

（2019）

（2020）

（2018）

（2012）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2018）

（2011）

（2019）

（2020）

（2019）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2019）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

*)

*)

28.86

23.24

22.26

22.15

21.75

20.64

20.00

19.93

19.58

19.49

18.94

18.90

18.57

18.25

17.99

17.12

16.03

15.92

15.60

14.29

12.86

12.12

11.93

11.52

9.26

9.22

9.13

9.08

8.98

8.91

8.21

8.01

7.85

7.76

7.47

7.38

7.35

7.27

7.15

7.02

6.75

6.67

6.66

6.58

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

イ ラ ン

イ ン ド

南 ア フ リ カ

ネ パ ー ル

フ ィ リ ピ ン

バ ン グ ラ デ シ ュ

グ ア テ マ ラ

ウ ズ ベ キ ス タ ン

ハ イ チ

カ ン ボ ジ ア

ガ ー ナ

シ リ ア

ケ ニ ア

エ ジ プ ト

ジ ン バ ブ エ

セ ネ ガ ル

パ キ ス タ ン

ヨ ル ダ ン

ギ ニ ア

マ ラ ウ ィ

モ ザ ン ビ ー ク

ル ワ ン ダ

ナ イ ジ ェ リ ア

ス ー ダ ン

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

エ チ オ ピ ア

イ ラ ク

タ ン ザ ニ ア

ブ ル ン ジ

チ ャ ド

イ エ メ ン

ブ ル キ ナ フ ァ ソ

ア フ ガ ニ ス タ ン

ベ ナ ン

カ メ ル ー ン

コ ン ゴ 民 主 共 和 国

ザ ン ビ ア

コ ー ト ジ ボ ワ ー ル

ウ ガ ン ダ

ア ン ゴ ラ

マ ダ ガ ス カ ル

マ リ

南 ス ー ダ ン

（2020）

（2016）

（2020）

（2016）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2018）

（2015）

（2015）

（2011）

（2019）

（2020）

（2020）

（2020）

（2017）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2019）

（2016）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2019）

（2017）

（2020）

（2020）

（2019）

（2019）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2020）

（2019）

（2018）

（2018）

*)

*)

*)

6.52

6.18

6.09

5.72

5.62

5.47

5.30

4.76

4.73

4.61

4.45

4.06

3.93

3.86

3.73

3.73

3.71

3.69

3.54

3.51

3.35

3.33

3.23

3.21

3.20

3.14

3.08

2.96

2.91

2.88

2.86

2.84

2.80

2.70

2.67

2.66

2.59

2.53

2.51

2.45

2.37

2.20

1.81

*）概数．
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書 評・紹 介

KevinGuyan

QueerData:UsingGender,SexandSexualityDataforAction

BloomsburyAcademic:London,NewYork,andDublin,2022,227pp.

スコットランドの2021年センサスの設問検討にも関わった著者は，5年にわたり，大学の人事関係

者やダイバーシティ＆インクルージョン委員に対しデータ活用方法の助言をしてきた．そこでみたデー

タをめぐる誤解が本書執筆のきっかけとなる．タイトルのqueerdataは，LGBTQについてのデータ

に加え，どのように知るのか，なぜ知りたいのか，データ構築過程で誰に決定権があるのか，LGBTQ

の誰が抜け落ちるのかといったことに向き合う必要性も含意し，全体を貫く視点となっている．

第1部はデータ収集を扱う．1章Gapsandabsences:Ahistoryofqueerdataは，性に関する規

範にそぐわない人々についてのデータの歴史，方法，収集目的を考察する． 2章Movingtargets:

QueercollectionmethodsではLGBTQのデータ収集の過程で行ったインタビューやフォーカスグ

ループの知見を述べ，調査実践が調査対象（および調査者）に変化をもたらすことにも触れる．3章

Queerthecensuses:Sex,sexualorientationandtransquestionsinScotland'scensusではセンサ

スの性別等の問いの設計過程を説明する．4章Beyondborders:Queerdataaroundtheworldで

は英国以外の国・地域でのデータ収集を紹介し考察する．

第2部はデータ処理を取り上げる． 5章Straightwashing:Thecleaningandanalysisofqueer

dataは分析の8割を占めるといわれるデータクリーニングやカテゴリ統合で，LGTBQの生活を影

響するかもしれない決定がなされることを論じる．Straightwashingは性別の問いで男か女を選択

せずトランスジェンダーと書きこんだ回答を削除する，1990年米国センサスで続柄を「夫・妻」とし

た男性2人の一方を女性に変更するなど，性的マイノリティの存在を消すプロセスを指す（日本の

2015年国勢調査で世帯主と同性の配偶者を「他の親族」に変更したのもその例）． 6章 Queer

validation:DatapracticesandtherecognitionofLGBTQidentityclaimsでは自己認識，他者に

よる認識，生体データ，行動データ等がいかにして社会の有効な表現として認識されるかを示し，デー

タの有効性の判断は中立的でないことを述べる．

第 3部はデータの活用を検討する． 7章 Loudvoices:Communicatingqueerdatainonline

spacesでは，データについて誰に決定権があり誰の声が重視されるのかに焦点を当てる．クィアデー

タの技量を高めることで，データ実践がLGBTQに悪影響を与えるような間違いは防止できるとい

う．この技量には用語や概念の知識，LGBTQの歴史的社会的背景・不平等な現状・LGBTQ内部お

よび対非当事者との権力関係・他属性との交差性の認識，カテゴリーの疑問視，知を得る方法の多様

性の認識，反対意見を表明できることなどを含む．当事者性やウェブ上の炎上についても論じる．8

章Fightback!:Usingqueerdataforactionでは，データがどのようにLGBTQの生活を記述し，

否定的考え方に意義を唱え，生活に実質的変化をもたらすかを示す．データは善につながるという前

提を疑問視しつつ，必要なところに届けることが不可欠だと述べる．結論では，全く問題のないデー

タではない場合でも，データには，LGBTQの存在を認識させて不当な扱いがあることを示すことを

通じてLGBTQの生活を改善する力をもつと同時に，LGBTQ施策は不要だと結論づけられることに

加担する可能性もあることが強調される．
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このテーマで研究を進める者としては多数の知見が得られ，引き続きこの研究に力を注ぐことの意

義が確認できた．本誌76(4)のHiramori&Kamano(2020)が引用されていたのはうれしい驚きであっ

た．本書は，データは「現実」ではなく何を含め何を含めないかの判断を経た社会の記述である，と

いう視点から書かれており，あらゆるテーマにおけるデータ構築に関わる課題を提起している．専門

領域に関わらず，データ収集，処理，分析，公表に関わる方々には，ぜひ読んでいただきたい．

（釜野さおり）
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研究活動報告

OECDウクライナ難民危機に関する移民政策特別会合，及びワルシャワ大

学移民研究所とのワークショップ

5月5日にポーランド・ワルシャワにてOECDウクライナ難民危機に関する移民政策特別会合が

開催されたところ，出入国在留管理庁から安東健太郎国際企画調整官，OECD代表部から市川聡一

等書記官，当研究所から是川夕国際関係部長が参加した．同会合は2022年2月24日にロシアによるウ

クライナ侵攻が発生した後，500万人にも及ぶ難民が発生していることを受け，特別に開催されたも

のである．新型コロナ禍下にもかかわらず，多くの加盟国から対面での参加が見られ，ウクライナ難

民の受け入れを通じた同国への連帯が示された．当方からもこの間のわが国の避難民受け入れの概要

について発言を行った．ウクライナからはラゼブナ（Ms.MarynaLazebna）社会政策大臣が参加

し，わが国を含めた各国からの支援に謝意が示された．

また，同会合に先立って，ワルシャワ大学移民研究センター（CenterofMigrationResearch,

WarsawUniversity）にて同研究所のPawelKaczmarczyk所長ら同研究所に所属する研究員と是

川との間で両国の移民研究に関するミニワークショップが開催された．当方からは国立社会保障・人

口問題研究所の紹介に加え，日本の移民受け入れの現状について説明を行い，先方からも同様の内容

にて説明があった後，ディスカッションを行った．特にポーランドは2014年のロシアのクリミア併合

後，数多くのウクライナ移民を受け入れてきたという経緯もあり，大変貴重な機会となった．

（是川 夕 記）

複合死因研究ネットワーク会合（オンライン）

2022年5月19日（木），20日（金）に，複合死因研究ネットワーク会合が開催された．MultiCause

と称されるこのネットワークは，複合死因研究に携わる世界各国の研究者が参加しており，会合は

2～3年に1度行われ，前回は2019年パリINED（フランス国立人口研究所）で開催され筆者も参加

したが，今年は新型コロナ感染症対策により，ボンのドイツ連邦薬品医療機器研究所（BfArM）と

Webexによるオンラインのハイブリッド形式で開催され，オンライン参加した．現在進行中の厚労

科研プロジェクト「人口の健康・疾病構造の変化にともなう複合死因の分析手法の開発とその妥当性

の評価のための研究（研究代表者 別府志海）」で行っている研究について，慶応大学石井太教授と筆

者が以下の日本の複合死因に関する報告を行った．

・AnalysisoftheMultipleCausesofDeathinJapanwithNetworkAnalysis（石井太，林玲

子，篠原恵美子，別府志海）

・SenilityDeathsinJapan（林玲子，石井太，篠原恵美子，別府志海）

今回の会合では，ドイツ，フランスをはじめとした西ヨーロッパの報告のほか，オーストラリアか

ら多くの報告があり，また新型コロナ感染症に関する報告や，アフリカにおける口頭剖検（Verbal

Autopsy）に関する報告など，内容的な広がりもあった． （林 玲子 記）
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アジアの労働移民に関する円卓会議

5月24日，25日にタイ，バンコクにて第12回アジアの労働移民に関する円卓会議が開催され，厚生

労働省から清水慶一国際経済機関係長，及び当研究所より是川夕国際関係部長が参加した．同会合は

OECD，アジア開発銀行研究所，ILOアジアパシフィック事務所の共催によるものであり，アジアの

国際労働移動に関してアジア諸国の政策当局者を中心とした情報交換のため，毎年アジアの各所で開

催されるものである．本年の会合では新型コロナ禍により急速に縮小したアジアの国際労働移動の現

状とその後の回復に向けて動きについて各国のアジア諸国の政策当局者からの報告を中心に議論が行

われた．当方からは是川がコロナ禍下における日本の外国人受け入れの状況について，及び主に農業

分野における技能実習生の受入れについて報告を行った． （是川 夕 記）

日本人口学会第74回大会

日本人口学会第74回大会は，2022年6月11日（土）～6月12日（日）に神戸大学を開催校・共催と

して3年ぶりの対面形式で開催された．大会プログラムは以下の通りである．第1日には「人口学の

新たな視点―自然科学・人文科学・社会科学の観点から―」と題したシンポジウムが行われ．また，

以下に示した学会賞各賞が発表され，授与された．

第1日 2022年6月11日（土）

自由論題A-1「国際1」

1）林玲子（国立社会保障・人口問題研究所）「日中韓少子高齢化施策の推移と構成要素」

2）守泉理恵（国立社会保障・人口問題研究所）「日韓の少子化と少子化対策に関する比較考察」

自由論題B-1「感染症1」

1）逢見憲一（国立保健医療科学院）「2000年以降わが国死因別齢調整死亡率とインフルエンザ・

COVID-19超過死亡」

2）小島宏（早稲田大学）「英国ムスリム若年者における宗教関連行動とパンデミック対処行動」

3）新田目夏実（拓殖大学）「フィリピン貧困地域の衛生と感染症問題―SDGsとの関連で」

自由論題A-2「国際2」

1）可部繁三郎（日本経済新聞社）「高所得国における経済成長と人口」

2）影山純二（明海大学）「Parochialaltruism,well-being,andattitudestowardimmigrants」

自由論題B-2「感染症2」

1）安田公治（青森公立大学）・衣笠智子（神戸大学）・羽森茂之（神戸大学）・勇上和史（神戸大

学）・増本康平（神戸大学）「コロナ禍での長寿が子どもの教育に与える影響についての計量

分析」

2）松浦広明（松蔭大学）「TheRoleofInternationalMigration,DomesticMigration,and

Short-termTravelintheTimingofCOVID-19'sArrival:EvidencefromCounty-levelData

intheUnitedStates」
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自由論題A-3「人口移動」

1）小坪将輝（東北大学・院）・中谷友樹（東北大学）「2012-2020年の市区町村間人口移動による移

動効果指数の変化」

2）井上孝（青山学院大学）「日本の生涯人口移動データを用いた再移動のランダム性について―再

移動性指数の再検討―」

テーマセッション「社会格差とリプロダクション」

組織者：小西祥子（東京大学）

1）小西祥子（東京大学）・森木美恵（国際基督教大学）・仮屋ふみ子（東京大学）・赤川学（東京

大学）「日本における学歴と性行動」

2）打越文弥（プリンストン大学）・チェンマンティン（西南財経大学）「Long-termConsequences

ofEarly-careerDisadvantageonFertility:EvidencefromJapan」

討論1 岩澤美帆（国立社会保障・人口問題研究所）

討論2 津谷典子（慶應義塾大学）

自由論題C-1「出生・子育て」

1）藤野敦子（京都産業大学）「ライフコース上で生じる夫の転勤が妻の出生意欲に与える影響―反

事実モデルによる直接・間接効果の測定から―」

2）斉藤知洋（国立社会保障・人口問題研究所）「夫の家事育児遂行パターンと妻の追加出生意欲」

3）西村智（関西学院大学）「父親の非典型時間帯就労が育児時間に与える影響」

企画セッション2「人口動態モデルのフロンティア」

組織者：岩澤美帆（国立社会保障・人口問題研究所）

1）余田翔平（国立社会保障・人口問題研究所）・岩澤美帆（国立社会保障・人口問題研究所）・石

井太（慶応義塾大学）「年齢別出生率のセミパラメトリックモデル」

2）是川夕（国立社会保障・人口問題研究所）「在留外国人の滞在期間別帰国ハザードの推定」

3）石井太（慶應義塾大学）・別府志海（国立社会保障・人口問題研究所）・余田翔平（国立社会保

障・人口問題研究所）・岩澤美帆（国立社会保障・人口問題研究所）・堀口侑（慶應義塾大学・

院）「多相生命表を利用した配偶関係別将来人口推計」

討論：鈴木透（韓国ソウル大学保健大学院客員教授）

シンポジウム「人口学の新たな視点―自然科学・人文科学・社会科学の観点から―」

組織者：衣笠智子（神戸大学）

1）衣笠智子（神戸大学）「趣旨説明と経済学の視点」

2）関根由紀（神戸大学）「高齢期の社会保障：世代間連帯の調整・補完・代替？ ―法の観点からの

検討―」

3）増本康平（神戸大学）「超高齢社会のwell-beingと社会的つながり」

4）中澤港（神戸大学）「人類学における人口学の展開」

学会賞授与

学会賞：西岡八郎・江崎雄治・小池司朗・山内昌和（編）,2020,『地域社会の将来人口：地域人口推

計の基礎から応用まで』，東京大学出版会.
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優秀論文賞：打越文弥・麦山亮太,2020,日本における性別職域分離の趨勢―1980・2005年国勢調査

集計データを用いた要因分解―,人口学研究 56,pp.9-23.

守泉理恵,2019,日本における無子に関する研究，人口問題研究，75(1)，pp.26-54.

普及奨励賞：安元稔,2019,『イギリス歴史人口学研究―社会統計にあらわれた生と死』,名古屋大学

出版会.

学会特別賞：原俊彦，津谷典子

第2日 2022年6月12日（日）

自由論題D-1「死亡」

1）堀口侑（慶應義塾大学・院）「回帰モデルによる出生コホート別死亡数の推計」

2）菅桂太（国立社会保障・人口問題研究所）・石井太（慶應義塾大学）・別府志海（国立社会保障・

人口問題研究所）「月別死亡率からみた季節性とその地域差」

3）黒須里美（麗澤大学）・髙橋美由紀（立正大学）「人口移動と健康―近世東北在郷町の死亡分析―」

企画セッション1「セクシュアリティ人口学の現在とこれから」

組織者：釜野さおり（国立社会保障・人口問題研究所）

1）鈴木俊光（中央大学）「『セクシュアリティの人口学』から，社会経済的要因にみる婚外交際行動」

2）森木美恵（国際基督教大学）「『セクシュアリティの人口学』から，セックスレス・カップルと価

値観：出生力とセクシュアリティの観点から」

3）釜野さおり（国立社会保障・人口問題研究所）・岩本健良（金沢大学）「『セクシュアリティの人

口学』から，SOGIと社会的属性」

4）平森大規（法政大学）「アロマンティック／アセクシュアル・スペクトラムの人口学的多様性」

5）武内今日子（東京大学・院）「Xジェンダー当事者の家族形成」

6）布施香奈（国立社会保障・人口問題研究所）・藤井ひろみ（大手前大学）「生殖医療ガイドライ

ンを適用しづらい挙児希望者の“ART”活用法の類型」

7）三部倫子（奈良女子大学）「医療機関における家族とSOGI」

8）平森大規（法政大学）「SOGIと社会階層」

9）申知燕（昭和女子大学）「SOGIと国際移住」

10）山内昌和（早稲田大学）「大阪市における性的マイノリティの空間分布」

11）釜野さおり（国立社会保障・人口問題研究所）「同性カップルと国勢調査」

12）千年よしみ（国立社会保障・人口問題研究所）「SOGI設問に対する郵送・ウェブ回答の項目無

回答率・回答分布の比較」

13）小山泰代（国立社会保障・人口問題研究所）「社会調査における高年齢層のSOGIの捉え方」

討論1 小島宏（早稲田大学）

討論2 林玲子（国立社会保障・人口問題研究所）

自由論題D-2「歴史1」

1）川口洋（帝塚山大学）「天保4（1833）年凶作後の陸奥国会津郡における死亡危機」

2）津谷典子（慶應義塾大学）・黒須里美（麗澤大学）「近世東北農村における経済状況と世帯属性

の人口行動への影響」

3）廣嶋清志（島根大学）「江戸後期農村人口における波動と飢饉―石見国今浦に見る」
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自由論題D-3「歴史2」

1）長谷川普一（新潟市役所）「100年前と現在の人口および土地利用の比較」

2）原俊彦（札幌市立大学）「サピエンス減少、人類史の転換点」

3）大塚友美（日本大学）「小日本主義時代の人口政策」

自由論題E-1「統計と分析」

1）井上希（国立社会保障・人口問題研究所）・松本茂（青山学院大学）・眞弓浩三（京都情報大学

院大学）「マイクロデータを用いた家計のエネルギー消費の将来推計」

2）井川孝之（明治大学）「平均余命の差異の各種要因の探索―データ変換と縮約を用いた手法―」

3）関野秀峰（総務省統計局）・北原昌嗣（総務省統計局）「令和2年国勢調査 不詳補完結果の状況」

自由論題E-2「地域人口」

1）芦谷恒憲（兵庫県立大学）「兵庫県における地域人口を用いた政策分析事例と課題」

2）小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）「戦後における出生力・死亡力の市区町村間較差の

長期的変化」

企画セッション4「兵庫県豊岡市における外国人住民の暮らし・仕事・教育」

組織者：平井晶子（神戸大学）

1）白鳥義彦（神戸大学）「豊岡調査の概要と論点」

2）梅村麦生（神戸大学）「外国人住民が働くさまざまな産業と事業所」

3）佐々木祐（神戸大学）「就労経験を「流用」する：技能実習生・インターンシップ生を中心に」

4）齊藤優（神戸大学・院）「非正規雇用の外国人労働者―業務請負・派遣として就労する日系フィ

リピン人を中心に―」

5）平井晶子（神戸大学）「外国人住民の家族と暮らし―豊岡での生活・母国との関係を中心に」

6）小林和美（大阪教育大学）「外国にルーツのある子どもの育ちをめぐる現状と課題：妊娠・出産

から小学校入学まで」

7）奥井亜紗子（京都女子大学）「外国にルーツのある子どもの小中学校における現状と課題」

企画セッション3「地域人口の分析方法：最近の成果と課題」

組織者：清水昌人（国立社会保障・人口問題研究所）

1）丸山洋平（札幌市立大学）「マクロ統計データの組み合わせによる新たな地域人口分析指標」

2）鎌田健司（国立社会保障・人口問題研究所）「空間統計学を用いた地域人口分析―出生力転換に

おける拡散理論の方法論的刷新とローカル・モデル―」

3）中川雅貴（国立社会保障・人口問題研究所）「人口移動研究におけるマルチレベル分析の適用―

ミクロ分析と地域分析をリンクさせる試み―」

4）丹羽孝仁（帝京大学）「発展途上国の農村地域における地域人口分析」

討論1：高橋眞一（新潟産業大学）

討論2：山内昌和（早稲田大学）

自由論題F-1「労働とジェンダー」

1）新村恵美（帝京平成大学）「インド有配偶女性の就業および就業形態と世帯内意思決定」

2）佐藤一磨（拓殖大学）「管理職となった女性は幸せなのか」
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3）永瀬伸子（お茶の水女子大学）・太田裕治（お茶の水女子大学）・ヘルトグエカテリーナ（オッ

クスフォード大学）・ヴィリレドンバルタ（オックスフォード大学）・島田佳子（お茶の水女

子大学）・LuluShi（オックスフォード大学）「AI,ICT等の技術変化が家事・育児・介護労

働に与える影響」

自由論題F-2「労働と年齢構造」

1）水落正明（南山大学）・レイモジェームス（プリンストン大学）「引退経路と健康の関係の分析」

2）岸智子（南山大学）・鹿野繁樹（大阪公立大学）「Jobtrainingandemploymentofolder

workers:AnanalysisbasedontheEUpaneldata」

（岩澤 美帆 記）

第６回死亡データベースシンポジウム及びサテライトミィーティング

（The6thSymposiumoftheHumanMortalityDatabase及び

SatelliteMeeting）における研究報告

死亡データベース（HumanMortalityDatabase,HMD）プロジェクトは，国際比較及び地域比

較が可能な死亡に関する精度の高いデータを収集することを通じて，先進国における死力転換のパター

ンと要因及びその帰結を解明することを目指すものである．HMDプロジェクトはカリフォルニア大

学バークレー校とドイツ・マックスプランク研究所によって2000年に始動し，2002年に初めてデータ

ベースを公表しており，本年にちょうど20周年の節目を迎えた．日本からは石井太氏（前人口動向部

長）も参画しており，当研究所もHMDの黎明期から積極的に国際的な知の蓄積に貢献してきた．

また，当研究所においては，HMDと整合性をもち，わが国の生命表を死亡研究に最適化して総合的

に再編した死亡データベース「日本版死亡データベース」を，人口問題プロジェクト研究「わが国の

長寿化の要因と社会・経済に与える影響に関する人口学的研究」（平成23～25年度），「長寿化・高齢

化の総合的分析及びそれらが社会保障等の経済社会構造に及ぼす人口学的影響に関する研究」（平成

26～28年度），「長寿革命に係る人口学的観点からの総合的研究」（平成29～31年度），「超長寿社会に

おける人口・経済・社会のモデリングと総合分析」（令和2年度～）の一環として，構築・提供して

きたところである．

そのHMDプロジェクトの成果報告並びに今後の課題と展望を探るための第6回シンポジウム及

びサテライトミィーティングが2022年6月16日から6月18日の日程でパリ（フランス）の国立人口研

究所（INED）において開催された．今回のシンポジウムはHMDプロジェクトの20周年を祝うもの

として開催され，「長寿見通しについての古くて新しい挑戦」というメインテーマが付された2日間

のシンポジウムではCOVID-19等の新しい課題や不確実性下の国際的・地球規模的な長寿見通し等

について，最新の研究成果が報告された．そして，18日のサテライトミィーティングはおもに

“Subnational”（必ずしも「地域」生命表を対象とするものではなく，一国の人口集団を細分化し

たグループ）に関連する研究動向の紹介が行われた．時節柄，会議は対面を基本としつつも，オンラ

イン配信を併用するという形式で行われた．ただ，開催地のネットワークの不調で必ずしも円滑な配

信は行われなかったようである．

3日間の会期中に行われた3つの基調講演と9つの口頭報告セッションにおける38報告を中心に，

会議では「長寿研究の最先端」「モデル化と予測」「死亡データの課題」「地球規模的な視点」「死亡パ

ターンのモデル化」「HMD地域死亡プロジェクトの現状と課題」といった死亡研究の最先端の話題
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が包括的に編成されていた．コロナ渦で参加者数が制限されていたにもかかわらず欧米地域を中心に

約60名の参加があり，非常に活発な研究交流が行われた．当研究所からは菅桂太（人口構造研究部室

長）が参加し，“RegionalJapaneseHumanMortalityDatabase:MethodsandExtensionsto

MonthlyDeaths”（石井太慶應義塾大学教授，別府志海情報調査分析部室長との共同研究）につい

て研究報告を行った．

なお，本シンポジウム及びサテライトミーティングにおける報告スライドの大部分を含む詳細はイ

ンターネット（https://www.mortality.org/Research/Events（2022年6月30日アクセス））に掲載

されている． （菅 桂太 記）

スタンフォード大学webセミナー講演

日本時間2022年6月28日（火）午前8時30分より，スタンフォード大学S.Tuljapurkar教授主催

の生態学セミナーにて講演を行った．このセミナーは不定期に行われるもので，タイトルどおり生態

学に関するセミナーである．この度は，北海道大学名誉教授の高田壮則先生の計らいもあって実現し

た．S.Tuljapurkar教授は数理生態学および数理人口学において著名な学者であり，特に1982年に

出版された環境変動下における長期的人口増加率に関する近似理論が代表的である．本セミナーにお

いて，筆者も環境変動におけるS.Tuljapurkar教授のこうした業績を発展させ，進化や自然淘汰に

おける環境変動による個体の生活史への影響に関するこれまでの研究を講演した．Web会議でもあっ

たため，聴講者はスタンフォード大学外や欧州からの参加者もいた．マルコフ過程を前提とする環境

変動は長期的には人口増加率を鈍化させる．この効果が個体の生活史を進化させるかどうか大いに議

論となった．筆者としては充実した時間ではあったが，少しでも早くCOVID-19の猛威が収まり対

面による議論が出来ることを願ってやまない． （大泉 嶺 記）

2022年度家族問題研究学会大会

2022年7月24日（日），オンライン（Zoom）で家族問題研究学会が開催された．午前の部では，

中国の老親扶養をめぐるきょうだい関係，食の家族規範，フランスの在宅教育支援，妊娠先行型結婚，

夫婦の親密性をめぐるジェンダー構造など多岐にわたる内容で，5本の報告がなされた．午後の部で

は，シンポジウム『性的マイノリティと「家族」』が実施され，70名近くによる参加があった．

シンポジウム前半では，「性的指向と性自認のあり方（SOGI）と家族研究：量的調査を通じた試

み」という題目で，筆者らが進めているJSPS科研費21H04407/16H03709の成果として，以下の3

報告を行った．まず平森大規氏（法政大学）が，日本の調査票調査において性的指向や性自認のあり

方を測定する際の課題と測定方法を検討した研究を紹介した（「その他（具体的に＿）：量的調査に

おけるSOGIの測定法に関する方法論的研究」）．次に筆者が2019年に実施した「大阪市民の働き方

と暮らしの多様性と共生にかんするアンケート」（大阪市民調査）においてたずねた同性パートナー

の有無や同居経験の有無，回答者のSOGI等の回答間の整合性を示し，同性カップルの把握におけ

る課題を提示した（「量的調査で同性カップルを特定する試み： 無作為抽出調査を例として」）．最後

に当研究所の小山泰代氏が大阪市民調査の回答者のSOGI別に，世帯構成，家族関係やジェンダー・

家族意識等についての分析結果を提示した（「SOGIと家族環境との関連：無作為抽出調査による分

析の一例として」）．

―457―



シンポジウム後半では，「性的マイノリティによる出産・子育ての実態把握に関するアンケート調

査から分かること」というタイトルで，新ヶ江章友氏（大阪公立大学）が，2021年4月から5月にか

けてインターネット上で実施した性的マイノリティで出産・子育てをしている人，あるいはこれから

しようと考えている534人を対象としたアンケート調査の結果を報告した．

その後，平山亮氏（大阪公立大学）により，各報告および全体に対してのコメントがなされた．量

的調査の場合，一時点での状況のみにフォーカスされがちであるが，人々のSOGIを捉える際は，

過去からの経緯も含めてみる必要があるのではないか，限られた設問を用いてそれらの整合性を検討

しながらSOGIやパートナーシップ状況を把握しようとするプロセスで，「正しい」同性カップルの

あり方，「正しい」同性愛者のあり方といった規範が生まれてしまう恐れがあるのではないか，設問

考案の時点で，調査設計者の視点によって選択肢等が限定されてしまうのではないか，といった示唆

に富む指摘があった．

性的マイノリティと「家族」をめぐる実態の調査は進んでおらず，その背景の1つであると考えら

れる必要な統計データが不十分である現状を踏まえて企画されたこのシンポジウムの場で，あらため

て，誰もが回答しやすく，かつ必要な分析を可能とする調査を実現することの難しさとその可能性を

討論者と登壇者の間で共有することができた． （釜野さおり 記）
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